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　21世紀のための自然エネルギー政策ネットワーク（REN21）

　「21世紀のための自然エネルギー政策ネットワーク（REN21）」は、自然エネルギーへの急速な移行を目
指し、世界中の多岐にわたるステークホルダーの統率力を集結しています。さらに、発展途上国や先進国
の経済において、自然エネルギーを有効に利用するための適切な政策を推進しています。
　REN21は自然エネルギーに尽力するステークホルダーに幅広く開かれており、各国政府、国際機関、
NGO、業界団体、その他のパートナーシップやイニシアチブを結びつけています。REN21は、自然エネルギー
の急速な拡大のために、個々の功績を活用し、影響力を高めつつあります。
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　序文

「自然エネルギー白書」の初版が2005年に刊行されて以
来、自然エネルギーの分野は驚異的かつ順調な成長を遂
げている。2009年には景気の後退、原油価格低迷、国
際的な気候政策の停滞といった様 な々逆風が吹いたにも
関わらず、自然エネルギーは何とかこれらを乗り越えるに
至った。

2009年に各国政府は、産業改革と雇用の創出を通じて低
迷する景気から抜け出すよう力を入れており、この動きが
自然エネルギー分野の成長を加速させている。2010年始
めまでに100カ国以上の国々が何らかの形で、自然エネル
ギーに関する政策目標や普及促進のための政策を打ち出
したが、2005年始めの時点では、このような国は55ヶ国で
あった。風力発電と太陽光発電の新規設置容量は2009
年に記録を更新し、また、2009年のEUと米国における新
設の発電容量の半分以上が自然エネルギーによるもので
あった。自然エネルギーの新設容量および発電所への投
資は、2004年のわずか300億ドルから、1500億ドルにまで
増加した。さらに、自然エネルギー新設容量への投資額は、
新設の化石燃料容量への投資額を2年連続で上回った。

本報告書の第1章である「世界市場の概要」から、クリス
トファー・フレイヴィンによる「あとがき」に至るまで、本報
告書では自然エネルギーが大きな転換点に到達し、世界
のエネルギーと気候の状況から重要性を増している姿が描
かれている。中でも特筆すべき変化は、自然エネルギーの
普及が地理的な広がりを持ち始めた点である。自然エネ
ルギー既存容量の半分以上が発展途上国にあることから、
自然エネルギー技術の導入が、工業先進国に限定されて
いないことは明白である。

しかし、自然エネルギーは継続的に右肩上がりの発展を遂
げ、数々の成果が本報告書で強調されているにも関わら
ず、世界では、自然エネルギー由来の莫大なエネルギー
供給源のうち、ほんのわずかな量が利用されているにすぎ
ない。自然エネルギー技術の大規模な発展を図るために
は、政策努力を強化し、次のレベルへ踏み出すことが求
められる。これは、長期的に安定した低炭素世界経済の
構築において、自然エネルギー分野が重要な役目を果た
すためにも必要なものである。そしてこの低炭素経済は、
エネルギー安全保障、工業発展と競争力、地域経済の
発展と雇用、気候変動の緩和、そして万人のエネルギー

アクセスを普及促進させるものである。

2010年後半には、インドの新再生可能エネルギー省が、
2004年から開始した再生可能エネルギー国際会議の第4
回目を開催し、世界中の何千人もの各国政府代表者とス
テークホルダーが会する。このデリー再生可能エネルギー
国際会議（DIREC）2010では、持続可能な開発、エネ
ルギーアクセス、そして気候変動に対する重要な戦略とし
て自然エネルギーの展開に幅広く深く関わることが表明さ
れる。そこでは3日間にわたって、政府省庁、民間部門、
一般市民からの代表者が、世界の自然エネルギー規模拡
大を加速させるために、それぞれの将来像、経験、解決
策を共有する。

REN21がインド政府と共にDIRECを開催し、また、先進
国と発展途上国における自然エネルギー政策に対する自
発的な活動、約束、目標を促進するDIREC国際取組み
プログラム（DIAP）を運営できることは非常に光栄である。

REN21の「自然エネルギー世界白書」が取り上げる範囲
と情報量は過去5年間で確実な成長を遂げたため、この
出版は大変な挑戦であった。この場をお借りして、多くの
団体と個人の方 に々謝辞を申し上げたい。ドイツ政府、ド
イツ技術協力公社（GTZ）からの資金面、運営面のサポー
ト、REN21運営委員会の方々のご指導、REN21事務局
による調整と出版、150人もの研究者や寄稿された方々、
それから、ジャネット・セウィン、エリック・マーティノーを筆
頭に、全てのデータと傾向を取りまとめるという大仕事をこ
なしてくださった、執筆者の方 に々深く感謝する。

この「自然エネルギー世界白書」2010年版は、共同出版
として、UNEP/SEFIによる「持続可能なエネルギーへの
投資の世界動向2010」と共に公表された。これは、自然
エネルギー分野の発展における政策と投資の密接なつな
がりに注目を惹きつけることを目的としている。

REN21が、この自然エネルギー世界白書2010年を世界の
市民社会に向けて発信できることは、非常に喜ばしく、誇
りに思う。

モハメッド・エル＝アシュレイ
REN21代表

レポートの引用とコピーライト
REN21.2010.Renewables 2010 Global Status Report (Paris:REN21 Secretariat).
Copyright ⓒ 2010 Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit (GTZ) GmbH.
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　世界白書要旨

自然エネルギーの市場、投資、産業、政策は近年
急速に変化しているため、自然エネルギーの現状
に対する認識は現実から数年遅れたものとなって
いる。この報告書では、2010年始め時点の現実を
捉え、世界の自然エネルギーに対する独自の概観
を紹介する。また、本報告書は現状と共に重要な
トレンドも含めるが、現状の分析や問題点の議論
や将来の予測は行わないことにする。

自然エネルギーは、従来型のエネルギー源（石炭、
ガス、石油、原子力など）と比較してますます重
要になってきており、このことは多くのトレンド
に反映されている。自然エネルギーは、世界のエ
ネルギー供給において2010年までに転換期を迎え
たといえる。あらゆる電源による世界の容量のう
ち、自然エネルギー由来の電力容量は1/4を占め、
2009年には世界の電気の18%を供給した。熱と輸送
燃料を含むエネルギー供給に占める自然エネル
ギーの割合も多くの国で急速に伸びている。世界
で太陽熱温水器を設置している世帯数は引き続き
増え、今では7000万世帯にのぼると見込まれる。
また、自然エネルギー由来の発電容量における投
資額は、2008年、2009年と2年連続で、新規発電に
対する世界投資額の半分を超えた。

発電、冷暖房、輸送燃料を含めた全ての市場分野で、
投資が勢いづいていることがトレンドから読み取
れる。系統連系型太陽光発電（PV）の年間平均成
長率は、過去10年にわたって60%であり、2000年と
比較すると100倍の伸びとなっている。2005年から
2009年の過去5年間では、他の自然エネルギー分野
全てにおいても毎年着実に成長がみられた。この5
年間に風力発電容量は年平均27%増加し、太陽熱温
水器は19%、エタノール生産は20%とそれぞれ増え
た。バイオマスと地熱による発電と熱利用も大き
く伸びた。

より意欲的な政策がここ数年で展開され、2010年
始めには政策上の重要な節目を迎えた。自然エネ
ルギーに関する何らかの政策目標や支援政策を掲
げる国は、2005年始めには55カ国であったが、今
では100カ国以上にのぼっている。過去3年間で採
用された新たな目標の大半は、2020年までにエネ
ルギーあるいは電力における自然エネルギーの割

合をおよそ15～25%にすることをうたっている。ま
た、ほとんどの国が支援政策を複数掲げ、かつ国、
州、地区レベルでも様々な政策が実施されている。

多くのトレンドには、発展途上国でも自然エネル
ギーが推進され、急成長を遂げていることが示さ
れている。全体では、世界の自然エネルギー容量
の半分以上を途上国が占める。中国が今や市場成
長を示すいくつかの指針でトップに立っている。
インドは風力発電容量の総量では世界5位で、バイ
オガスや太陽光発電といった農村地帯に適した自
然エネルギー分野でも飛躍的な伸びを示している。
ブラジルは砂糖を原料とした世界のエタノール生
産量のうち、実質全量を生産し、さらにはバイオ
マスや風力発電所も新設しつつある。自然エネル
ギー市場の多くが飛躍的な発展を遂げており、例
えば、アルゼンチン、コスタリカ、エジプト、イ
ンドネシア、ケニア、タンザニア、タイ、チュニ
ジア、ウルグアイなどがあげられる。政策目標を
掲げる国の半数以上が発展途上国で（85カ国中45
カ国）、何らかの自然エネルギー支援政策を実施し
ている国の半数以上を発展途上国が占める（83カ
国中42カ国）。

自然エネルギーの地政学も変化しつつあり、地理
的にも多様性を伴う新しい時代であることが示さ
れている。例えば、風力発電を建設した国は1990
年代にはわずかであったが、　今や82カ国にまで増
えた。製造における牽引役もEUから、中国、インド、
韓国といったアジアへとシフトし、こうした国は
自然エネルギーをますます推進させている。2009
年、中国は世界の太陽光発電によるエネルギー供
給量の40%を発電、世界の風力タービンの30%（2007
年には10%）、世界の太陽熱温水器の77%を生産し
た。アルゼンチン、ブラジル、コロンビア、エク
アドル、ペルーといったラテンアメリカでは、新
規参入のバイオ燃料製造業者が増える一方、また
バイオ燃料以外の自然エネルギー技術も多く普及
しつつある。また中東、北アフリカ、サハラ以南
のアフリカ20カ国以上でも、自然エネルギー市場
は盛況である。オーストラリア、カナダ、日本など、
EUや米国以外の先進国でも自然エネルギーは進歩
し、技術が多様化している。地理的な広がりによっ
て、自然エネルギーはある特定の国の政策や市場
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の混乱に、簡単には左右されないとの信頼性が高
まっている。

自然エネルギーを推進する力の一つに、新しい産
業と共に何百万との雇用が生み出されるとの期待
がある。自然エネルギー関連の雇用は数カ国で数
十万に達している。世界規模では、自然エネルギー
産業による直接雇用数はおよそ300万で、そのうち
半数がバイオ燃料産業であるとされ、また、この
数字以外にも間接的な雇用があると見積もられて
いる。

公的機関と開発銀行、特にEU、アジア、南アメリ
カを中心とした銀行からの投資が急増したことも、
自然エネルギーの開発を押し進めた。ヨーロッパ
投資銀行とブラジル開発銀行（BNDES）の例が顕
著である。多くの開発銀行が開発支援への出資を
増やし、こうした出資は2008年には約20億ドルで
あったが、2009年には50億ドル超へと膨れ上がっ
た。世界銀行グループ、ドイツ復興金融公庫、米
州開発銀行が最大の出資者としてあげられる。他
の開発機関も多数、自然エネルギーに対し多額の
ローン、補助金、技術援助などを供給した。

市場と産業の動向は以下の通りである。

風力発電
トレンドとしては、洋上風力発電の開発、分散型
の小規模系統連系型タービンの普及拡大、国内外
のより広域な地域での新たな風力プロジェクトな
どがあげられる。企業は引き続きタービンの平均
サイズを押し上げ、ギアなしタイプの製造などの
技術改革を行っている。

バイオマス発電
バイオマス発電所は世界50カ国以上に存在し、そ
の発電量は伸びている。EU数カ国では、バイオマ
ス由来の電力の割合が増えており、オーストリア

（7%）、フィンランド（20%）、ドイツ（5%）となっ
ている。発電用バイオガスも数カ国で普及しつつ
ある。

系統連系型太陽光発電（PV）
産業は価格の低下、連結、規模の拡大、プロジェ

クト開発への移行など、市場の急激な変化への対
応に追われている。ここ数年では、薄膜型太陽電
池による市場のシェアが伸びており25%に達した。
多数の太陽光発電所はいわゆる「大規模」発電所
と呼ばれる200kWを上回るもので、今や系統連系
型太陽光発電の総容量の1/4を占める。

地熱
地熱発電所は今や19カ国にあり、新しい発電所が
毎年建設されている。2009年にはインドネシア、
イタリア、トルコ、米国で建設された。

集光型太陽熱発電（CSP）
集光型太陽熱発電（CSP）は、約20年前に初期開
発が行き詰まったが、その後2006～2010年の間に、
新しい電源として再び重要性を帯びて来た。2010
年始めまでで0.7GWのCSPが稼働しているが、その
全てが米国の南西部とスペインにある。より多く
の国で、容量をさらに増やすべく建設や計画が進
行中である。

太陽熱温水器／暖房
中国は、太陽熱温水器の世界市場を引き続き独占
し、世界の総容量の約70%を占める。EUが容量
12%とかなり差をあけられての2位である。実際に、
中国に設置されている温水器は給湯用に限定され
ている。一方、EUでは、温水と暖房を一緒に供給
するやや大型の「コンビ」システムが人気になり
つつあり、毎年市場の半分を占めるまでになって
いる。

バイオマスと地熱の熱利用
バイオマス熱市場は特にEUで順調に拡大してい
る。固形バイオマスペレットの使用、熱電併給シ
ステム（CHP）の建物やコミュニティ規模での使用、
地域暖房システムでのバイオマスの使用などがト
レンドになってきている。地熱直接利用の施設や
地中熱ヒートポンプの利用も伸びている。世界の
熱容量500ギガワット熱（GWth）のうち、バイオ
マ ス が270GWth、 太 陽 熱 が170GWth、 地 熱 が
60GWthと見積もられている。

バイオ燃料
市場における主なバイオ燃料といえば、トウモロ
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コシや砂糖が原料のエタノールとバイオディーゼ
ルだが、輸送用のバイオガスや他の種類のエタノー
ルなども重要である。トウモロコシを原料とした
エタノールが、世界のエタノールの半分以上を、
サトウキビが原料のエタノールが1/3を占める。米
国とブラジルが、世界のエタノール生産のほぼ90%
を占める。次世代のバイオ燃料産業では多くの研
究が開始され、試験的な製造所も建設されている。
また、そのほとんどに対して公的資金の一部が提
供されている。

【2009年のハイライト】

2009年は、自然エネルギーの歴史の中でも、世界
規模の金融危機、原油価格の低迷、気候政策の停
滞といった逆風にも関わらず、先例のないもので
あった。実際には世界経済が冷え込む中で、自然
エネルギー容量は前年までとほぼ同じ割合で増加
した。世界の系統連系型太陽光発電は前年比53%増、
風力発電は同32%増、太陽熱温水器と暖房が同21%
増、地熱が同4%増、水力が同3%増であった。米国
とブラジルでは、一時解雇やエタノールプラント
の閉鎖があったにも関わらず、年間生産量はエタ
ノールが前年比10％増、バイオディーゼルが同9％
増であった。

2009年のハイライトは

・ 米国とEUでは、自然エネルギーの発電導入容量
が、従来型発電（石炭、ガス、原子力）による導
入容量を、2年連続で上回った。2009年にEUで新
規導入された発電容量の60％、年間発電量の約
20％を自然エネルギーが占めた。

・ 自然エネルギー発電導入容量が最も伸びたのは中
国で、37GW増加し、合計で226GWに達した。また、
世界全体の自然エネルギー導入容量は80GWで、そ
の内訳は水力が31GW、水力以外が48GWとなって
いる。

・ 風力発電の導入容量は38GWで、過去最高を達成
した。なかでも中国は、2004年には世界市場のわ
ずか2％を占めたに過ぎなかったが2009年の新規導
入量は13.8GWで世界市場の1/3以上を占めトップ

となった。米国は10GWの増加で2位となった。風
力発電量の割合が数カ国で記録的に伸び、例えば
ドイツは6.5%、スペインは14%となった。

・ 太陽光発電の導入容量も7GWと過去最大であっ
た。ドイツの導入量は3.8GWで、世界市場の半分以
上を占めてトップとなった。他にも、イタリア、
日本、米国、チェコ共和国、ベルギーも大きな市
場を持つ。スペインは2008年に主導権を握ってい
たが、政策の目標値を超えた2009年には、導入量
は低水準に留まった。

・ バイオマスも各国で記録的な普及が進み、特にス
ウェーデンでは、エネルギー供給の割合において
バイオマスが初めて石油を抜いた。

・ バイオ燃料の生産量は、世界のガソリン供給量の
5%に匹敵する。

・ 世界金融危機が続いたにも関わらず、2009年はほ
ぼ全ての自然エネルギー分野で生産が伸びた。そ
の一方で、資本の拡大計画は規模が縮小されたり、
延期された。全ての企業が株式市場へのアクセス
の欠落、困難な資金調達、産業界の統合による悪
影響を受けた。

・ 太陽光発電により11ＧＷが発電され、これは2008
年比では50%増である。米国のFirst Solarは一年で
1GWを生産し、これは企業としては史上初の規模
であった。結晶モジュール価格は約50%から60%下
落したと見積もられ、2008年には1ワットあたり
$3.50の高値から1ワットあたり$2ほどになった。

・ 中国での急速な拡大の影響を大きく受け、2009年
の自然エネルギーへの大規模な投資（小規模を除
く）のうち、風力発電が60%以上を占めた。

・ 大規模太陽光発電への投資総額は2008年と比較
して減少したが、その一因として太陽光発電の価
格が大幅に下落したことがあげられる。しかしな
がら、この投資額の減少は、小型（屋上式）の太
陽光発電に記録的な投資が行われたことによって
相殺される。
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・ バイオマスの新しいプラントに対する投資が
2008年比で減少した。これは米国ではトウモロコ
シを原料としたエタノールの生産設備が十分に利
用されなかったことや、数社の企業が倒産したこ
とによる。ブラジルのサトウキビによるエタノー
ル産業も同様に経済の問題に直面し、拡張計画が
進行しているにもかかわらず伸び悩んでいる。ま
た、EUにおいても生産能力を十分に活用できてお
らず、バイオディーゼル産業は停滞した。

・ 2008年末頃から数多くの主要経済国が“グリーン
経済刺激策”をとっており、総額は2000億ドル近
くに達した。しかし、刺激策のほとんどが出遅れ、
さらには、2009年に費やされたグリーン刺激策に
よる融資額は予算の10%以下に留まっている。

2009年のデータおよび各国の順位の詳細は、P11を
参照。

【ダイナミックな政策の展望】

自然エネルギーを促進する政策は、1980年代や
1990年代始めにはほとんどの国に存在しなかった
が、過去15年間、特に2005年から2010年にかけては、
国、州、都市や自治体レベルで多数出現した。

何らかの政策目標を掲げている国は、2005年の45
カ国から、2009年までには85カ国以上へと増加し
た。国の目標として、発電量の割合が5～30%で定
められることが多いが、最高では90%と幅がある。
他の目標値としては、一次エネルギーあるいは最
終エネルギー供給量に占める割合（通常10～20%）、
様々な技術の一定の導入量、自然エネルギー由来
のエネルギー生産量があげられる。最近の目標値
は2020年及びそれ以降に設定されていることが多
い。EUの目標値（2020年までに最終エネルギーの
20%）はOECD加盟国の間でも突出している。発展
途上国の場合は、ブラジル（2030年までに電力の
75%）、中国（2020年までに最終エネルギーの15%)、
インド（2022年までに太陽光発電を20GW）、ケニ
ア（2030年までに地熱を4GW）などが例としてあ
げられる。多くの目標値は州、地区、自治体レベ
ルでも設定されている。

少なくとも83カ国が、自然エネルギー由来の発電
を支援する何らかの政策を有している。最も普及
している政策は固定価格買取制度（FIT）で、ここ
数年で多くの国や地域で導入されている。2010年
までに少なくとも50カ国と25州、地区が固定価格
買取制度（FIT）を導入しているが、その半分以上
が2005年以降に実施されたものである。世界中で
固定価格買取制度（FIT）に対する勢いは続いてお
り、各国が引き続き固定価格買取制度（FIT）を採
用し、あるいは修正しようとしている。同様に、
固定価格買取制度（FIT）を適用する州や県も増え
ている。

自然エネルギー割当基準（RPS）は、自然エネルギー
義務付けやクォータ制とも呼ばれ、世界では10カ
国の政府と、46州、地区の自治体によって制定さ
れている。RPSは自然エネルギー電力の割合を5～
20%に義務付けていることが多く、対象期間が2020
年まで、あるいはそれ以降としている場合が多い。

別の種類の政策が取られていることも多く、政策
が組み合わされて適用されることも多い。直接資
本投資への補助金、助成金、リベートなどが何ら
かの形により45カ国以上で提供されている。投資
税額控除、輸入関税の削減、他の税制優遇措置も、
国、州、地区レベルで採られる一般的な政策とい
える。とりわけ資本投資への補助金や税額控除は
太陽光発電市場を後押し、2009年には数カ国で新
たな屋上設置型太陽光制度が発表された。エネル
ギー生産量に応じた補助は時には「プレミアム」
と呼ばれ、少数の国で採用されている。各国は引
き続き自然エネルギー発電容量を定めて公的な競
争入札を採用している。分散型発電に対するネッ
トメータリング法は現在では少なくとも10カ国と
米国内の43州で定められている。

太陽熱や他の自然エネルギー温水／暖房を促進す
る政策は、2006年から2010年にかけて特に頻繁に
採用された。多くの国、州、都市では、新築の建
築物に対し、太陽熱温水器が義務付けられるよう
になりつつあり、この義務付けは全ての大陸に、
またいかなる経済成長のレベルにあるかを問わず
に広がっている。EUでは、自然エネルギー熱を支
援する政策がここ数年で次々と打ち出されている。
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例えば、ドイツの自然エネルギー熱法では、新規
住宅は暖房の20%以上を自然エネルギーから供給す
ることが義務付けられている。少なくとも20カ国、
おそらくさらに数カ国が太陽熱温水器や暖房への
投資に対して初期投資助成金、リベート、付加価
値税控除、投資税額控除を提供している。

輸送燃料へのバイオ燃料混合規制は少なくとも41
の州、県と24カ国で制定されている。ほとんどの
規制でガソリンに対し10～15%のエタノールを、
ディーゼル燃料に対し2～5%のバイオディーゼルを
混合することが義務付けられている。燃料税の免
除や製造に対する助成金も一般的な政策となって
いる。さらにバイオ燃料の目標値や計画がEUプラ
ス10カ国以上で設定されている。こうした目標値
では、輸送エネルギーに占めるバイオ燃料の割合

（例えばEUでは2020年までに10%）やバイオ燃料の
生産量（例えば米国では2022年までに年間1300億
リットル）が定められている。

自然エネルギー促進政策は、世界中の都市や自治
体政府でも打ち出されている。具体的には下記の
政策が何百もの都市や自治体によって設定されて
いる。列挙すると、自然エネルギーの将来の目標値、
自然エネルギーを都市開発に組み込んだ都市計画、
自然エネルギーを義務付けあるいは奨励する建築
基準、税額控除あるいは免税、自治体の建物や公
共交通機関でのグリーン電力の購入、電力会社を
対象とした画期的な政策、補助金や助成金及びロー
ン、多数の情報提供と支援活動などがあげられる。

【農村地域における自然エネルギー】

発展途上国の何十億もの人々はより伝統的なエネ
ルギー源に依存し続けているが、自然エネルギー
はこれらの人々に、近代的なエネルギーのアクセ
スを供給するという重要な役割を担っている。世
界にはおよそ15億人もの人々が電気へアクセスで
きず、およそ26億人が日々の食事を調理するため
に未だに木材、藁、炭、排泄物に依存している。
その一方で農村地域の伝統的なエネルギーから近
代的なエネルギーへとの変革は、各国の家庭や小
規模工業の分野において確実に進められている。

自然エネルギーはこうした変革において重要な役
割を占める。最も遠く離れた地域でさえも、家庭
用太陽光システムや数kW規模の水力発電による小
規模系統、バイオガス醗酵槽、バイオ燃料のエン
ジン、太陽光あるいは風力による送水ポンプ、太
陽熱温水器等の自然エネルギー技術は、照明、調理、
通信、動力、灌漑、浄水、冷暖房など近代的生活
の必需品となるエネルギーを供給することができ
る。自然エネルギー技術の大半は、家庭、学校、
病院、農業や小規模工業で利用が可能である。

自然エネルギーを利用している農村地域の世帯数
を見積もるのは難しいが、全ての種類の自然エネ
ルギーを含めれば数千万に達する。村落規模ある
いはコミュニティ規模の系統に接続されたマイク
ロ水力がそのうちの大半を占める。家庭用規模の
醗酵槽バイオガスは3000万以上の世帯で照明や調
理に使われている。さらに、およそ300万世帯が小
規模太陽光発電システムから電気の供給を受けて
いる。バイオマス調理ストーブは世界人口の40%で
使われ、ここ数年では、より効率の良い「改良型」
調理ストーブも普及しつつある。この調理ストー
ブは世界中の工場や作業場で製造され、今では1億
6000万以上の世帯で利用されている。
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　主要指標と上位 5カ国
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第1章. 世界市場の概要
 
自然エネルギーは、世界の最終エネルギー消費量
の19%を占める。これには、伝統的バイオマス、大
型水力発電、「新しい」自然エネルギー（小水力発電、
次世代バイオマス、風力発電、太陽エネルギー、
地熱、バイオ燃料）が含まれる1（図1参照）。この
19%のうち、主に調理と暖房に利用される伝統的バ
イオマスが約13%を占めるが、バイオマスがより効
率的に利用されたり、より近代的なエネルギー源
に代替されたりするため、その伸びは横ばいに近
いか、あるいは地域によっては減少しつつある。
水力発電は3.2%を占め、ゆるやかに成長している
が、大型水力発電が主流となっている＊2。残りの自
然エネルギーが2.6%を占め、先進国と一部の発展
途上国で急速に拡大している。

自然エネルギーは、発電、給湯と暖房、輸送燃料、
農村地域でのエネルギー供給（系統に接続してい
ない独立型）の4つの異なる市場において従来型の
燃料の代わりとなる。この章では、最初の3つの市
場を取り上げ、近年における発展の概要を示す。
４つめの農村地域のエネルギーについては本報告
書の5章で詳述する。

世界の自然エネルギー生産能力は、大半の技術分
野で、2004年末から2009年の5年間に年間10～60%
の成長率で伸びている。この成長は、風力発電を
含めた多くの技術分野で、2004年から2008年の4年
間よりも2009年に加速された3（図2参照）。2009年
に導入された生産能力では、風力発電がその他の
自然エネルギーの中で最も多く導入された。しか
しながら、5年間の成長率でみると、系統連系太陽
光発電が60%で最大の伸びを示した。バイオ燃料も
急速に伸びており、エタノールの年間平均成長率
は20%、バイオディーゼルは51%であったが、5年
間の後半にはこの成長率は減速しはじめた。

水力発電、バイオマス発電と熱利用、地熱発電を
含めたその他の自然エネルギーは、3～6%と並みの
成長率で伸びているが、これは化石燃料の世界の
成長率に匹敵する（通常3～5%、途上国によっては

これより高いところもある）。しかしながら、いく
つかの国では、これらの自然エネルギーが、世界
の平均成長率をはるかに上回っている場合もある。

（主要な自然エネルギーとその特徴、コストのまと
めについてはP25の表1を参照）。

 
【電力市場】
自然エネルギー由来の発電容量の合計は、2009年
に前年比7%増の約1230ギガワット（GW）に達した。
自然エネルギーは今や世界の電力容量（2009年に
4800GW）のおよそ1/4を占め、世界の電力の18%
を供給している4（図3参照）。大型水力を除くと、
自然エネルギーの総量は305GWで、2008年より
22%の増加となる5（図4（P14）と表R4参照）。自
然エネルギーの中では、2009年の世界の新規風力
発電容量が38GWと最も伸びた。近年水力発電は毎
年30GWずつ拡大しており、太陽光発電容量も2009
年に7GW以上も増加した。

2009年の水力のうち小水力のみを含めた自然エネ
ルギー発電容量における上位5カ国は、中国、米国、
ドイツ、スペイン、インドである。全ての規模の
水力を含めた場合の既存容量の上位国は、中国、
米国、カナダ、ブラジル、日本となる。自然エネ
ルギーは、EUで2009年に導入された容量の60%以
上を占め、米国でも最も設備容量が増加したエネ
ルギー源は風力発電であった6。中国では2009年に
系統連系型自然エネルギー由来の発電能力が37GW
増加し、合計で226GWになった7。

風力発電
世界的な経済危機に見舞われたにもかかわらず、
風力発電の新規導入容量は2009年に過去最高の
38GWに達した。これは前年比41%の増加であり、
これによって世界の全容量は159GWとなった8（図
5（P14）および表R2参照）。世界の風力発電の累積
容量の年間成長率では、2004年末から2009年の5年
間の平均は27%であった。2009年に導入された風力
発電の容量は、全世界の風力発電設備の約4分の1
に相当し、累積設備容量はこの3年足らずで2倍に
なった。

＊この報告書では、小水力に関する世界全体のデータは 10MW未満の発電所を含む。同報告書の水力に関する詳細は巻末注 2を参照のこと。
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2009年に風力発電設備を最も
多く導入したのは中国で、世
界の風力発電市場の3分の1を
占めた9（図6（P14）参照）。ち
なみに、世界の年間設置容量が
8GW強だった2004年には、市
場の2%を占めたにすぎない10。
2009年の中国の風力発電の新
規導入容量は、原子力の新規
導入容量の約3倍の13.8GWとな
り、合計容量は25.8GWに達し
た11。即ち中国では、2009年ま
でに5年連続で風力発電の既存
容量が倍増したことになる12。

米国の導入容量は10GWをわず
かに超え、既存容量は35GWで
世界1位を維持している13。2009
年末には、米国の14州で1GW
以上の容量設備が導入された14。
中でもテキサス州は累積容量
約10GWを有し、リーダーとし
ての地位を保っている。さら
に、同州は2025年の自然エネ
ルギー目標値を15年も早く達
成させた15。

ドイツの新規導入量は1.9GW
で、既存容量はEUでは引き続
きトップを維持したものの、

25.8GWをわずかに下回り、中国には及ばなかった。
また、新規導入量ではスペインがEU市場の1位に
浮上し、導入容量は2.5GWであった。EUにおける
他の主な導入国はイタリア、フランス、英国であり、
それぞれ1GW以上が導入された16。インドは新規容
量1.3GWを導入し、既存容量で第5位を維持してい
る17。

カナダは950メガワット（以下“MW”）を導入し
て記録的な年となり、また初めて全ての州（ただ
し準州は除く）で風力発電が実施された18。

他地域で、最も活気のある市場はラテンアメリカお
よびアフリカであり、発電容量のレベルは比較的低
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いものの、著しい成長をみせている19。ケ
ニア（新規分5MW）およびニカラグア（新
規分40MW）はともに商業規模で風力発電
を行う国に名を連ねるようになった。全体
としてみると、2009年に少なくとも49カ国
で風力発電能力が増加し、82カ国が商業
ベースで風力発電を利用している20。

洋上風力発電産業は、陸上の適当な場所
が減少しているために急速に伸びている。
2009年の同産業の新規容量は、前年比で
72%増の容量641MW、既存容量は2GWを
上回った21。2009年末時点で洋上ウィンド
ファームを擁しているのは11カ国である。
容量の大部分はEU諸国にあり、英国

（883MW）、デンマーク（639MW）が上
位2位を占めている22。（英国では新規の
ウィンドファーム2カ所が稼働し始めたた
め、2010年4月には1GWの目標を達成し
た23。）

一方、中国は2009年にEU域外では初の大
規模洋上風力プロジェクトを導入した。
2009年末の新規容量は63MW、2010年始め
の完成時には102MWを達成した24。日本の
2009年の新規導入分は1MWであった25。
EUでは、2010年に新たに1GWの設備の完
成が見込まれる上、2.5GWの設備が同年
始めまでに着工されている。加えて16GW
の設備も建設許可を得ている26。米国では、
2009年に着手した洋上風力発電プロジェ
クトはないものの、10件以上のプロジェ
クトが各段階で進行中である。マサチュー
セッツ州の420MW容量のケープ風力発電
プロジェクトは2010年4月に最終的な建設
許可を得た27。

数ある傾向の一つとして、小規模風力発
電の市場が拡大していることもあげられ
る*。小規模風力発電には、ここ数年の間
に米国から中国にまで普及しつつある独
立型のシステムだけではなく、分散型の
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  定義づけているが、サイズは需要や国と州の法律によっても異なる。
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系統連系プロジェクトも含まれる。小規模の系統
連系型タービンは、2009年の世界全体での販売量
は発電容量の観点からすると比較的少ないものの、
EUでますます普及してきている。なかでも英国は
以前から小規模の系統連系型タービンの市場規模
が米国に次ぎ2番目に大きく、世界需要の20%から
25％を占めている28。英国では2009年におよそ4500
基の小規模の風力タービンが建設され、合計で約1
万5000基となった29。また、イタリアでも小規模風
力発電への関心が高まっており、小規模タービン
が新たな「メイド・イン・イタリア」の可能性を
もたらすものとして期待されている30。米国では、
主に住宅需要により2009年に市場は15%も拡大し、
およそ新設1万基による新規容量は20MWであった

（1980年以降に設立された小規模タービンのうち、
少なくとも10%の基数と20%の容量に相当する）31。
一方、中国は小規模風力タービン（分散型の系統連
系型と独立型双方を含む）の最大市場を引き続き維
持し、2009年には新規におよそ5万基、年末までに
は累計で約40万基が設置された32。

EUおよび米国では、風力発電が2009年の新規の発
電容量全体の39%を占めており、2年連続で他のど
の発電技術よりも多くなっている33。いくつかの国
では、風力発電が電力需要全体の中でかなりの割
合を占めるまでになっている。例えば、デンマー
ク（20%）、スペイン（14.3%、スペインでは2009年
に初めて風力が石炭を上回った）、ポルトガル（2008
年に11.4%）アイルランド（2008年に9.3%）、ドイ
ツ（2009年に6.5%）等が挙げられる34。また、ドイ
ツの４つの州は、2009年の電力需要の30%以上を風
力で供給した35。米国ではアイオワ州がリードし、
風力発電で電力の14%を供給し、テキサス州は5%
の目標を達成した36。

風力発電は大幅に拡大していくと予想される。ケ
ニアでは300MWのプロジェクトが現在進行中であ
り、エチオピアとタンザニアでも風力発電プロジェ
クトが実用化に近い段階にある37など、アフリカで
も新たに関心を呼んでいる。北アフリカと中東で
もプロジェクトが進んでおり、アルゼンチン、ペ
ルー、ウルグアイでも数百メガワット容量の設備
が増設されている38。インドでも開発が加速的に進
んでいる39。中国の甘粛省では、2009年に初めてい

わゆる「風力発電基地」の建設が始まった。この
様なプロジェクトは6省で計画されており、完成時
にはおよそ120GWの容量が見込まれる40。米国風力
エネルギー協会によると、米国では300GWの新規
プロジェクトが送電線の制限のために保留となっ
ている41。

バイオマス発電
バイオマスとは、林業、農業、自治体からの廃棄
物や燃料用として特別に栽培される作物の一部を
資源とし、固形（藁や木質チップなど）、液体（植
物油やバイオガスへの変換用に動物の排泄物と水
を混ぜたもの）、気体（バイオガス）の形で存在する。
一般的にバイオマスは、燃焼させて電力と暖房の
両方を供給するが、輸送用のバイオ燃料に変換さ
れることもある（後述の熱利用と冷房市場と輸送
用燃料市場の項を参照のこと）。固形と気体のバイ
オマスを発酵させて得られる副産物のバイオガス
は、燃焼機関によって熱、電力、輸送用に変換さ
れる。

発電用としてのバイオマスの利用は、多くのEU諸
国や中国、インドを含むいくつかの発展途上国で
近年増加している。世界のバイオマス発電容量は
2009年末までで54GWと推定される42。

2007年の時点では、OECD諸国の中で米国が固形
バイオマス由来の電力の34%を占め、合計で42テラ
ワット時（TWh）であった。日本が16TWhで2位、
ドイツが10TWhで3位であった43。米国市場はEUほ
ど成熟していないものの、2009年終わりまでには
20州でおよそ80のバイオマスプロジェクトが稼働
し、容量は約8.5GWとなった。その結果、容量の合
計では米国が1位となった44。更に米国の石炭およ
びガス燃焼による発電設備の多くが、従来型の発
電設備で燃料を「混焼発電」することによって、
部分的にあるいは全面的にバイオマス発電設備へ
と転換させている45。

ドイツと英国でも固形バイオマスの混焼による発
電量が増加しており、バイオマスのみによる発電
設備の容量もEU中で急速に拡大している46。EUの
固形バイオマスによる発電総量は2001年から3倍に
拡大した47。2010年初頭までに、EUでは約800のバ
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イオマス発電設備が木材、黒液、その他のバイオ
マスを燃やしながら稼働し、設備容量は7GWに達
すると予想される48。固形バイオマスの大規模発電
設備は、森林資源の豊富なスカンジナビア諸国に
多いが、ドイツおよびオーストリアでも近年急速
に伸びている49。両国のバイオマス容量の増加は、
熱電併給プラント（CHP）の増加に後押しされて
いる50。

2008年、EUの固形バイオマス由来の電力の半分以
上が、ドイツ、フィンランド、スウェーデンで発
電された。フィンランドでは、電力消費量の20%が
バイオマス由来であるが、バイオマスの発電量が
EUで一番多いのはドイツである51。ドイツでは
2002年から2008年にかけて固形バイオマスによる
発電が20倍に伸びて10TWhとなり、2008年末まで
の導入量は約1200MWであった52。2010年始めまで
に、バイオマスエネルギーはドイツの電力消費量
の5.3%に達し、風力発電に次ぐ自然エネルギー源
となっている53。

ブラジル、コスタリカ、インド、メキシコ、タン
ザニア、タイ、ウルグアイ等の発展途上国におい
てもバイオマス発電は拡大している54。中国では容
量が2009年に14％増の3.2GWに達し、2020年まで
に30GWの導入を目標としている55。インドでは
2008年に、1.9TWhの電力が固形バイオマス発電で
供給された56。2009年末までに農業廃棄物を燃料と
した固形バイオマス発電設備を新設し容量は
835MWとなった（2009年は約130MW増）。また、
容量1.5GW以上のバガスを用いた熱電併給設備も
新設された（2009年はおよそ300MW増、独立型お
よび分散型を含む）。インドは2012年までに容量を
1.7GWにすることをターゲットにしている57。ブラ
ジルには製糖工場に4.8GW以上のバイオマス熱電
併給設備があり、2009年には14TWh以上の電力が
発電された。このうちおよそ6TWhが余剰電力とな
り、送電線へ送られた58。

バイオガスの発電への利用も同様に始まっており、
2008年の発電量は7%増加したと見込まれる59。バイ
オガス発電は主にOECD諸国で行われており、2008
年には約30TWhがOECDで発電された60。一方、多
くの発展途上国でもバイオガスによる発電を行っ

ており、タイでは設備容量をほぼ倍増させて2009
年に51MWに達した。また、マレーシアでもバイ
オガス発電が飛躍的に拡大している61。

ドイツのバイオガス発電量は2007年に米国を上回
り、2009年の発電量も引き続き最大であった。ま
た液体バイオマスによる発電量も世界最大で2007
年の供給量は2.9TWhであった62。ドイツのバイオ
ガス設備数は2009年に570増えておよそ4700とな
り、関連する容量は280MW増えて1.7GWとなった。
ドイツ国内の発電量の合計は9～12TWhと推計さ
れる63。直近で一番データの揃っている2008年では、
米国のバイオガスによる発電量は約7TWh、その後
に英国が6TWh、イタリアが2TWhと続く64。

太陽光発電（PV）
太陽光発電（PV）は100カ国以上で発電され、世
界の発電技術の中でも最も勢い良く伸びており、
その傾向は続いている。2004年から2009年にかけ、
系統連系型太陽光発電容量年間の平均成長率は
60％であった65。2009年に系統連系型発電容量は
53%増で約7G導入され、太陽光発電の既存容量は
およそ21GW（うち独立型の新規分は3～4GW）に
達した（図7、表R3を参照）66。これは一年間で導
入される太陽光発電容量としては過去最大であり、
2008年に比べてスペイン市場が急落したにも関わ
らず達成された。EUでは、2009年に導入された全
ての電力容量のうち、太陽光発電がおよそ16%を占
めた67。

世界での太陽光発電の累積設置数は、今では2004
年末と比べ6倍近くとなっており、今後4、5年でさ
らに増加すると分析されている68。薄膜型太陽電池
が世界市場におけるシェアを伸ばしており、2008
年から2009年にかけ、セルにおいては14%から
19％、モジュールにおいては16％から22％増加し
た69。

ドイツは再び太陽光発電（PV）導入の主導権を握
り、スペインの穴を埋める以上の容量、3.8GWを導
入した。これは、世界市場の約54％に相当し、前
年の記録であったスペインの導入量2.4GWをはる
かに上回った。その結果、2009年末にはドイツの
容量は9.8GWとなり、世界の既存の太陽光発電容量
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の中で、47％を占めるに至った70（図8参照）。ドイ
ツが太陽光発電（PV）を後押しし、コストを引き
下げるなどの主要な役割を担う一方、他国が太陽
光発電（PV）の需要を増大させ、産業界の単一市
場への依存を減らせば、ドイツの重要性は低下す
るであろう71。

スペインは2008年に新記録を達成したが、その後
太陽光発電市場は急落し、2009年の導入量は約
70MWであった。これは、スペインの太陽光発電
の目標値が超えた後、助成金が制限されたためで
ある72。しかし、EUにおいて明るい点が他にもあり、

イタリアが大差ではあるがドイ
ツの後に続き2位となり、2008
年の2倍となる710MWを導入
した。これは、高い固定価格
およびイタリアの良好な気候
によるもので、このような急
成長は継続されると予想され
る73。日本は485MWを導入し
て3位に浮上し、再び影響力を
持つようになった。これは家
庭用太陽光発電システムを対
象とした助成金が再適用され、
同システム限定の余剰買取制
度が導入されたためである74。

米国の2009年の太陽光発電の導入量は、独立
型の40MWを含めると470MWとなり、累積
容量は目標の1GW以上を達成した。カリフォ
ルニア州が全体の半分を占め、ニュージャー
ジー州の導入量が57MWで後に続いた。また、
他の数州でも、今後の年間導入量は目標の
50MWを超えると予想される75。家庭用の設
置は156MWで、2008年の2倍となった背景に
は、連邦政府による投資税額控除の2000ドル
の上限が廃止され、さらには2008年比で設置
費用が10%下がったことなどがあげられる76。

他にも勢いのある市場として、チェコ共和国
があげられる。高い固定価格のおかげで、累
積容量は2008年比で9倍の411MWに達した。
ただし、固定価格の設定がこのまま高い可能
性は低い77。チェコ共和国が、一人当たりの
太陽光発電導入量でもドイツを除くと最大と

なった78。ベルギー（292MW）、フランス（185MW
プラス年末までに100MWの独立型を導入）そして
中国（160MW）が、これに続いた79。

世界中で、大型太陽光発電所（200キロワット以上）
へとの流れは続き、大型発電所数は前年の約2450
から2009年には3200超になった。これらの設備容
量の合計は、2007年の5倍以上の5.8GWとなり、
2009年末までに世界の太陽光発電の既存容量のう
ち、4分の1以上を占めた。大型発電所の大半はス
ペイン、ドイツ、米国で稼働している一方、アジ
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アや他の地域でも次々と設置されている80。フィリ
ピンのカガヤンデオロ市にある950kWのシステム
は、発展途上国の中でも最大規模と言われている81。
そして、ルワンダのキガリ郊外にある250kWのシ
ステムは、サハラ以南のアフリカでは最大の系統
連系型太陽光発電システムである82。中東では、サ
ウジアラビアのキング・アブドラ科学技術大学の屋
上に、同国初で最大の太陽光発電（PV）システム

（2MW）が2010年5月に設置された83。

太陽光発電（PV）プロジェクトの平均規模が増加
しているのと同時に、途上国を中心として、非常
に小型の独立型システムへの関心も増えている。
これらのシステムは世界市場の約5％を占めるにす
ぎないが、売り上げおよび容量の合計は1980年始
めから着実に増加してきている84。アフリカ、アジ
ア、ラテンアメリカでは近代エネルギーが渇望さ
れており、小規模系統や独立型システムによる太
陽光発電（PV）利用が普及している。そしてそれは、
多くの場合すでに化石燃料と同等の価格となって
いる85（5章の農村地域の自然エネルギーを参照）。
数百メガワットの独立型太陽光発電が、毎年先進
国と途上国の双方で導入されている86。

地熱発電
地熱エネルギーは直接熱利用（熱利用と冷房市場
の項を参照）と電気の供給の2種類に分けられる。
2004年以来、インドネシア、アイスランド、ニュー
ジーランド、米国、トルコにおいて電力容量が大
幅に導入されている。中でもトルコとアイスラン
ドの成長率は200％を超え、2004年以降の世界の導
入量は1.8GWとなった87。2009年には、米国で6つ
の発電所が新たに稼働し、国内の容量はおよそ
181MW、6％増えた。インドネシア（137MW）、
トルコ（47MW）、イタリア（40MW）が後に続き、
導入量の合計は405MW以上となった88。これは
2008年の導入量の456MWには満たないが、315W
であった2007年の市場を大きく上回る89。さらに、
米国のルイジアナ州とミシシッピ州では、2件のプ
ロジェクトが開始され、油井とガス井から産出さ
れる温水を利用して地熱発電を行う90。

2009年末までに、地熱発電所は24カ国で稼働し、
容量の合計は約10.7GW、年間で67TWh以上を発電

している91。容量のほぼ88％が、米国（3150MW）、
フィリピン（2030MW）、インドネシア（1200MW）、
メキシコ（960MW）、イタリア（840MW）、ニュー
ジーランド（630MW）、アイスランド（580MW、
一人当たりでは他国を凌いでいる）の7カ国に集中
している92。電力に占める地熱発電量はアイスラン
ドが約25％、フィリピンが18%である93。

地熱発電市場が拡大を続け、また技術の進歩によっ
て新たな国でも地熱発電プロジェクトの開発がで
きるようになったため、地熱発電設備の大幅な導
入が期待されている94。2010年始めには、米国15州
で200件近くのプロジェクトが進行中であり、新規
の導入量は7.8GW以上になると見込まれる。また、
世界中でもプロジェクトが進行中で、さらなる発
展が見込まれる95。2010年5月の時点で、プロジェ
クトを進めている国は70カ国にものぼる96。2010年
始めには運転中の地熱発電所を持たないEUと米国
を合わせた11カ国以上で、2015年までに導入する
ことが予定されており、その結果、世界での容量
は18.5GWに達する見込みである97。他にもケニア
にあるアフリカ大地溝帯、エリトリア、エチオピア、
タンザニア、ウガンダにおいてプロジェクトが計
画中または進行中であり、地熱エネルギー協会に
よると、アフリカの11 ヵ国が地熱発電に取り組ん
でいる98。

集光型太陽熱発電
1990年代初期に市場は停滞したが、その後2005年
から商業規模の集光型太陽熱発電（CSP）プラン
トへの新規投資が再開された。世界の容量は、米
国とスペインに全て集中しているが、2005年から
2009年末までに354MW（全てが米国カリフォルニ
ア州）から70％以上増の約610MWとなり、2010年
3月には2倍近くの662MWとなった。2010年始めま
では、米国が全設備容量の65％を占めていたが、
過去数年の成長の大半はスペイン市場に後押しさ
れている。2009年3月から2010年3月までのスペイ
ンの新規導入量は220MWで、合計231MWの設備
が稼働中となった。他方、米国市場は7MW伸びた
に過ぎず、総容量は431MWであった99。

しかしながら劇的な変化が、すなわち米国が再び
世界市場を主導することが予測される。米国で少
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なくとも2つの新規施設が2010年に操業される予定
で、容量は合わせて200MW以上となる。さらに
8GW以上の新規設備が6州において導入され、その
ほとんどが2014年までに稼働の予定である100。世界
全体では、2010年始めには更に2.4GWの設備が建
設中または契約を結んでいる。この追加容量のほ
とんどがスペインによるものである101。

CSPはまた、新しい市場への参入を始めている。小
規模プラントの設立と研究に関するプロジェクト
がフランス、ドイツ、EU各国で現在進行中であり、
イタリアでは2012年までに200MWの設備が稼働す
る予定である102。アラブ首長国連邦のアブダビでは
100MWの商業用プラントが計画され、また、地中
海ソーラープランに関連したプラントが、アルジェ
リア、エジプト、モロッコで建設中である（全て
が20MWのパラボリック・トラフ式CSPと天然ガス
発電を組み合わせたとコンバインドサイクル発電
所）103。2009年後半には北アフリカで、2020年まで
に約1GWの容量の融資と関連の送電インフラの整
備を支援することが承認され、また、モロッコ政
府は2020年までに2GWのCSPを建設することを発
表した104。2010年始めには、中国は2020年までに少
なくとも2GWを建設する旨の契約に署名し、2010
年にまずは最初の92MWを導入する105。

稼働中のCSPプラントの主力はパラボラ・トラフ
技術であるが、2009年には2基のタワー式プラント
が稼働した。1基目はスペインの20MWプラントで、
既存の11MWプラントに対する増設となり、もう1
基はカリフォルニア州の5MWプラントである。
2010年始めにはアリゾナで1.5MWのディッシュ式
プラントも稼働し始めた。建設中または契約中の
容量のほぼ半分に、フレネル式、ディッシュ式、
タワー式技術のいずれかが利用されるであろう。
蓄熱技術もまた進化を遂げている。スペインのト
ラフ式プラントAndasol-IとAndasol-IIの双方が
2009年に稼働しはじめた。この発電所は7時間の蓄
熱ができるため、日没後も発電し続ける事ができ
る。Abengoa Solar社の蓄熱の試験施設も操業中で
ある106。

海洋エネルギー
海洋エネルギーは、この報告書で取り上げられる

自然エネルギー技術の中では最も開発が遅れてい
るが、様々な見込みのある技術として関心は高まっ
ている。発電のための潮力技術には波力、潮力（堰
止め、タービン）、海洋温度差発電（OTEC）シス
テムが含まれる。ただし、商業用OTECプラント
は現在稼働していない。

La Ranceの240MW潮力発電所は、フランス沖で
1966年に稼働し始めたが、その後の海洋エネルギー
の開発は、数10年間ほとんど行われなかった。今
日では、アイルランド沖からオーストラリア沖ま
で、一握りの近代的な商業用プロジェクトで発電
が行われている他は、多くのプロジェクトが開発
中、または契約段階である。およそ6MWのプロジェ
クトがEU海域（デンマーク、イタリア、オランダ、
ノルウェー、スペイン、英国の沖合）において操
業中または試験運転中で、他にも、カナダ、インド、
日本、韓国、米国等の沖合にもプロジェクトが存
在する107。25カ国以上が海洋エネルギーの開発に参
加している108。

2008年にポルトガル海域に設置された2.5MWの商
業用波力プラントでは、2020年までに総容量を
250MWに拡大する計画である。この地域は、海洋
エネルギーを将来にわたって開発し、ライセンス
供与を進めるために確保されていた109。2009年には、
韓国が1MWの潮流プラントを完成させ、260MW
の潮力プラントの建設を開始した110。EUは少なく
とも0.4MWの海洋エネルギーによる発電能力を導
入した111。英国は近年波力発電容量0.5MW以上、潮
力発電容量1.5MW、さらには1.2MWの潮力プラン
トを有してリードしている。この潮力プラントで
は、世界初の商業規模の潮力発電用タービンによ
り発電され、系統へ接続、英国の家庭約1000世帯
に供給される112。2009年末までに、英国海域では
58MWの商業用規模のプロジェクトが開発中で、
そのうちの27MWが建築許可を得ている113。

水力発電
水力発電は2008年の世界の発電量の15％を供給し
ている114。2008年の導入量はおよそ31GW、2009年
の導入量も31GWと見積もられる。この発電能力の
導入量は、風力に次いで2番目である115。世界の水
力発電容量は、2009年末までにおよそ980GWに達
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し、そのうち小水力が60GWを占める116。

中国は最も成長しており、2004年から2009年の5年
間で2倍近く水力発電容量を増加させている。2009
年には23GWを導入し、その年末には197GWに達し
た117。2009年末までの米国の水力発電容量は約81GW
で、そのうち小水力発電容量が10GW、揚水式発電
量容量が19GWである118。ブラジルの2010年始めま
での容量は約76GWである119。カナダの2008年末時
点での水力発電容量は74GW以上で、 2010年始めに
は、4GWの新規導入設備が建設中であった120。

2009年にEUでは、従来型プロジェクトによる商業
運転がノルウェー（270MW）、英国（100MW）、
そしてスロヴェニア（43MW）で開始され、オー
ストリアでも揚水発電容量525MWが新規に導入さ
れた121。エチオピアにある300MWのTekezeダムは
アフリカ最大のアーチ式コンクリートダムであり

（中国の三峡ダムよりも高い）、2009年に運転が開
始された122。他にも、大小両規模の水力発電に関す
る開発が、多くの発展途上国で引き続き行われて
いる123。電気のない地方においては、小水力発電が、
ディーゼル発電または他の小規模発電プラントに
かわり、自治体や半自治区で使用されることが多
い。

2011年に向けて、水力発電能力の大幅な増加が見
込まれており、水力発電の新規開発がブラジル、
中国、インド、マレーシア、ロシア、トルコ、ベ
トナムに集中してみられる124。インドは130MW近
くの水力発電設備を2009年に導入し、小水力容量
の合計は2.5GWを超え、インド国内の水力発電容量
の総量は2010年始めまでに37GWに達した125。ブラ
ジルでも市場は大きく伸びており、8.8GWの設備が
建設中である。新しい生産能力のほとんどが大規
模なプロジェクトによりもたらされる予定だが、
小規模のプロジェクトの急激な増加も期待されて
いる126。

水力発電は先進国でも伸びると期待されている。
米国では、望ましい政策の結果、10GWの新規設備
を導入することが提案されている。さらに、報道
によれば、産業界はここ数年のうちに、再開発と
新しい技術によって60GWの容量を導入する計画と

のことである127。同様にカナダにおいても支援策が
成長を後押ししている128。EUでも多くの電力会社
が、既存の施設を改良し、また揚水発電施設を建
設中である129。世界規模では、15件以上の揚水発電
プロジェクトが9 ヵ国において建築中であり、
8.8GWの新規容量が追加される予定である130。イン
ドは2012年までに生産能力400MWの揚水発電設備
を稼働させる予定であり、また、南アフリカのエ
スコム社（Eskom）は1350MWの揚水発電施設を
建設しており、2013年までに稼働予定である131。

【熱利用及び冷房市場】
現在、バイオマス、太陽、地熱エネルギーによって、
温水や暖房が世界の数千万もの建物で供給されて
いる。太陽熱温水器だけでも世界の7000万世帯で
利用されており、中でも中国に占める割合は高く、
多くは学校、病院、政府機関や商業ビルで利用さ
れている132。更に、産業で熱を処理するためにも自
然エネルギー由来の熱を利用する傾向にある。バ
イオマスと地熱は、産業・家庭・農業用に熱を供
給しており、また、太陽エネルギーの冷却利用へ
の関心も増えている。

バイオマス熱利用
世界全体では、自然エネルギー由来の熱利用の多
くはバイオマスによって供給されている。固形、
液状、ガス状のバイオマスを燃焼させることによっ
て熱が供給され、その用途は調理から温水、室内
の暖房と多岐にわたる。個々の家庭用規模の装置
から熱電併給プラント（CHP）を含む巨大な地域
暖房システムなどにより供給されている。

バイオマス熱利用の市場はEUで順調に伸びてお
り、熱エネルギーの需要量が大きいオーストリア、
フィンランド、ドイツ、オランダ、スウェーデン
において特に顕著である。市場の拡大は、主に化
石燃料の価格や安定供給に対する懸念によって引
き起こされている133。スウェーデン、フィンランド、
デンマークがEUのバイオマス熱利用の市場をリー
ドしており、この3カ国によってEUで販売される
全てのバイオマス熱利用量の2/3以上が供給されて
いる134。なかでもスウェーデンでは、バイオマスが
地域暖房の主要なエネルギー源であり、また発電
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や輸送用にも利用されている。2009年に同国のバ
イオマス由来のエネルギー生産量は石油を資源と
したエネルギー生産量を初めて超え、その比率は
32%対31%となった135。

家庭での熱利用は、それが小型の設備による供給か、
地域暖房であるかに関わらず、その大部分がEUで
販売される固形バイオマスを資源としている136。更
に、バイオマスの地域暖房とCHPへの利用が、EU

で販売されるバイオマス熱利用量の67%を供
給している137。CHPはオーストリア、チェコ
共和国、フランス、ドイツ、ラトビア、ス
ウェーデンなどの国々で増加しており、デ
ンマークでは、バイオマスCHPによって、
約10％の電力とかなりの割合の熱量が供給
された138。

バイオマスペレットは、燃料として徐々に一
般的になっており、2008年にはEUで約750万
トン（2005年比25％増）が消費された139。ペ
レットは、ベルギーとオランダでは主に発電
用に利用されており、スウェーデンとデン
マークでは主にCHP用に燃焼され、また他の
国では家庭用と商業用建物の暖房に広く利用
されている。イタリア、ドイツ、フランスで
は、ペレット使用による熱供給の年間成長率
が著しく（20 ～ 27％）、合わせてペレットを
燃焼させる熱利用装置の売り上げも急速に増
加している140。EU以外でも、家庭での木材
による熱利用は普及しつつあり、米国では約
80万世帯が主要な熱源として木材を利用して
いる141。

発展途上国では、米やココナッツの皮のよう
な農業廃棄物から小規模な電力と熱を供給す
るのが一般的になっている142。バガス（サト
ウキビの搾りかす）の電力と熱への利用は、
アルゼンチン、オーストラリア、ブラジル、
中国、コロンビア、キューバ、グアテマラ、
インド、ケニア、モーリシャス、フィリピン、
タンザニア、タイ、ウガンダなどの大規模な
砂糖産業がある国にとっては、重要なものと
なっている143。

太陽熱の熱利用と冷房
太陽熱温水器の技術は普及しつつあり、数カ国で
の給湯に役立っている。中国、ドイツ、トルコ、
ブラジル、インドが2008年の（太陽熱温水器／暖
房設備の）導入設備容量において市場を牽引して
おり、中国、トルコ、ドイツ、日本、ギリシャが
同年末までの総設備容量でリードしている144（図9、
図10と表R5参照）。
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2009年、世界における既存の太陽熱温水器／暖房
設備の容量は約21％増えておよそ180ギガワット熱

（GWth）に達した（非ガラス式の温水プールでの
利用は含まない）145。中国単独での導入量は
29GWth以上、およそ約4200万㎡であり、これは
2008年の新規導入量と比較し34%の増加、世界市場
の80%以上に相当する。中国の需要は、中央政府の

「家電下郷」政策による部分が大きく、新規容量の
58％はこの政策がもとになっている146。

全体の新規導入量から中国分を除いた中で大部分
を占めるのがEUであり、2009年におよそ2.9GWth

（約400万㎡）であった。EU市場は2008年までは毎
年伸びていたが、2009年には12%落ち込んだ147。ド
イツの新規設置容量は2008年が記録的な年だった
のに対し、2009年はやや減少し約1.1GWth（160万
㎡）であった。この結果、国内の全容量は約
9GWth（1260万㎡）となり、年間の太陽熱による
熱供給量は14%増の4.7ギガワット時（GWh）となっ
た148。市場はフランス、ギリシャ、イタリア、スペ
インでも経済危機のために2008年より落ち込んだ
が、小規模な市場が2009年に急速に成長した。ド
イツの新規設置量は引き続きEUで最大ではある
が、他国が新規設備の導入に力を注ぎ、支援策が
ますます多くの国で適用され、それが主要因となっ
て新たな市場が出現するにつれ、その重要性は低
下している149。

トルコの太陽熱市場は、政府の支援策の欠如や、
太陽熱システムへのVAT税、新たな
天然ガスのパイプラインの導入等の
理由によって縮小していることが明
らかになりつつある150。その一方で、
トルコの遠隔地での太陽熱の利用は、
政府のローンの金利がゼロであるこ
とから急速に伸びている151。インドで
は、毎年約2万台の太陽熱温水器が設
置されている152。ブラジルの容量は
2009年 に14%増 加 し、 既 存 容 量 は
3.7GWth（520万㎡）となった153。米
国の太陽熱温水器市場（非ガラス式の
温水プールでの利用を除く）は、現時
点では比較的小さいが、特にカルフォ
ルニア州では勢いづいており、2009

年には10%増の約2.1GWthとなった154。アフリカで
も関心が高まっており、とりわけエチオピア、ケ
ニア、南アフリカ、チュニジア、ジンバブエで市
場が拡大している155。

１人当りをベースにすると、キプロスが2008年末時
点では引き続き世界の太陽熱利用におけるリーダー
であり、住民1000人あたりの容量は527キロワット
熱（kWth）であった。次に多いのはイスラエル

（371kWth）で、80％以上の世帯が太陽熱で給湯し
ている156。2008年に住民1000人当たりの容量が
285kWthであったオーストリアは、引き続きヨー
ロッパ大陸を牽引している157。中東および北アフリ
カ地域で、新規設置容量が最も多いのはパレスチナ
である。太陽熱温水器は新築の建物に通常設置され
るため、全世帯の約68％が太陽熱温水器を利用して
いる158。

太陽熱による暖房への利用もまた普及しつつある。
EUでは、1年間に設置される太陽熱コレクターの面
積の半分以上が給湯と暖房の兼用である。集合住宅、
ホテル、地域暖房用などのより大規模なシステムが
注目されているが、その最大のシステムはデンマー
クにあり、容量は12.5メガワット熱（MWth）、（1万
8000㎡）である159。反対に中国では、給湯と暖房の
兼用システムは全体の5%に満たない160。

今日に至るまで、太陽熱利用による冷房の市場は
小規模に留まっている。しかしながら、特にEUで
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は急速に市場が成長しており、過去5年間毎年需要
は50%～100%も伸びている。2008年末までに、世
界ではおよそ450～500のシステムが稼働している
が、そのほとんどがEUにある161。ここ数年では小
型システムの販売が特にスペインと他の南欧諸国
で伸びている。概してこうしたシステムに関する
データは限られたものとなっている162。

地熱直接利用
地熱エネルギーの直接利用は、地熱発電よりも急速
に伸び続けており、その年間平均成長率は2005年以
降12%を超えている。世界の容量は2009年末に約
51GWthに達した163。熱供給量は2005年以来毎年平
均で10%弱増加し、2009年には122GWhとなった＊。
地中熱ヒートポンプの容量は35GWthで世界の容量
の70%を占め、2009年の直接利用のほほ半分を占め
る。地熱直接利用は、風呂や水泳への利用が25%、
暖房への利用（主に地域暖房）が14%、他には温室、
工業目的、養殖池の温度調節、農作物の乾燥、融雪、
冷房などに利用される164。

地熱エネルギーを直接利用する国は2000年に58カ
国、2005年に72カ国であったが、2010年始めには
少なくとも78カ国に及んでいる。新規設置容量で
は、米国が13GWth弱で世界最大であり、次に中国

（9GWth）、 ス ウ ェ ー デ ン（4.5GWth）、 ド イ ツ
（4.2GWth、内訳はヒートポンプが4.1GWth、地域
や建物の暖房のための深層地熱利用が0.1GWth）、
ノルウェー（3.3GWth）が続く165。この上位5カ国
で世界の容量の60%を占める。米国ではヒートポン
プの割合が高いため、年間の実際のエネルギー生
産量は中国が21TWhとリードし、米国（16TWh）、
スウェーデン（13TWh）、トルコ（10TWh）、日本

（7TWh）がこれに続く。しかしながら、年間の一
人当たりの地熱エネルギー使用量の平均を考慮す
ると、アイスランド、スウェーデン、ノルウェー、
ニュージーランド、スイスが上位となる166。アイス
ランドの暖房は、約90%が地熱源から供給されてい
る167。

設置されたヒートポンプの容量は、2005年以降2倍
以上になっており、導入している国も2005年の33
カ国から2009年に43カ国へと増えている※。そのほ
とんどは米国、中国、EUで設置されている168。英国、
オランダ、韓国、ノルウェー、アイルランドでは、
2005年以降、直接利用による地熱の設置容量は大
幅に伸びており、新規に設置された機器の全てが
ヒートポンプである169。

【輸送用燃料の市場】
輸送用のバイオ燃料には、主にトウモロコシやサ
トウキビから精製されるエタノールと植物油から
精製されるバイオディーゼルが含まれる。トウモ
ロコシは世界のエタノール生産の半分以上、サト
ウキビは1/3以上を占める。現在に至るまで、世界
で生産されるほとんどが第一世代のバイオ燃料で
ある†。バイオガスもスウェーデンを始めとする地
域で非常に限定的ではあるが輸送用に利用され、
電車、バス、その他の車用の燃料となっている170。

バイオ燃料の輸送への利用は、いくつかの国にお
いては小規模ではあるが拡大している。一方、ブ
ラジルではその伸びは目覚ましく、輸送用ガソリ
ンの半分がサトウキビから精製されたエタノール
に代替されている171。米国はバイオ燃料の世界最大
の生産国となっており、次にブラジル、EUが続い
ている‡172。そして、生産量は引き続き増加してい
るにもかかわらず、エタノールとバイオディーゼ
ルの増加率は2009年に減速した。

エタノール
2009年、エタノール燃料の生産量は前年比10%増の
約760億リットルに達した173（図11と表R6参照）。米
国とブラジルで2009年の世界のエタノール生産の
88%を占める。最も生産が拡大したのは米国であり、
他にはカナダ、ドイツ、フランスでも大幅に伸びた
が、ブラジルでは生産が落ち込んだ。ベルギー（230%
増）、英国（160%増）でも生産は拡大したが、生産

＊容量に対する熱供給量はヒートポンプ（比較的容量は少ない）の割合が上がるにつれて減少している。これはヒートポンプが他の仕様より通常稼働時間が短いためである。熱利
　用の成績係数は 3.5 である。
※この増加は統計に関する報告が改善されたためとも考えられる。
†バイオ燃料の環境上の、または社会的コストや他のコストは温室効果ガスのライフサイクルも含め、セーフガードがないと高くなる可能性がある。さらに、原料、土地利用の変
　化、精製処理などの要因によっても変化する。一般的には、トウモロコシから作られるエタノールの方が、サトウキビ原産のものよりも環境に与える影響が大きい。より詳細な
　情報やバイオ燃料の生産と利用に関する持続可能性を高める動きに関しては、補足 7を参照のこと。
‡バイオ燃料（バイオエネルギー）の原料の生産と燃料そのものとは異なる。国によっては、大量のバイオ燃料を生産するが、原料は他国から輸入する場合もある。
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量は（それぞれ1億2000万リットルと1億1000万リッ
トル）比較的少量に留まっている。その他、相当の
量のエタノール燃料を生産している国としては、
オーストラリア、ベルギー、中国、コロンビア、イ
ンド、スペイン、タイなどがある174。

米国のエタノール燃料市場は2008年に大きく冷え
込んだ後、翌年の生産量は16％も上昇し、410億リッ
トルに達した。これは全世界のエタノール生産量
のおよそ54％を占めている175。ある試算によれば、
ガソリンに精製される輸入原油3億6000万バレル以
上が米国産エタノール（原料は主にトウモロコシ）
によって置き換えられた176。

数年にわたる砂糖価格の高騰は主要な生産地域の
悪天候を伴って、ブラジルのエタノール生産量の
低下の原因となり、2008年の271億リットルから
2009年の263億リットルへと減少した177。ブラジル
で生産されるエタノールの原料のほとんどがサト
ウキビであり、トウモロコシはわずかである。ブ
ラジルの全てのガソリンスタンドで、純粋なエタ
ノールとガソホール（エタノール25％とガソリン
75％の混合燃料）の両方が販売されている。フレッ
クス燃料車は純粋エタノール、ガソリン、あるい
はその混合燃料を使用することができ、ガソリン
スタンドでの価格によって燃料を選ぶことができ
る。この自動車は、ドライバーに広く受け入れら
れているため、ブラジル国内の新車販売の95％を
占める178。

ここ数年では、世界でエタノール燃料の貿易が活発
になっており、最大の輸出国はブラジルであった。
しかしながらブラジル産エタノールの輸出は2009年
に約31%も落ち込んだ179。主に全体の需要が、世界
の経済危機を契機として減少したためである180。

バイオディーゼル
2009年にはバイオディーゼルの生産量は9％増加
し、世界全体では166億リットルとなった。これは
5年間（2004年末から2009年まで）の平均成長率
51%と比較できる。バイオディーゼルの生産はエタ
ノールより分散されており、上位10カ国でも2009
年の全生産量の77%をわずかに下回る181。

EUは引き続き世界のバイオディーゼル生産の中心
であり、2009年の全生産量の約半分を占めた。EU
で消費されるバイオ燃料のほとんどは未だバイオ
ディーゼルである。しかしながら、EUにおけるバ
イオディーセルの伸びは、ここ数年かなり減速し
ている。2009年の生産は6%弱増加したすぎず、
2005年の成長率65%、2006年の54%よりも下回って
いる。2008年から2009年の間には、既存の生産工
場の少なくとも半分が稼働しないままとなってい
た182。

フランスはこの傾向に対抗して2009年に34%増産
し、ドイツを凌いでEU及び世界の1位となった。
フランスの生産量は26億リットル以上となり、世
界のバイオディーゼルの16%を占めた。一方ドイツ
の生産量は19%減少し26億リットルを下回った183。
バイオディーゼル生産量の上位国である米国、イ
タリア、ベルギーでも生産が落ち込んだ。これと
は反対に、割合で言えばアルゼンチン、オースト
リア、コロンビア、インドネシア、スペイン、英
国で急速に伸び、成長率は50%以上であった。イン
ドは2009年には順位は16位であったが、生産量は
100倍の1億3000万リットル以上に達した。その他、
バイオディーゼル生産国の上位15カ国の中にはブ
ラジル、中国、マレーシア、タイが入る184。
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第２章. 投資フロー

2009年の自然エネルギー容量（大型水力を除く）
への投資総額は約1500億ドルであり＊、前年の1300
億ドルからの増加となる†（図12参照）。ただし、
2009年の大規模な自然エネルギーへの新規投資は、
世界の主要経済国の“緑の刺激策”による取組み
やEU、アジア、南アメリカの開発銀行からの投資
の増加にもかかわらず、前年比で6%下落した（補
足1参照）。世界全体でみると、大規模の自然エネ
ルギーの新規開発への投資額（バイオ燃料精製所
を含むが大型水力は除く）は、2008年には1080億
ドルであったのに対し、2009年には1010億ドルで
あった。一方、2009年、屋上太陽光発電や太陽熱
温水器のような小規模のプロジェクトには、世界
中でおよそ500億ドルが投じられた‡。また、大型
水力には400-450億ドルが投資された。

さまざまな種類の投資が活発に行われている。自
然エネルギー関連企業は太陽光発電モジュール、
風力タービン、その他の発電装置を製造するため
に工場や設備に何十億ドルも投資した。ベンチャー
キャピタルやプライベートエクイティによるク
リーンエネルギー企業への投資は、2008年の95億
ドルから減少し、総額45億ドルとなった。一方、
株式市場によるクリーンエネルギー企業への投資
は、118億ドルから128億ドルに増加した。2009年

の官民双方のクリーンエネルギー技術研究、開発、
設置は、2009年には前年比から４億ドル（2%）増
加の246億ドルであったと見積もられるが、その大
部分（168億ドル、68%）は省エネルギー技術に関
するものであった。

補足1. “緑の刺激”策

2008年秋の世界金融危機のクライマックス以
降、世界の主要政府は“緑の刺激”政策を、経
済回復を支援するための主要な手段の一つにし
てきた。緑の刺激資金のうち約1880億ドルが、
自然エネルギーと省エネに割り当てられた。そ
のうち、2009年末の時点で実際に使われたのは
わずか9%にすぎない。この遅れは、行政手続き
を通すために時間がかかることを反映してお
り、また行政手続きの中にはプログラムが公表
されてから初めて開始されるものもある。ク
リーンエネルギー刺激策の大部分が、2010年と
2011年に導入されると予想される。
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＊ この章の数字は、民間の銀行と開発援助機関からの
投資データを除くと、Bloomberg New Energy Finance 
(BNEF) の机上のデータベースをもとにし、かつ、金融
取引も反映している。取引価格が公開されない場合は、
BNEF が比較可能な取引に基づいて見積もり価格を推定
する。以下の自然エネルギーに関するプロジェクトが含
まれる。1MW以上のバイオマス（発電と熱）、地熱、風力、
0.5MW～ 50MWの水力、0.3MW以上の太陽光と熱、海
洋エネルギー、年間生産量が 100 リットル以上の容量の
バイオ燃料プロジェクト。
† 特別に記載がない限り、この報告書におけるドルとセ
ントは米国ドルの単位を示す。
‡ ここで記述されている小規模プロジェクトの投資額は
Bloomberg New Energy Finance の報告にある 180 億ド
ルより多額であるが、これには２つの理由がある。(1) 本
報告書では太陽熱温水器に対する世界全体の投資額（130
億ドル）を含めているが、BNEF は含めていない。(2)
本報告書は分散型の系統連系型太陽光発電（大規模発電
ではなない）の発電所コストの収支もここに含めてお
り、2005 年報告書以来この手法を採用している。一方、
BNEF は太陽光モジュールの価格のみを対象としている。
（近年では分散型太陽光発電の導入コストは約ワットあた
り 7ドルと推計されるが、2009 年はおそらくワットあた
り 6ドルになると予想される。）
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ドイツと中国は2009年の投資における1位と2位を
占めており、それぞれの小水力を含む自然エネル
ギー新規容量への投資額は約250～300億ドルで
あった。米国が世界第３位で投資額は150億ドルを
上回った。イタリアとスペインがそれに続き、そ
れぞれ約40～50億ドルの投資額であった。

2009年の大規模な資産（発電所とバイオ燃料の精
製所）への投資の詳細をみると、風力発電部門が
引き続き文句なしの世界トップで、世界の総額の
62%を占めている。風力発電施設に対する2009年の
投資総額は、前年の555億ドルより伸び、627億ド
ルへと成長した。こうした伸びのほとんどは、中
国における急速な容量の拡大、ラテンアメリカで
の風力発電への投資の増加、英国でのわずかでは
あるものの、公共事業に後押しされた大規模な洋
上風力の取引のためといえる。しかしながら、風
力発電部門の大幅な伸びは、太陽光発電施設への
投資が2009年に171億ドルへと56億ドル下落したこ
とと、バイオ燃料への出資が2008年の154億ドルか
ら56億ドル大幅に下落したことにより相殺された。

2009年の太陽光発電の投資が少ないことにはいく
つかの理由がある。一つは太陽光発電モジュール
の価格が約50%下落したために、太陽光発電モ
ジュールのバリューチェーン全体の価値が低下し、
結果として投資総額の下落をもたらしたことにあ
る。2009年に太陽光発電を阻んだ他の要因は、ス
ペイン政府が2008年9月以前の買い取り価格による
急成長の後、太陽光発電のプロジェクト開発に上
限を設けたこと、EUと米国における大規模のプロ
ジェクトへのデットファイナンスが不足したこと
にある（それはウインドファームにも影響を及ぼ
した）。なお、ドイツを含めた国々では固定価格買
取制度（FIT）による支援の削減に懸念が示された
ものの、それは開発業者を引き止めるどころか後
押しすることになった。実際に、ドイツでは2009
年の終わりに、小規模の太陽光発電プロジェクト
の建設が劇的に急成長した。

米国でのエタノールの供給過剰は、2009年のバイ
オ燃料部門への投資を引き続き抑制した。バイオ
燃料は2007年には世界のアセットファイナンスの
22%を集め、投資総額は196億ドルであった。その

後バイオ燃料部門の2008年の投資は154億ドルへと
落ち込み、2009年は全世界のプロジェクトに対す
る投資のわずか5%相当の56億ドルになった。しか
しながら、事態はすぐに好転する可能性がある。
ブラジルと米国はどちらもバイオ燃料の野心的な
目標を引き続き達成しようとしており、ブラジル
の州所有の石油会社であるPetrobrasはエタノール
部門に進出し、また、2008年と2009年に倒産して
競売で買われた米国の工場は徐々に稼働を再開し
つつある。

バイオ燃料部門は、資産投資（asset investment）
の減少により、2009年の自然エネルギー部門のう
ち第4位に後退した。風力と太陽光につづいて３位
に浮上したのはバイオマス（廃棄物発電を含む）で、
投資額は2008年の90億ドルから104億ドルに増加し
た。

小規模の部門の中では、小水力は2008年の開発ラッ
シュ時と比較するとより動きの少ない一年となっ
た185。小水力への資産投資は、プロジェクトの資金
を調達するのに伴う困難さや費用を反映し、2008
年の41億ドルから2009年は38億ドルに低下した。
しかしながら、アルバニア、オーストリア、ブラ
ジル、トルコといった国々では、プロジェクトに
よっては2億ドル以上の融資を受けた。

地熱は、米国、アイスランド、インドネシアのよ
うな場所に地理的に集中していること、先行資本
コストのメガワットあたりの平均が高額であるこ
とを反映して、小水力に比べて銀行の貸し渋りに
さらされた。世界全体で地熱の資産投資は17億ド
ルから10億ドルへとおおよそ3分の1下落した。

海洋エネルギーは自然エネルギー発電部門で最も
開発が遅れている。波力や潮力装置を開発してい
る多数の設立間もない会社にとっては、資産投資
はベンチャーキャピタル支援と比べると、未だそ
れほど重要ではない。それにも関らず、海洋エネ
ルギーのアセットファイナンスは、未だ試験的な
実証プラントを原資としているものの、2008年の
事実上ゼロから2009年は２億ドルになった。

地理的な重要性に関していえば、2009年は重大な
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局面を迎えた年といえる。アジア・オセアニア地
域が南北アメリカと入れ替わり、世界の投資にお
いて「その他の諸外国（EU、中東、アフリカ）」
の次、２番目に重要な地域となったのである。ア
ジア・オセアニアの投資総額は344億ドル、南北ア
メリカは247億ドル、EU・中東・アフリカは418億
ドルであった。

中国では、風力への投資の急増を背景に、アセッ
トファイナンスが2008年の220億ドルから2009年に
は292億ドルに伸びた。この一部は、甘粛省の酒泉
で計画されている3.8GWの開発のような国営の風
力発電の“巨大基地”に向かった。対照的に、米
国の資産投資は、2008年の197億ドルから2009年は
107億ドルに下落した。その主な理由は、タックス
エクイティ市場の資金枯渇だった186。オバマ政権は、
タックスエクイティ不足を解消する補助金システ
ムを約束したが、この資金は2009年の終わりにか
けてようやく、比較的ゆるやかに流動し始めたに
すぎない。EUの2009年の資産投資は、低迷する太
陽光とバイオ燃料の総額が、風力とバイオマスへ
の強力な投資でも相殺されずに4%下落した。2007
年と2008年には多くの風力・太陽光発電所の資本
コストの80%が、市場利子率より通常低い利ざやに
よる、銀行からの非遡及型融資によって融資され
た。ただし、これは金融引き締めによって終止符
が打たれた。

EUとブラジル、それ以外の地域でも、2009年の1
年間におけるプロジェクト投資家にとってひとき
わ目立った特徴は、公的銀行の役割の拡大である。
ヨーロッパ投資銀行（EIB）は、自然エネルギーへ
の融資を、2008年の22億ユーロ（29億ドル）から
2009年には42億ユーロ（56億ドル）へと増加させた。
これにはベルギーのBelwindによる洋上風力プロ
ジェクトにおいて、第一（165MW）段階の融資と
なる3億ユーロ（4億ドル）の資金も含まれている＊。
ドイツ復興金融公庫（KfW）グループは、自然エ
ネルギーへの融資を2008年の54億ユーロから2009
年には63億ユーロへと増加させた。EU復興開発銀
行は、EIBとKfWより規模は小さいが、同様にプロ
ジェクトファイナンスを積極的に供給した。

ブラジルでは、ブラジル国立経済社会開発銀行
（BNDES）がImps Santa Catarinaの680MW風力発
電のポートフォリオやBevap Vale do Paracatuの
バイオエタノール工場（生産能力は年2億6000万
リットル）のような大型プロジェクトを援助し、
再び最大の資金提供者となった。概して、BNDES
の同部門への融資は、2008年の70億ドルから2009
年の64億ドルへと下落したが、2007年の24億ドル
よりはかなり高い値にとどまった。

多くの民間金融機関の間では、自然エネルギープ
ロジェクトに対し2008年レベルの融資を続けるこ
とは不可能だとの認識が広がっているため、公的
機関からの多大な出資はさらに必要とされている。
2007年のEUにおけるプロジェクトファイナンスの
主要な出資者であるスコットランド王立銀行は、
同部門に対し、特に自国においては変わらずに肩
入れしたものの、2009年には劇的に活動規模を縮
小した。2008年には太陽光事業への大手出資者で
あったライバル銀行のHBOSは、2009年始めに
Lloyds銀行グループの一部に吸収され、それ以前
と同様に多くの融資を行うことはできなかった。
ドイツの一部の州立銀行は、2008年までは多くの
EU諸国および米国において風力・太陽光発電への
重要な出資者であったが、2009年は出資を削減し
なければならなかった。米国では、2008年までの
タックス・エクイティ・ファイナンスの大手供給
者の中には、金融危機の被害が最も世に知られた
リーマンブラザーズが含まれていた。もう一方の
供給者であるGEエネルギーフィナンシャルサービ
スは、金融危機の影響は受けなかったが、2009年
には自然エネルギー関連のタックスエクイティの
投資範囲はより制限された（2010年始めのトレン
ドについては、補足2を参照187）。

2009年の途上国での自然エネルギーへの開発支援
は大幅に飛躍し、50億ドルを上回った（2008年は
20億ドル）。国際金融公社と多国間投資保証機関

（MIGA）を含む世界銀行グループは、前年と比べ
て融資の大幅な増加を行った。世界銀行グループ
は13.8億ドルを新規の自然エネルギー（太陽光発電、
風力発電、地熱、バイオマス、10MW以下の小水力）

＊ この報告書のユーロは米国ドルの$1.33 ／ユーロの為替レートで換算されている。
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へ、さらに1億7700万ドルを大型水力発電へ融資す
ると約束し（これらの数字は地球環境ファシリティ

（GEF）ファンドとカーボンファイナンスを除く）、
融資額は2009年に5倍となった。ドイツ復興金融公
庫（KfW）は、2億8400万ユーロ（3億8100万ドル）
を新規の自然エネルギーに、加えて2000万ユーロ

（2700万ドル）を大型水力発電へ融資すると約束し
た。KfWはまた、自然エネルギーに対して8億1900
万ユーロ（11億ドル）の融資を、“自然エネルギー
と省エネルギーのための特別ファシリティー”を
通して政府レベルで行うことを約束した。

その他の多くの開発支援機関は、2009年に自然エ
ネルギーへの大規模な支援を約束した。米州開発
銀行は自然エネルギーに10億ドル以上の貸し付け
を約束した。その内訳は水力発電への9億4100万ド
ルと技術支援金としての900万ドルを含むものと
なっている。アジア開発銀行は、大型水力発電へ
の2億3800万ドルを含む、おおよそ9億3300万ドル
を自然エネルギーに投資した。GEFは、13の自然
エネルギープロジェクトに融資した。GEFの直接
の出資が5120万ドル、他の機関との共同出資が3億
8680万ドルである（共同出資によっては、KfWや
世界銀行といった上記で言及した数字にすでに含
まれている可能性がある）。フランス開発庁（AFD）
は、直接融資を通して自然エネルギーに2億2000万
ユーロ（2億9300万ドル）、またクレジットライン
を通じて地方銀行へおよそ3億5000万ユーロ（4億
6500万ドル）の融資を約束した。日本でも国際協
力機構が1100億円（12億ドル）を融資した。オラ
ンダ開発金融会社は、2億7600万ユーロ（3億7000
万ドル）を約束した。さまざまな二国間及び多国
間の開発機関による、その他政府開発援助（ODA）
の数字を見ると、自然エネルギーに対し年およそ1
～2億ドルが追加的に出資されていることがわか
る。

補足2. 2010年始めの自然エネルギー投資トレ
ンド

2009年12月の結論の出ないコペンハーゲン気候
変動会議を受けて、2010年第1四半期では、自
然エネルギー部門は大きな注目を集めなかっ
た。しかしながら、投資は引き続き前年をかな
り上回った。

クリーンエネルギー（大型水力を除く）への投
資は、2010年の第1四半期は295億ドルで、2009
年の同時期よりも63%上昇した。これは2009年
の第4四半期の260億ドルと比較しても伸びてお
り、世界経済と金融市場が引き続いて不安定で
あること、北半球の冬の気候がプロジェクトの
進展に与えている影響を考えると、堅調な実績
といえる。

第1四半期のハイライトには、米国でのアセッ
トファイナンスに関する好調な数字が含まれて
おり、額でいうと2009年の第4四半期の23億ド
ルから35億ドルへと増加した。これには、カリ
フォルニアウインドファーム建設用の出資包括
案3億9400万ドルや、中国の風力用“巨大基地”
と小型プロジェクトへの投資を反映する65億ド
ルに支えられている。

同四半期はまた、クリーンエネルギーのベン
チャーキャピタルとプライベートエクイティに
よる投資の回復が継続した点でも注目に値す
る。このタイプの投資は29億ドルに達し、2009
年の第4四半期の17億ドル、2009年第1四半期の
15億ドルをそれぞれ上回った。

出典：巻末注187
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第3章. 産業の潮流

2009年は世界経済危機が続いていたにも関わらず、
ほぼ全ての自然エネルギー関連産業が成長を遂げ
た。多くの産業が合併を進め、生産能力を向上さ
せた。特に中国は、風力タービン、太陽光、太陽
熱温水器を中心とした自然エネルギー技術の主要
な製造者として、その地位を維持しただけでなく
強化した。それと同時に、価格も低下し、政府の
刺激策を通じたより大きな支援やその他の政策も
導入されたため、自然エネルギーに対する公共事
業者の関心が高まった。

風力発電産業
中国は世界の風力タービン製造者としての存在感
を 維 持 し て い る。 中 国 企 業 で あ るSinovel、
Goldwind、Dongfangの3社全てが2008年と比較し
てランクを上げ、2009年の製造業者の上位10社の
中に入った。中国は国内の強大な風力発電市場を
足場としつつ、新しい傾向としてタービンやスペ
ア部品の輸出を拡大した。例えばSinovelはインド
へ、そしてGoldwindは米国への輸出を増やしてい
る。中国企業は海外、特に米国への工場の開設計
画をも発表している。

EU指令では、2020年までに最終エネルギーに占め
る自然エネルギーの割合を20%にすると規定されて
おり、EUの製造・開発業者にとっては、この明確
な目標がEU地域での新規プロジェクト推進の原動
力となっている。2009年の特徴は、洋上ウインド
ファーム開発が進んだこと、また、スカンジナビ
アや東欧の新規プロジェクトの開発によって地域
的な多様化が進んだことである。業者らは、認証
手続きを合理化し、認証時間を改善すべくEU当局
と協調しながら取り組み、将来はより安価な設置
が可能となるような下地作りをしている。

技術面では、EUの製造業者が洋上風力発電の技術
開発を続けている。Goldwind/Vensysはギア無し
1.5MWタービンの生産を開始し、Siemensは別の
ギア無しタービンの試作品である、3.6MW機を完
成させた。ギア無しタービンは、2009年の生産の
10%にも満たなかったが、人気は高まりつつある。
2009年に設置された大型の風力タービンの平均は

1.6MWであり、一方、設置されたタービン全体の
中で最大のタービンはEnerconの7.5MWギア無し
タービンであった188。

米国では、タックス・エクイティー市場が新規プ
ロジェクト開発を大きく後押ししていたが、これ
が実質的に終焉した後も、風力産業は政府からの
支援資金を受けて成長189、2009年には38の新たな製
造工場が稼働、拡張、または公表されている190。エ
ネルギー省・財務省からの第1回目の補助金10億ド
ルのうち85%が外国に親会社を持つ企業のプロジェ
クトに渡ったことをある上院議員が非難したため
に米国で論争が起こったが、その結果、中国企業
が米国に製造工場を開設するという発表が相次い
だ。

2009年はEUと中国企業によって風力発電関連の製
造分野が独占された。企業の内訳を見ると、デン
マーク企業のVestasと米国企業のGE Windが、
2009年も前年に引き続き1位と2位を維持した。イ
ンドのSuzlonもまた世界のトップ10の製造業者の
仲間入りをした191（図13参照）。

バイオマス発電・熱産業
バイオマス発電・熱利用設備では電力やコジェネ
レーションのために、固形バイオマス、木材、木屑、
動・植物質、廃棄物を燃焼させる。バイオマス発
電のベースロードの種類は、製紙業や林業の民間
あるいは商・産業による発電から自治体の熱電併
給（CHP）による発電まで多岐にわたる。

EUでは、固形バイオマス産業は2007年から2008年
にかけて2%以上成長し、同時期10.8%増となる
5.6TWhの電力を供給した192。ペレット供給費用の
50%を占める輸送費用が低下し、また、EUの石炭
火力発電所での混焼需要が高まったことにより、
2009年にはバイオマスの分野の中でも木材ペレッ
ト市場が強化された。このことは、バイオマス発電・
熱利用のプロジェクトを新たに開発しようとする
企業の増加へと繋がった。

仮に輸送費用が低い状況が続けば、バイオマス発
電業者はペレットの代わりに、木材チップや木の
実の殻、植物の残物等、もっと密度の低い燃料を
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燃やすことを検討する可能性もある193。現在ドイツ
産業には、実用可能なバイオガスプラントを扱う
業者が90社以上と、開発と製造に携わっている企
業が170社存在する194。中国では2009年には開発業
者が300万のバイオガス醗酵槽と、400MWのバイ
オマス発電設備を設置した195。世界的には、石炭と
の混焼や、石炭火力発電所からバイオマスや熱電
併給プラント（CHP）への転換へと、公共事業者
のバイオマス発電に対する関心は高い。仮にこの
産業が成長を続ければ、資源の調達、輸送、そし

て原料の貯蔵と取り扱い等が、開発業者や
施設運営者にとっての主要な課題となる。

太陽電池産業
太陽電池産業において、2009年はモジュー
ル価格が大きく下落した。2008年の夏の高
値（典型的なものでワット当たり3.50ドル）
から50% ～ 60%の下落とも見られている。
2009年12月までに、価格がワット当たり2.00
ドル以下にまで落ちたこともある196。予想
に反して、この価格の下落は買い控えにも
繋がった。価格が下がり続けたために、多
くの買い手は2009年後半まで発注を遅らせ
た。その一方で、多くの企業は高値で原材
料供給契約を結んでいたため、コスト削減
は難しかった。

競争力を維持するため、企業は工場での効
率化や操業費の削減、設備稼働率の向上に
力を注いだ。回復力の早い、収益の高い業
界の企業にとっては、低価格で高品質な生
産や急激に変化する市場への対応する能力
が必要とされ、対応策として主に合併や規
模の拡大などが行われた197。 例えば、2009
年に米国メリーランド州FrederickのBP 
Solarの施設で太陽電池の製造が停止され
た。これと同時に、トップ10の製造業者は
製造能力を2009年の6.9GWから2010年には
10.6GWへと拡大しようとしている。上海の
近くの江蘇省や鎮江市では競争が顕著で、
300以上の製造業者が契約を争っている。

弱まった需要に対応し、多くの製造業者が
市場での立ち位置を製造のみならずプロ

ジェクト開発へと拡大した。 例えば、Q-Cellsの新
しいプロジェクト子会社はドイツとイタリアに
2009年末まで100MWのプロジェクトを建設中で、
これはQ-Cellsの年間のモジュール生産量の18%に
等しい需要の創出となる。中国SuntechはGlobal 
Solar Equity Fundsの権益85%を取得したが、この
Fundsは太陽電池プロジェクトに資本を提供する
ため創設されたものである。そしてFirst Solarは中
国で2GWのプロジェクトを建設する覚書を作成し、
このうち30MWを2010年に完成する計画である198。
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12%

Sinovel ( )
9%

Enercon ( )
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Goldwind ( )
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Dongfang ( )
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Baoding Yingli (中国) 5% 

Ja Solar (中国) 5% 

京セラ(日本) 4% 

Trina (中国) 4% 

Sunpower (米国) 4% 

Gintech (台湾) 3% 
Motech (台湾) 3% 

Canadian Solar (カナダ) 
3% 

Ningbo Solar Electric
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E-Ton Solar (台湾)2% 

その他 35% 

図14. 太陽電池製造者上位15社の市場占有率（2009年） 



─ 32 ─

多くの製造業者がプロジェクト開発ビジネスに参
入し始めた結果、プロジェクト開発と融資に関す
る新しいビジネスモデルが、地域や地元の優遇措
置や規則に基づいて確立されつつある。こうした
モデルは、製造や電力に関するプロジェクト開発
ビジネスというよりは、多くの場合不動産開発の
ようにも見受けられる。

薄膜太陽電池の製造は、クリスタル太陽光モジュー
ル価格に対するコスト面での長年にわたる優位性
を劇的に失ったにも関わらず、2009年の生産シェ
アの25%を維持した。2008年には約150社あった薄
膜太陽電池製造業者のうち、2010年始めも稼働中
なのは約半数の70社とみられ、更にフル稼働の製
造を続けているのはほんの少数だけである。同産
業を牽引し、最大手の薄膜製造業者であるFirst 
Solarは単年で1GW以上を製造（2009年に1.1GW）、
そしてシャープや昭和シェル他は2009年に合わせ
て500MWを製造した。薄膜太陽電池業者の大多数
は製造ラインを市場リーダーのApplied Materials
とOerlikon Solarから調達している。

太陽電池製造業者トップ15社によって、2009年に
製造された電池10.7GWの65%が占められている（図
14（P31）参照）。中国本土と台湾の企業が全世界
のおよそ半分の太陽電池を製造しており（49%）、
EU（18%）、日本（14%）、米国（6%）がこれに続
く199。

集光型太陽熱発電（CSP）産業
集光型太陽熱発電（CSP）の製造業者と開発業者は、
2009年には米国とスペインでの機会を狙っていた。
より多くのプロジェクトが低価格で電力供給協定

（PPA）を結ぶと見込まれているが、これはCSPが
炭素の価格決定に対するヘッジや、ピークロード、
ミドルロード、ベースロードの発電容量に対応でき
る電力源として（熱貯蔵や天然ガス発電と結びつけ
られた場合）、ますます評価されてきているためで
ある200（補足3を参照）。米国では公共事業者が 自然
エネルギー割当基準（RPS）の対象となっているた
め、米国市場では特に、新規プロジェクト開発の機
会が同産業関連企業や公共事業者に向けて後押しさ
れている。最初の出資は2007年のAccionaによる
64MWのNevada Solar Oneであった。

世界的に、CSPのリーダーとして確立された技術
は未だ存在しない。商業的には、成熟しているパ
ラボラ・トラフ式太陽熱発電が設置全体の50%を占
めており、他はタワー式が30%、ディッシュとエン
ジンの組み合わせが20%となっている。CSPの先導
的 な 企 業 はBrightsource、eSolar、Siemens、
Schot t、So larMi l l en ium、Abengoa So lar、
Nextera Energy、Infinity、Tessera、Accinoa等
であり、他に何十もの製造業者や開発業者が市場
で活動している。

海洋エネルギー産業
波力と潮力の技術開発は、政府の補助金と民間に
よる投資から資金提供を受けており、特に注目す
べきは英国、アイルランド、ポルトガル、デンマー
ク、フランス、オーストラリア、韓国、カナダ、
米国である。現在20社の企業が、海洋エネルギー
の最も大きな市場である英国とアイルランドで海
洋技術を開発しており、そのほとんどの開発はス
コットランドで行われていると予想される201。海洋
エネルギーの主要な製造者には、Aquamarine 
Power、Pelamis Wave Power、Marine Current 
T u r b i n e s、Op e n H y d r o、Oc e a n P ow e r 
Technologiesが含まれ、開発業者で有名なのは、
SSE RenewablesとScottish Power Renewablesで
ある。これらの企業の多くは、英国とアイルラン
ドの他にも、オーストラリア、ブラジル、カナダ、
韓国、スペインとスウェーデンに発電設備を建設
する契約を結んでいる202。

水力発電産業
その長い歴史と規模の大きさを考えると、水力発
電は最も成熟した自然エネルギー産業といえる。
EU、米国、カナダ、日本などの開発された市場では、
多くの水力発電所は30～40年前に建てられている
ため、水力発電産業は、ライセンスの更新、再開
発に加え、既存のダムに水力発電所を設置するこ
とに重点を置いている。中国、ブラジル、エチオ
ピア、インド、マレーシア、トルコ、ベトナムの
ような発展途上国では、電力会社と開発業者は新
規の水力発電所の建設に焦点を当てている。中国
では水力発電源の大規模な開発が行われており、
最近では、電力会社と系統運用者が、個人所有者
から資産を積極的に購入している203。
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水力発電設備の主な製造者には、Voith、Alstom、
Andtritz、Impsa、BHEL、日立、Makamidiなど
がある。水力発電設備の発注数は、2009年と2010
年は2008年と比べて減少したが、2007年から2010
年全般においては、水力発電分野では以前には経
験したことのないようなビジネスレベルに達した。
多くの政府が新たに水力発電の目標（4章参照）を
掲げために、2011年とそれ以降に向けての事前の
発注は多くなり、産業界では、2010年代の受注数
の平均は2000年代よりも高くなるだろうと期待さ
れている204。

太陽熱温水と暖房産業
中国は世界の太陽熱温水器産業を独占し続けてい
る。中国企業は、2009年に世界の太陽熱温水／暖
房の80%にあたる2800万㎡の温水器を製造した。中
国の製造部門は、5000社以上の製造業者と販売業
者より構成される。ほとんどの業者は地元でのみ
操業しているが、およそ100社はより広い国内市場
で競争し、25社は中国の新しいラベル基準の認定
を受けている205。有力な製造業者は、山東省に本拠
を置くHimin Solar Energyである。

中国の製造業者にとっての一番の課題は、品質を体
系的に改良し、製品を標準化することである。ほと
んど全ての中国製品は国内に設置されるが、2009年
に中国は、低価格の太陽熱温水器をアフリカや中南
米の発展途上国へ輸出し始めた。こうした地域では、
気候も暖かいため、自然循環型システムが売れやす
い206。中国製の温水器は、ドイツと中国のLinuo-
Paradigmaなどの合弁会社によるイニシアチブを通
して、EUの市場にも進出し始めている207。

EUの太陽熱温水／暖房産業は、主要な業者間での
M&Aや、2001年～2007年の間の平均年間成長率が
12%以上であることによって特徴づけられる。更に
は、太陽熱温水器の暖房への利用も広まりつつあ
る。EUの主要な製造者には、Alanod、Almeco-
TiNOX、Bosch、Bluetec、GreenOneTec、the 
Ritter Group、Solvisなどがある。イスラエル市場
はChromagenに、オーストリア市場はSolahart-
Rheemによって独占されている。企業の報告によ
れば、カリフォルニア州を中心とした米国市場は、
5年前よりもはるかに伸びている208。

補足3. 自然エネルギーに関心を持ち始めた電力
会社

2009年、電力会社はかつてないほど自然エネル
ギー開発に携わるようになった。この理由には、
規制とインセンティブが組合わさったこと、予
想される炭素規制と化石燃料価格の値上がりに
対するリスク回避が必要であること、ベース
ロードとピーク時の電力容量の両方に対応でき
るよう短い期間で新設する必要があること、な
どがあげられる。

電力会社は、開発企業とそのプロジェクトを購
入しつづけ、社内の機能として開発を進んで取
り込んでいる。バイオマス発電やCSPのような
技術は、ベースロード電力を供給でき、また、
大規模太陽光発電などは、ピーク時の電力を費
用対効率良く供給できる。2009年における大規
模事業開発への電力会社による進出の一例は、
デザートテックへの参加である。これは、12の
EUの大規模な産業、金融、電力会社のイニシ
アチブにより提案され、2050年までにEUの電
力の15%を、北アフリカ砂漠における自然エネ
ルギープロジェクトによって供給することが見
込まれている。

米国では、電力会社が太陽光市場においてます
ます大きな役割を果たしている。これは、電力
会社が規制に関する圧力を受け、投資税控除が
新たに適用されるようになったためである。ま
た、太陽光発電のコストが下がり、急速に開発
が期待できるようになったことも要因といえ
る。2009年の系統連系型太陽光発電容量の15%
が電力会社によるものであった。これらのほと
んどはカリフォルニアの電力会社だが、アリゾ
ナ、コロラド、フロリダ、ニュージャージーの
電力会社もその後に続いた。2010年の4月まで、
米国では電力会社主導の102MVの太陽光発電プ
ロジェクトが稼働中であり、67MWは建設中、
11.7GWは開発途中である。

出典：巻末注200を参照
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エタノール産業
2009年のエタノール産業では、トウモロコシやサ
トウキビから製造されるエタノールのいずれもが、
多数の問題に直面している。この結果、かつての
トップ企業の資産価値が下がって売却されたり、
また投資家や政策立案者が次世代バイオ燃料に注
目したため、生産容量の増加はわずかに留まり、
企業間の合併が広まった209。

トウモロコシを原料として世界で生産されるエタ
ノールのほとんどは米国で生産されているが、
2009年には市場が不振な状況であったため、既存
の生産能力は十分に利用されていない。製造業者
は、天然ガス、トウモロコシ、エタノール価格の
大幅な変動に直面しただけではなく、債券市場と
金融市場のどちらからも新たな融資を受けられな
かった。トウモロコシを原料としたエタノール産
業では、2008年には59の施設が、2007年には30の
施設が新設されたが、2009年にはわずか19の新規
設備が完成しただけであった。VeraSun、Hereford 
Biofuels、Cascade Grain、Northeast Biofuels、
Avent ine Renewab le Energy and Renew 
Energy、White Energy、Pacific Ethanolなどの独
立企業の数社は、破産保護を申請した210。

しかしながら、2009年末までには、同年秋よりも
トウモロコシの価格が下がり、原油価格が上がっ
たために、産業の見通しは抜本的に改善された211。
2010年始めには、11の工場が米国26州で新たに建
設中である212。

サトウキビを原料としたエタノールの世界一の生
産者であるブラジルでは、2009年に金融引き締め
によって、同産業に大打撃が与えられた。ブラジ
ル国立経済社会開発銀行（BNDES）は、ブラジル
のエタノール生産者の9位と10位に位置づけられる
CBAAとSanta Fanyが11月に破産保護を申請した
のを受けて、債務不履行に介入し始めた213。一方、
ブラジルの工場Louis DreyfusとSantelisasは、
LDC-SEV会社の傘下に合併され、新たな会社とし
てスタートした。新会社は年間4000万トンの砂糖
を処理できる能力をもち、Cosanの6000万トンに次
いで二番目である。Cosanは、ブラジルのサトウキ
ビ市場で10.5%のシェアを持つ世界第4位の生産者

であり、世界規模で完全に垂直統合された唯一の
メーカーである214。

2009年にブラジルのエタノール輸出は、砂糖価格
の上昇や、通貨が切り上げられたことにより、海
外競争力が低下した。長期的には、ブラジル企業
の見通しは明るい。政府は2017年までに国内生産
量を、2倍の年間630億リットルまでにすることを
目標としている215。米国市場は海外のエタノール生
産者にとって、輸入関税と容量エタノール物品税
額控除（VEETC）のために、米国内の製造者より
およそ1ガロンあたり60セントもコストが高くつく
ため、利益を得るのが困難な状態が続いている216。

バイオディーゼル産業
EUは、依然として世界でトップのバイオディーゼ
ル生産者である。現在おおよそ280の生産施設が加
盟国27カ国に存在し、年間生産量は240億リットル
と推定される。施設のほとんどは、ドイツ、スペ
イン、フランス、オランダそしてイタリアにある。
しかしながら、EUのバイオディーゼル産業は、
2009年は設備稼働率が低く伸び悩んでいる217。

それにもかかわらず、2009年の間も新規の工場建
設は続いた。例えば、Neste Oilはオランダで建設
を始めており、それは年間9億リットルの生産能力
をもつEU内で最大のバイオディーゼル工場になる
と見込まれる218。産業のリーダーには、Renova、
ECOFUEL Argentina、LDC Argentina、Unitec 
Bio、Exploraが挙げられる。2009年にバイオディー
ゼルの生産を始めた他の国々には、コロンビア、
エクアドル、ペルーが含まれる。

米国のバイオディーゼル産業は、2009年に導入さ
れたEUの規制に悩まされた。EUは歴史的にみて
米国の生産物の主な送り先であったが、 この規制に
よって、EUへのバイオディーゼルの輸入が制限さ
れた。米国バイオディーゼル産業には税額控除が
適用されており、これは1ガロンあたり１ドルで欠
かせないものであった。この税額控除は、2009年
末には適用期限が終了したが、その後引き続き再
適用されたが適用が遅れ、最終的には2010年5月に
遡及適用された219。
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次世代バイオ燃料産業
次世代バイオ燃料はまだ商業的に生産されていな
いが、EU、米国、カナダ、さらには、中国、ブラ
ジル、インド、タイも研究と試験的な生産事業に
投資を行っている220。特に、EU委員会のバイオ精
製所に関する研究プログラムでは、次世代バイオ
燃料に焦点を当てている。このことは、次世代燃
料や、電力、燃料、商品の3つを組み込んだシステ
ムへEUがシフトしていることを示している221。
NovozymesなどのEU企業は、EU域外にも投資し
ており、ブラジルと中国に次世代バイオ燃料の試
験的なプラントを設立している222。Novozymesは、
2009年3月に酵素のベンチマークコストである1ガ
ロンあたり１ドルを達成した。同社は2010年には
１ガロンあたり50セントを目標にしている。

米国エネルギー省は、景気刺激策の助成金のうち、
19の実証プラントと商業規模の次世代バイオ燃料
プロジェクトに最大5億6400万ドルの助成を許可し
ている。米国には、現在小規模実証プラントが12
カ所あり、その年間生産容量は1500万リットルで

ある。さらにカナダにも製造企業が3社あり、その
3社の合計容量は年間ほぼ1900万リットルである223。
2009年11月に国防高等研究計画局（DARPA）は、
藻を原料とした燃料が1ガロンあたり2ドルで生産
され、2013年までに1ガロン当たり１ドルが目標と
されていると発表したため、藻を原料とするバイ
オ燃料業界はニュースに取り上げられた224。

次世代バイオ燃料産業は、インフラの開発、商業
規模への拡大、原料の確実な調達、酵素コストを
下げるなど、さまざまな課題に直面しつづけてい
る。しかしながら、次世代バイオ燃料を開発すれば、
他の自然エネルギー、特にバイオ燃料精製所に対
する相乗効果と持続可能性が生まれるため、各国
政府からかなりの支援を受けることができ、この
傾向は今後も続くと予想される225。

上述した産業全ての合計では、自然エネルギーに
よる雇用数は何百万へと増え続けている226（補足4
参照）。

補足４. 自然エネルギーによる雇用

自然エネルギー産業による雇用は、2009年には
世界中で300万人を超えた。自然エネルギー産
業の雇用に関する2008年国連環境計画（UNEP）
報告書によれば、先進国の経済が、成長が見込
まれる自然エネルギーの開発において技術的な
リーダーシップを最大限に発揮している一方
で、発展途上国もますます重要な役割を担い、
これは雇用に反映されている。世界の総雇用の
うち、大きな割合を占めるのは中国とブラジル

で、特に太陽熱温水とバイオ燃料産業
において大きな役割を担っている。これらの雇
用の大半は、設置、運転、メンテナンスに携わ
るものや、バイオ燃料の材料調達に関連するも
のである。雇用は、産業と市場の成長とともに、
迅速に増大することが期待されている。自然エ
ネルギーによる総雇用数について記録をつけて
いる国もある。例えば、ドイツ政府は現在の雇
用者数を30万人と見積もっており、2020年まで
には40万人に増加することを期待している。
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第４章. 政策の展望

自然エネルギーを促進するための政策は、1980年代
と1990年代前半にいくつかの国でみられた。しかし、
自然エネルギー政策は1998～2005年の間、特に2005
～2010年にかけてはさらに顕著に、より多くの国、
州、省や都市で登場してきた。自然エネルギーに関
する何らかの政策や目標を備えた国はこの５年間で
ほぼ倍増しており、2005年始めの55カ国から、2010
年始めには100 ヶ国以上となっている227。

これらの政策の多くはこれまでの章で述べた市場
や投資、産業の発展にかなりの影響を与えている。
しかしながら、政策の影響力と教訓について分析
することは本報告書の狙いではない。にもかかわ
らず、政策についての文献や資料によれば、政策
が制度設計や実施に関する問題を無数に抱えてい
ても、自然エネルギーの発展の速度と広がりに主
要な影響力を発揮しているということは明らかで
ある。また文献や資料には、市場の成長は単一の
政策よりもしばしば複数の政策の組合せによるも
のであること、すべての政策が効果的とは言えな
いこと、政策支援の期間と予見可能性が重要であ
ること、地方自治体や州／省の権限と関与が重要
であること、政策主体が経験を積むことにより個々
の政策のメカニズムが発展していること、などが
示されている。

本章ではまず自然エネルギーについての現状の政
策目標を取り上げ、次に自然エネル
ギー発電太陽熱温水／暖房、バイオ燃
料の促進政策について述べる。グリー
ン電力購入／証書と自治体の政策に
ついても論じる。

【自然エネルギーのための政策目標】
2010年始めまでに、国レベルでの自
然エネルギーに関する政策目標は世
界全体では少なくともEUの27カ国全
てを含む85カ国が有している228（表
R7-R9参照）。多くの国の目標は発電
量に占める割合を定めており、典型的
には5－30％であるが、2％から90％

までの幅がある。その他の目標としては、一次エ
ネルギーや最終エネルギー供給量に占める割合、
様々な技術の一定の導入量、熱を含めた自然エネ
ルギーからのエネルギー生産量の総計などがある。
バイオ燃料についての目標も多くの国に見られる

（本章後半のバイオ燃料政策を参照）。

これまでの多くの目標は2010年から2012年を目標
期間に定めていた。しかし近年2020年やそれ以降
を対象とした目標が増えている。2008年には、
2020年までに最終エネルギー消費の20％というEU
全体の目標値に従って、EUに加盟している27カ国
全てが国ごとに2020年の目標値を承認した（図15
参照）。2010年始めまでに、現在目標を有している
85カ国のうち3分の2以上が2020年かそれ以降の目
標を何らかの形で設定してきている。先進国での
国レベルの新たな目標の例としては、オーストラ
リア（2020年までに電力の20％）、アイルランド

（2020年までに海洋発電で500MW）、日本（2020年
までに太陽光発電を14GW）、韓国（2030年までに
一次エネルギーの11％）が挙げられる。

発展途上国でも目標を設定する国が増え続けてお
り、いまや世界全体で目標値を持つ国の半分以上
を占めている。本報告書の2007年版では、目標値
を有する国は22カ国だったが、2010年始めには45
カ国に拡大している229。また、途上国の計画には、
より野心的な目標値が設定されつつある。中国は
全体のエネルギー需要が毎年ほぼ2桁で成長し続け
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ているにも関わらず、2020年までに自然エネルギー
で最終エネルギー消費の15％を賄うよう定めた230。

（中国はすでに一次エネルギーの10％という2010年
の自然エネルギー目標値を2年前倒しで2008年に達
成した。）中国の最新の発展計画案では、2020年ま
でに300GWの水力、150GWの風力、30GWのバイオ
マス、20GWの太陽光発電が目標とされている231。

イ ン ド の 現 在 の5カ 年 計 画 で は2012年 ま で に
12.5GWの自然エネルギーの増加（風力、小水力、
バイオマス発電を含む）を目標としており、2009
年には太陽光発電の目標を2013年までに1GW、
2022年には20GWとしている（2017年までに1GW
の系統独立型の太陽光発電を含む）。ブラジルは
2030年まで現状のエネルギー全体における自然エ
ネルギーの割合（48%）と電力における割合（85％）
を維持、もしくは増加させることを目指している。
タイは2022年までに一次エネルギーの20％に増加
させることを目指している。フィリピンの国家計
画は持続可能な自然エネルギーの容量を2003年か
ら2013年の間に4.5GWとすることを求めている。エ
ジプトは2020年までに発電量の20％とし、特に風
力発電から12％とすることを定めている。ケニア
は2030年までに4GWの地熱発電を計画している。
2009年に新たな国家目標を定めたその他の発展途
上国は、ガーナ、エチオピア、ヨルダン、クウェー
ト、モロッコ、ツバルである。

これらの国家レベルの目標に加えて、準国家レベ
ルの目標値も多くの国で存在し、州、省、地域、
都市またはその他のレベルがある。米国では、政
府は国家レベルの目標値を持たないが、36州（お
よびコロンビア特別区）が自然エネルギー割当基
準（以下「RPS制度」、詳細は次項を参照）か政策
目標に基づいた目標値を定めている232。カナダの9
州とインドの8州にも同様にRPS制度か政策目標に
基づく目標値がある。最近では、インドのカルナー
タカ州が2015年までに自然エネルギーを6GWとす
る政策目標を定め、中国の江蘇州も2011年までに
太陽光発電を400MWとする政策目標を定めた。発
電目標を持つその他の準国家地域は、アブダビ

（2020年までに7％）、スコットランド（2020年まで

に50％）、南オーストラリア（2020年までに33％）、
台湾（2010年までに10％）、ウェールズ（2020年ま
でに7TWh/年）である。多くの都市レベルの目標
値も存在している。本章の「都市と地方自治体の
政策」と表R13を参照のこと。

データが出そろうまで時間がかかるため、すぐには
断定できないが、多くの国は2010年末までに自国の
2010年の目標を達成しないと思われる。例えば、
EUの2008年時点での自然エネルギー由来の発電量
の割合は16.7％と推計されており、2010年までに
21％というEU全体の目標値を大きく下回っている。
しかしながらEU加盟国の中には、自国の2010年目
標を達成しつつあるか、すでに達成している国も数
カ国あり、フランス、ドイツ、ラトビア、スペイン、
スウェーデンがこれに含まれる。2004年から続いて
いる国際的な閣僚級の会合は各国が進捗状況と新た
な目標値を報告する場となっている233（補足5参照）。
加えて、目標設定と政策実施への支援はIRENA（新
しい「国際再生可能エネルギー機関」、補足6参照）
の役割の一つとなると予想される234。

【発電促進政策】
発展途上国および経済移行国41カ国と先進国42カ
国を合わせた、少なくとも83カ国が自然エネルギー
発電を促進させるいくつかの種類の政策を持って
いる。最も広く採用されている政策手法は10通り
あり、固定価格買取制度（FIT）、自然エネルギー
割当基準（RPS制度）、初期投資補助または助成金、
投資税額控除、売上税や付加価値税の控除、グリー
ン証書取引、エネルギー生産に応じたインセンティ
ブや税の控除、ネットメータリング、 公的直接投資
またはファイナンス、公共競争入札制度である235（表
2参照）。

中でも一番普及している政策は固定価格買取制度
（FIT）であり、近年多くの国や地域で制定されて
いる＊。2010年始めまでには、少なくとも50 ヶ国と
25の州、省が固定価格買取制度（FIT）を採用して
おり、その半分以上は2005年以降に成立したもの
である236（表R10参照）。

＊ この章で紹介する「固定価格買取制度（FIT）」とその他の政策の定義については用語解説を参照。
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FITは多くの国でイノベーションを促進し、関心と
投資を呼び込んでいる。この政策は風力発電に最
も効力を発揮してきたが、太陽光発電、バイオマス、
小水力の開発にも影響している237。

各国が新たな固定価格買取制度（FIT）を採用した
り、既存の制度を改定するなど、固定価格買取制度

（FIT）への大きな機運が世界中で続いている。多
くの変更と追加が2009年に行われた。中国は近年の
入札と事業開発の経験にもとづき風力発電の買取価
格を改訂し、国内の各地域の風況の地理的条件によ
り一定の価格（RMB1.09/kWh）を設定した。中国
は大規模太陽光発電（数MW規模以上）にも控えめ

補足５．デリー再生可能エネルギー国際会議
（DIREC）2010

デリー再生可能エネルギー国際会議（DIREC 
2010）はインドのニューデリーで2010年10月27
日から29日まで開催される。自然エネルギーに
ついての4度目の閣僚級会合であり、2004年の
ボン、2005年の北京、2008年のワシントンD.C.に
続くものである。「自然エネルギーをエネルギー
安全保障、気候変動、経済発展のために拡大し、
主流とする」という主題のもと、DIRECは政府、
民間部門、市民社会のリーダーに国際的なプ
ラットフォームを提供し、政策を通して自然エ
ネルギーを推進する目標のために協同で取り組
んでいる。

DIRECでは、双方向かつ適切な議論によって、
自然エネルギーを拡大するためには政策努力が
必要であること、自然エネルギーのイノベー
ション、導入、利用のための資金調達を活性化
するための措置、国際レベルでの協同や相乗効
果、知識の共有による効果などに対し、参加者
の理解が深まることが期待される。

DIREC 2010の主催者であるインド政府は自然
エネルギーを増加させる宣言を行った。インド
は大規模水力を除いた自然エネルギー導入量で
世界第5位であり、10.9GWの風力発電、2GWの
小水力、1.5GWのバイオマス発電を持っている。
インドはまた110MWの農村型バイオガス化装
置が稼働中であるほか、農村地域でのさまざま
な自然エネルギー利用を展開してきた（5章の
農村地域の自然エネルギーを参照）。ジャワハ
ルラール・ネルー・国家太陽光ミッション 
(JNNSM)の目標は20GWの太陽光発電を2022年
までに設置することであり、それはインドの太
陽光産業のさらなる技術発展をもたらし、太陽
光発電をより早くグリッドパリティに近づけ、
雇用の増加をもたらすだろう。2010年5月、イ
ンド政府は低炭素エネルギープロジェクトへの
投資を促すために、新しい自然エネルギー証書
制度の計画を発表した。

出典：巻末注233

補足６．国際再生可能エネルギー機関（IRENA）

国際再生可能エネルギー機関（IRENA）は自然
エネルギーについての世界的な理解と持続可能
な利用を促進するために2009年に設立された。
2010年半ばまでに、140以上の国とEUが機関の
設立憲章に署名を行った。それらはアフリカ（48
カ国）、南北アメリカ（15カ国）、アジア（34カ国）、
オーストリア／オセアニア（9カ国）、EU（38
カ国）である。承認に必要な25の署名により
2010年6月に憲章は批准され、2010年7月8日に
発効した。IRENAの本部は暫定的にアブダビ（ア
ラブ首長国連合）に置かれ、他２つのセンター
も設立中である。一つはドイツのボンにあるイ
ノベーション技術センター、もう一つはオース
トリアのウィーンに他の組織と協力するための
リエゾンオフィスである。

IRENAは自然エネルギー政策、能力開発、技術
移転について世界中の政府に助言を行い、協力
している。IRENAは融資やノウハウの流れにつ
いても改善し、すでに存在している自然エネル
ギー関連組織と協調して行動する。IRENAの目
的は究極的には世界中で自然エネルギーの割合
を高めていくことである。IRENAの設立は、自
然エネルギーの拡大を積極的に支援する必要が
あるという世界中の政府間での合意が発展して
きたことを反映している。

出典：巻末注234
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な買取価格を設定している。しかしながらどのプロ
ジェクトが該当するのかは明確になっていない。

フランスは建築物統合型の太陽光発電に対して世
界でも最も高い買取価格（kWhあたり42～58ユー
ロセント）を設定した。ギリシャは太陽光発電用
の新たな買取価格買取制度（kWhあたり55ユーロ
セント）を、家庭と小規模事業所への屋上設置型
太陽光発電を普及させる包括的な政策の一部とし
て導入した。アイルランドも海洋発電に対し新た
な買取制度を設けている（近年いくつかの国でも
設定されている）。日本は初めての固定価格買取制
度（kWhあたり48円）を、家庭用の太陽光発電に限っ
て（訳者注：余剰電力分のみ）採用し、他のエネ
ルギーについては検討を続けている。ケニアは太
陽光発電とバイオガスを対象とした固定価格買取
制度（FIT）を既存の風力、地熱、バイオマス発電
への買取制度に加えて設定した。他に、固定価格
買取制度（FIT）を採用したり改訂している国はチェ
コ共和国、ドイツ、インド、ケニア、スロベニア、
南アフリカ、台湾、タイ、ウクライナ、英国など
である。国によっては、技術コストの削減、市場
の停滞、海外製造者の市場に占める割合に対する
懸念から、買取価格は引き下げられつつある。こ
うした値下がりは2009年と2010年始めにこれまで
より多く見られるようになった。

固定価格買取制度（FIT）を設定する州や省も増え
ている。これは特に米国で当てはまり、いくつか
の州では近年州レベルの買取制度を採用している。
そこにはカリフォルニア州、ハワイ州、バーモン
ト州、ワシントン州が含まれる（ただし、これら
は全て適用範囲が制限されている）238。カリフォル
ニア州は最近太陽光発電の固定価格制度を3MWま
での大規模プラントにも認めるよう修正した。米
国以外では、カナダのオンタリオ州も2006年の独
自のグリーンエネルギー法で定められた固定価格
買取制度（FIT）を発表した。それには洋上風力発
電に対する固定価格と共に、世界でも最も高額な
太陽光発電の買取価格（kWhあたりカナダドルで
80セント）が含まれる。オーストラリアのニュー
サウスウェールズ州は太陽光発電への買取価格（総
発電量kWhあたりオーストラリアドルで60セント）
を新たに導入した。さらにインドのウター・プラ

デシュ州はバガス発電への新たな買取制度を採用
した。

他のいくつかの国や準国家地域では今後に向けて
の固定価格買取制度（FIT）の議論と策定が続いて
いる。固定価格買取制度（FIT）を新たに検討して
いる国はイスラエル、日本、マレーシア、ベトナム、
イエメンなどである。一般的に、新たな制度や改
訂を進める際に議論となる共通の要点は、買取価
格の水準、長期間にわたる買取価格の低減幅、支
援期間、異なる消費者層での負担の分担、最小ま
たは最大の容量制限、正味のエネルギー生産量ま
たは総生産量への支払い、所有形態に応じた制限、
技術の小分類毎の取り扱いの区別などである。

自然エネルギー割当基準（RPS制度）は、自然エ
ネルギー義務付けや割当制度とも呼ばれるが、米
国、カナダ、インドの州、省レベルとオーストラ
リア、チリ、中国、イタリア、日本、フィリピン、ポー
ランド、ルーマニア、スウェーデン、英国の10カ
国で定められている239（表R11参照）。世界全体では、
56の州、省、国が2010年始めまでにRPS制度を採
用している。多くのRPS制度は5～20％の範囲で、
通常2010年や2012年までの自然エネルギー発電の
割合を定めている。しかしながら、より最近の制
度は目標年を2015年や2020年、2025年としている。
多くのRPS目標は将来の投資が大幅に増えるであ
ろうとの期待に繋がっているが、割当量を達成す
るための手段（と効率）は国や地域によって大き
く異なる。

米国では、2009年に1つの州が新たにRPS制度を制
定した（カンザス州で2020年までに20％）。これで
米国内にRPS制度を持つのは29州とコロンビア特
別区となった。（他にも7つの州が政策目標を定め
ている。ウェストバージニア州が直近となる2009
年に政策目標を定めており、2025年までに25％と
した240）。加えて、4州が既存のRPS目標を改訂した。
カリフォルニア州は2010年までに20％という現在
のRPSの義務付けを2020年までに33％へと改訂し
た。（カリフォルニア州は2010年の義務付けを達成
できず、15％以下となると予想される。）コロラド
州は2020年までに30％へとRPS目標値を高くし、
メイン州はコミュニティ主体のプロジェクトに対
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する優遇措置を充実させ、ネバダ州は既存のRPS
目標を2025年までに25％へと拡張させた。米国内
の州によるRPS制度は太陽光発電にますます力を
入れている。2009年に11州がRPS制度に何らかの
修正を行ったが、そのうちの7州による修正は太陽
光発電に特化した新たな対策を含んでいる。米国
以外にはカナダで3州がRPS制度を定めており、7
州が計画上の目標を持っている。インドでは少な
くとも12州が、ベルギーでは2地方がRPS目標を
持っている241。

直接資本投資に対する補助金、助成金やリベート
などは少なくとも45カ国で提供されている。投資
税額控除、輸入関税の削減、または他の税制優遇
措置も、資金援助を行う方法として一般的であり、
多くの国で採用されている。さらに、米国やカナダ、
オーストラリアの州レベルでも採用されている。
税額控除の大半は幅広い自然エネルギー技術に適
用されており、インドネシアでは2010年始めに5％
の税額控除が新たに採用されており、フィリピン
では2009年の新政策で7年間にわたる所得税控除と
自然エネルギープロジェクトへの付加価値税控除
などが定められている。技術を限定しているもの
もあり、例えばインドでは、風力発電プロジェク
トに対し加速償却と10年間の所得税控除が認めら
れている。多くの国では自然エネルギー設備に対
する輸入税を削減しており、韓国では50％の関税
減免措置が2009年に発表された。

資本補助金や税額控除はとりわけ太陽光発電市場
の促進に有益であった。太陽光発電への資本補助
金は国家、州、地域レベルや事業者レベルで普及し、
導入コストの30～50％が典型的となっている242。米
国の州の半分以上にこうした補助金制度（または
税額控除制度）があり、州全体や特定事業者を対
象としている。2009年だけでも少なくとも20州で
こうした制度の追加や修正が行われた。カリフォ
ルニア州の補助金制度は最も長く続いており、同
州の「ソーラー・イニシアチブ」は2018年までに
3GWの太陽光発電導入を求めている。韓国は同様
の制度を持っており、初期投資の70％をまかなう
10万ルーフトッププログラムを通じて2011年まで
に300MWを導入するとしている。米国とスウェー
デンは太陽光発電には30％の税額控除を行ってい

る（米国では2016年まで）243。フランスは50％の所
得税還付を行っている。オーストラリアはワット
当たり8オーストラリアドルの払い戻しを行ってい
る。

補助金と税額控除に特化した新しい太陽光ルーフ
トッププログラムはいくつかの国で2009年に発表
された。最も注目すべきは中国の太陽光発電補助
金であり、50kW超の建築物一体型太陽光発電と
300kW超の系統連系型プロジェクトの資本コスト
の約50％を提供し、系統独立型のプロジェクトに
は資本コストの70％を提供している。（この政策で
は、原則的に発電者は太陽光発電を自給するが、
余剰電力分は電力会社が購入しなければならない
という保証が与えられている。また、2012年まで
の政府出資による500MWの太陽光発電プロジェク
トの計画も定めている。）インドも同様に、税額控
除や補助金などの多様な優遇措置を含む太陽光発
電補助制度を新たに制定した。日本は、1990年代
に始まった元々の太陽光発電の補助制度を廃止し
てから5年後に、住宅用太陽光発電導入に対する国
の補助金制度を復活させた。この補助金は導入費
用の25～35%に相当する（訳者注：都道府県などの
有利な制度を合わせた場合の数値と見られる）。

エネルギー生産に応じたインセンティブや税額控
除は、ときには「プレミアム」と呼ばれており、
少数の国で適用されている。それらは一般的には
kWhあたりの固定価格であるが、他の電気料金や
基準価格の一定割合と定める場合もある。2009年
始めには、米国は生産税控除（PTC）を風力発電
については2012年まで、バイオマス、地熱、水力
と海洋エネルギーについては2013年まで延長した。
そもそもは1992年にkWhあたり1.5セントで制定さ
れ、いく度かのインフレ調整を経て2009年には
kWhあたり2.1セントとなった。新たな傾向として、
多くの米国内の州では太陽光発電への補助として
いわゆる「発電量に応じた優遇措置」を制定して
おり、多様な形でエネルギー生産に応じたインセ
ンティブを定めたり、検討したりしている。イン
ドは風力発電についてはkWhあたり0.5ルピーの生
産に応じたインセンティブを設けている。同様の
制度を持つ国は、他にはアルゼンチン、エストニア、
フィンランド、ホンジュラス、ルクセンブルク、



─ 43 ─

オランダ、パナマ、ペルー、フィリピン、スウェー
デンなどがある。
多くの国、州、省などで特別な自然エネルギー基
金が制定されており、投資への資金調達や低金利
融資を行ったり、研究、教育、基準作りなどの方
法で市場の促進を行ったりしている。2009年には、
いくつかのこうした基金が発表され、その多くは
経済刺激法案と結びついていた。カナダは実証試
験と研究開発のために10億カナダドルのクリーン
エネルギー基金を開始した。中国は自然エネルギー
を含むクリーン発電を対象とした4400億ドル相当
の基金を計画している。フィリピンは20億ドル相
当の基金を2009年に設立し、全ての自然エネルギー
技術を対象として65件以上の自然エネルギープロ
ジェクトに資金を提供した。2009年に基金を新た
に設立した国は、他にバングラディシュ（中央銀
行による20億バングラディシュタカつまり2900万
ドル）、ヨルダンなどがある。2010年始めにはイン
ドは新たな国家自然エネルギー基金に取り組むこ
とを提案している。

自然エネルギーの発電容量を定めての公的な競争
入札はこの20年間、各国で何度も採用されており、
新たな競争入札制度も登場し続けている。1990年
代の英国のNFFO（Non Fossil Fuel Obligation 非
化石燃料系電力購入義務）制度に続いて、2003年
から2007年にかけての中国の風力発電特別許可権
制度は最も長く運営された例としてあげられる。
この入札制度は、5年間毎年行われ、3.4GWの増加
につながったが、プロジェクト支援のための固定
価格買取制度（FIT）が使われるようになったため
その後は縮小された。ブラジルもPROINFAプログ
ラムの一環として、小水力、風力、バイオマス発
電への入札を実施した。第一段階として2008年に
3.3GWを導入し終え、2009年に第二段階を始めて
いる。ウルグアイは2009年に競争入札制度を始め
た国の一つであり、州政府が所有する電力会社が
風力、バイオマス、小水力発電を対象とした60MW
の入札を行った。アルゼンチンの州が運営する電
力会社も2009年に1GWの自然エネルギープロジェ
クトの競争入札を行った。フィリピンでの新たな
入札対象は1.3GWであった。さらにペルーは2012
年までに500MWの自然エネルギー入札を行うこと
を2009年に定めた。

ネットメータリング（「ネットビリング」とも呼ば
れる）も屋上設置型太陽光発電にとって（他の自
然エネルギーと同様に）重要な政策であり、分散
型電源から送配電網に余剰電力を売り戻すことを
認めている。ネットメータリング法は現在少なく
とも10カ国と米国内の43州で定められている244。
ネットメータリングのほとんどは小規模設備へ適
用されるが、より大規模な設備についても保証す
る制度が増えている。少なくとも米国内の20州で
は、複数の顧客を対象に1MWまでのネットメータ
リングを認めている。ネットメータリング規定に
よっては、ネットメータリングが認められる総導
入量の上限を設定している。ただし、その上限は
しばしば変更されている。例えば、カリフォルニ
ア州では、それまでに定めていた上限の2.5%に達
しそうになったため、2010年にはネットメータリ
ングが適用される容量をピーク時の電力需要の5％
へと引き上げた。ネットメータリングは発展途上
国でも増え続けており、例えばタンザニアやタイ
にも存在する。新たな規定は、正味の余剰発電、
自然エネルギークレジットの帰属、コミュニティ
所有システムなどの課題についても対処している
ため、ネットメータリング法はますます改善され、
より洗練されつつあるといえる。

補助金とネットメータリングに加えて、いくつか
の地域では建築基準を通じて数種類の新規建築物
に太陽光発電の義務付けを始めている。著名なの
はスペインの2006年の建築基準である。太陽光発
電導入をある種の新規建築物や改築の際に義務付
けている（太陽熱温水器も同様；次項を参照）。同
様の義務付けが米国の数州にもある。カリフォル
ニア州の「ソーラー・ホームズ・パートナーシップ」
では住宅事業者に対し、2011年以降は50棟以上の
集合住宅に太陽光発電を標準仕様とすることが義
務付けられている。コロラド州とニュージャージー
州の2009年の新たな建築法では、住宅事業者は太
陽光発電付きの住居を建てるか、太陽光発電を付
ける選択肢を購入者に与えるよう義務付けられて
いる。都市レベルの更なる建築規準の事例は表R13
に示す。
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【太陽熱および他の自然エネルギーによる給湯と暖房】
新規建築物に対する太陽熱温水器の設置の義務付
けは国レベルでも地方レベルでも順調に増加して
いる。イスラエルは長年にわたって国レベルの法
令を持つ唯一の国であったが、スペインもこれに
続き、2006年には新築と改築については太陽熱温
水器を一定以上導入するよう義務付ける国の建築
規準法を定めた。太陽熱温水器は、気候区分、消
費レベル、予備熱源の種類によって、30～70％の
温水需要を賄うことが要求される。現在他の多く
の国でも同様に定められている。インドの国家省
エネルギー基準では、集中型温水器を備えた住宅、
ホテル、病院に対し、少なくとも温水の20％を太
陽熱から給湯するよう義務付けている245。2010年に
韓国は、1000㎡以上の新しい公共建築物に対して、
消費エネルギー総量の少なくとも5％を施設内に設
置される自然エネルギー設備で供給するよう定め
ている。ウルグアイはホテルやスポーツ施設など
多量の温水を必要とする商業施設に対して太陽熱
温水器を義務付けている。中国は国全体で、太陽
熱温水器を一定の新築物件に導入するよう定める
ことを計画している246。2009年にハワイ州は米国の
州としては初めて、戸建ての新築住宅に対し太陽
熱温水設置を義務付けた。

自治体でも太陽熱温水条例が制定されている。ス
ペイン全土で70以上の自治体が国政府に先駆けて
義務化を行った。バルセロナは義務化を行った最
初の都市であり、2000年から施行し、2006年には
全ての新規建築物と改修を対象とするよう改訂し
た。バルセロナは給湯用に必要となるエネルギー
の60％を太陽熱由来とするよう義務付けている。
他の自治体の例として、中国では連雲港、日照、
深川があり、全ての住居用新規建築物（連雲港と
深川では最大12階建てまで）と、ホテルと商業ビ
ルの新築と改修（連雲港のみ）に対し、太陽熱温
水器の導入を義務付けている。インドでは、ナー
グプルとラージコットが新築住宅（ラージコット
では150㎡以上、ナーグプルでは1500㎡以上）に太
陽熱温水器導入を義務付けている。ナーグプルで
は追加的なインセンティブとして10％の固定資産
税の還付も行っている。ブラジル最大の都市、サ
ンパウロでは800㎡以上の新規建築物に太陽熱温水
器導入を義務付けている247。2009年には、他の都市

でも太陽熱温水器の義務付けが検討されており、
イタリアのローマでは新規建築物に対し、給湯の
30～50%を太陽熱由来とすることが検討されてい
る。

EUでは、自然エネルギー熱利用を促進する一連の
政策が新たに定められている。ドイツの自然エネ
ルギー熱法は2009年に成立し、全ての新規住宅は
少なくとも20％の暖房と給湯需要を太陽、バイオ
マス、地熱などの自然エネルギーから賄うことを
義務付けている248。少なくともドイツの州の一つは
既存建築物が改修される際に自然エネルギーを導
入するよう定めている。ドイツ全体での目標は、
2020年までに地域熱供給を含めた熱需要の14％を
自然エネルギーにより賄うことである。リトアニ
アも同様の目標を持っており、2020年までに自然
エネルギーにより熱需要の23％を、バイオマスに
より集中型地域熱供給の70％を賄うとしている。
スコットランドと英国はバイオマス熱利用に数
1000万ポンドの助成金を支給してきた。2009年後
半と2010年始めに、EU議会は2020年にEU全体で
新規建築物へ高い「エネルギー性能」を義務付け
るための指令を作成していた。「エネルギー性能」
には建築物のエネルギー需要に対する自然エネル
ギー導入も含まれている。指令では既存建築物の
改修と公共の建築物や貸与物件も対象とすること
を目指している。

ここ数年間、中国は太陽熱温水器設置の長期的な
国家目標を持つ数少ない国の一つであった。その
目標値は2010年までに1億5000万㎡、2020年までに
3億㎡である。（この目標値を達成すると、2020年
までに中国の全ての世帯の4分の1以上と相当数の
商業ビルや公共建築物に太陽熱温水器が設置され
ることになる。）多くの都市部では建築物の設計と
建設に太陽熱温水器設置が組み込まれている。中
国以外でも、太陽熱温水器設置の目標値が定めら
れている国があり、インドは2022年までに2000万
㎡、モロッコは2020年までに170万㎡、チュニジア
は2012年までに74万㎡を目標としている。

太陽熱温水器の資本補助金は多くの国や州で給付
されている。少なくとも20カ国、おそらくさらに
数カ国が太陽熱温水器／暖房への投資に対し、資
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本助成金、リベート、付加価値税免除、投資税額
控除を提供している。こうした国にはオーストラ
リア、オーストリア、ベルギー、カナダ、チリ、
キプロス、フィンランド、フランス、ドイツ、ギ
リシャ、ハンガリー、日本、オランダ、ニュージー
ランド、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、
英国、米国、ウルグアイが含まれる。資本助成金
や税額控除はシステム費用の20～40％とするのが
一般的である。米国は多くの州レベルの払い戻し
や税額控除に加えて、30％の連邦税控除（2016年
まで）を行っている。ドイツの大規模な設置に向
けてのインセンティブは、暖房、冷房、産業プロ
セス用の大型システム（40㎡以下）への低利融資
や30％補助である。米国の大半の州とカナダの一
部の州でも、資本補助金を提供している。電力需
要を押さえるために資本補助金を提供している電
力会社もある。例えば南アフリカのESKOMは2007
年に需要管理プログラムに太陽熱温水器を組み込
み、5年間で100万台の導入を計画している。

太陽熱温水器を促進するための政策はほかにも定
められているか、あるいは作成途中である。ブラ
ジルの都市ベティムは全ての公共住宅に太陽熱温
水器を導入しているところである。イタリアの自
然エネルギー証書（いわゆる「ホワイト証書」）は
太陽熱温水器にも適用される。EU委員会は太陽熱
を含めた自然エネルギー熱利用の促進政策を検討
しており、新たな指令となる可能性がある（即ち、
電気、輸送、熱を含めた包括的な指令となりうる）。
北アフリカと中東の数カ国では太陽熱温水政策、
建築規準法や促進プログラムを引き続き作成して
おり、こうした国にはエジプト、ヨルダン、モロッ
コ、シリア、チュニジアが含まれる。

【バイオ燃料政策】
輸送燃料へバイオ燃料を混合させることは少なく
とも41の州、県と24カ国で義務付けられている（表
R12参照）。通常は10～15％のエタノールをガソリ
ンに、または2～5％のバイオディーゼルをディー
ゼル燃料に混合するように決められている。この
様な義務付けは13のインドの州、地域、中国の9省、
米国の9州、カナダの5州、オーストラリアの2州、
国レベルでは少なくとも14カ国の発展途上国で行

われている。米国の数州を含む多くの地域では政
府用車両にバイオ燃料の使用を義務付ける動きが
起こっている。

ブラジルは「ProAlcool」プログラムのもとで30年
にわたりバイオ燃料の混合を義務付けており、世
界を牽引している。混合比率はときおり調整され
るが、法的に20～25％の範囲で留まっている。全
ての燃料補給所で、ガソホール（E25）または純エ
タノール（E100）の両方を販売するよう定められ
ている。混合の義務付けは多くの促進政策ととも
に進められており、促進政策には小売り促進制度
や車両への税制優遇（「フレックス燃料車」と純エ
タノールで走行の車）が含まれている。ブラジル
はまたB2-B3バイオディーゼル混合を2008年から義
務付け始め、2010年始めにB5に混合比率を引き上
げた。

混合の義務付けに加えて、いくつかのバイオ燃料
目標値や計画により将来のバイオ燃料利用の水準
が定められている。米国の「自然エネルギー燃料
基準」では燃料小売り業者に2022年までに360億ガ
ロン（1360億リットル）となるよう毎年バイオ燃
料混合を進めていくよう求めている。英国は同様
の自然エネルギー燃料義務を持ち、2010年までに
5％と定めている。日本の長期的なエタノール生産
戦略は2030年までに年産60億リットルを定めてお
り、これは輸送にかかわるエネルギーの5％にあた
る。中国は2020年までに130億リットル相当のエタ
ノールと23億リットルのバイオディーゼルの生産
を目標としている。南アフリカの戦略では2％のバ
イオ燃料を目指している。

輸送エネルギーに占める自然エネルギーの割合に
ついてのEU内での目標には、ベルギー（2010年ま
でに5.75％）、クロアチア（2010年までに5.75％）、
フランス（2015年までに10％）、ポルトガル（2010
年までに7％のバイオディーゼル）がある。これと
は別にEU全体では、2020年までに持続可能なバイ
オ燃料と電気自動車の双方を含めて輸送用エネル
ギーの10％にすることを目標にしている249。EU全
体での目標値には、持続可能性についての新たな
定義が取り入れられているが（補足7参照）、この
定義にはバイオ燃料の持続可能性のさまざまな基
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準が付け加えられている250。

燃料税の免除や製造に対する補助金は重要なバイ
オ燃料政策となっている。生産補助金が最も高額
なのは米国で、連邦政府は2010年に45セント／ガ
ロン（13セント／リットル）の税額控除をエタノー
ル混合に支給している。またバイオディーゼルへ
の1.00ドル／ガロン（28セント／リットル）の税額
控除もある。多くの米国の州が生産に関する優遇
措置や売上税減額や免除を適用させている。カナ
ダはエタノールにカナダドル10セント／リットル、
バイオディーゼルにカナダドル20セント／リット
ルの生産補助金を支給している。補助金が適用さ
れるのは最初の3年間でその後は対象外となるが、
エタノールが年産20億リットル、バイオディーゼ
ルが年産6億リットル増産されることが期待されて
いる。カナダの5州は製造者へのインセンティブや
カナダドル9～20セント／リットルの税免除を有す
る。生産に対し税制上のインセンティブを持つ他
の国はアルゼンチン、ボリビア、コロンビア、パ
ラグアイ、ポルトガルなどがあげられる。

バイオ燃料の税額免除制度は少なくとも次にあげ
るEU10カ国、ベルギー、フランス、ギリシャ、ア
イルランド、イタリア、リトアニア、スロベニア、
スペイン、スウェーデン、英国に存在する。燃料
税を免除するOECD諸国は他にカナダとオースト
ラリアがある。また、アルゼンチン、ボリビア、
コロンビア、南アフリカといったいくつかの発展
途上国にも税額免除制度がある。燃料税免除はし
ばしばバイオ燃料への投資や取引に対する他の税
制上の優遇措置とともに用いられる。

補足７. 持続可能性の焦点：バイオ燃料とバイ
オマス

自然エネルギーの投資規模と存在感が2005～
2010年に急増したため、様々な自然エネルギー
技術の持続可能性が重要な問題として提起され
ている。一般の人々や政策策定者の関心をひき
つけ注目を浴びた話題は、土地利用と生物多様
性、森林減少、騒音と美観、製造工程での有害
副生成物、食料安全保障と市場への影響、鉱物
資源の含有などである。持続可能性への懸念か
らしばしばライフサイクルでの正味の温室効果
ガス排出量や正味のエネルギー生産量にも注目
が集まった。これらの問題は全ての技術への監
視度合いを高めたが、特にバイオエネルギーの
持続可能性は2008年から2010年にかけて政策上
の関心を集めた。

近年の政策的な関心はバイオ燃料の持続可能性
に集中している。なぜなら持続可能性のセーフ
ガードがなければ、バイオエネルギーの環境的、
経済的、社会的費用は極めて高くなる可能性が
あるからである。つまり、持続可能性に関する
政策手段は大きな影響力を持ちうるのである。
これは特にライフサイクルでの正味の温室効果
ガス排出量、穀物生産と関連した生物多様性の
影響、食料安全保障への影響、地域住民への土
地利用権の侵害について当てはまる。政策は原
料や穀物の種類、バイオ燃料が生産される土地
の種類、エネルギー転換の技術を左右し、さら
にはバイオエネルギーの持続可能性に影響を与
える。国際的な貿易政策もまた、どのバイオエ
ネルギーが取引されるか、すなわち持続可能性
にも影響を与える。

例えば、輸送用途の液体バイオ燃料は現在最も
注目されているバイオエネルギーである。近年、
いくつかの国や地域では持続可能な液体バイオ
燃料生産と使用についての政策の制定や基準の
適用が行われており、特にEUや米国で顕著で
ある。2009年のEU自然エネルギー指令は、
2020年までに自然エネルギーから輸送用エネル
ギーの10％を賄うよう定めたもので、今日最も
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包括的で義務的な持続可能性基準である。指令
では2017年までに使用するバイオ燃料のライフ
サイクル、正味の温室効果ガス排出量をガソリ
ンやディーゼルと比べて50％以下とするよう定
めている（2011年の開始時には35％以下）。加
えて、バイオ燃料の原料は生物多様性の高い土
地、炭素含有量が豊富な地域、森林地域、湿地
では栽培するべきではない。よって指令には社
会面での要請は含まれていないが、社会的影響

（たとえば、食料安全保障や土地の権利）の報
告義務が全てのEU加盟国で定められている。

EUと同様に、米国の自然エネルギー燃料基準
（RFS）とカリフォルニアの低炭素燃料基準
（LCFS）の双方がライフサイクルでの正味の温
室効果ガス排出量を化石燃料と比べて一定の水
準とするよう求めている。米国RFSは2022年ま
でにバイオ燃料生産量のうち少なくとも半分以
上はライフサイクルでの排出量を50％に削減す
るよう定めている。カリフォルニアのLCFSは
性能基準であり、2020年までに輸送エネルギー
の単位あたり最低10％の排出削減を要求してい
る。連邦基準とカリフォルニア基準の双方が現
在は温室効果ガス排出量のみに関するものだ
が、カリフォルニアはその政策を将来利用が増
える液体バイオ燃料に関係する持続可能性基準
に拡大することを計画している。ブラジルは
2009年にサトウキビ由来のエタノールについて
サトウキビ栽培拡大のゾーニング規制と社会的
手続きなどを含む、持続可能性に関する新たな
政策を採用している。

持続可能性についての義務的政策に加えて、い
くつかの自主的なイニシアチブが世界中に存在
する。最も包括的なものとしては、持続可能な
バイオ燃料の円卓会議があり、広範囲な討議の
のちに2009年に持続可能性基準の最初の見解を
発表した。円卓会議は試験的な運用を始めてお
り、持続可能性の必要条件について詳細に検討
するための専門家グループの招集を行ってい
る。他の世界規模のイニシアチブとして、32の
国、国際機関、産業協会からなるグローバル・
バイオエネルギー・パートナーシップ（GBEP）

がある。また特定の原料に特化したイニシアチ
ブがあり、持続可能なパーム油のための円卓会
議（RSPO）、ベター・シュガーケイン・イニシ
アチブ（BSI）、責任ある大豆に関する円卓会議

（RTRS）、森林管理協議会（FSC）などがあげ
られる。これらのイニシアチブは持続可能性の
要件を設定するための特定のサプライチェーン
に関わる利害関係者の協働を表している。多く
の自主的なイニシアチブは法令遵守を示すため
の独自の認証制度を持っている。

電気や熱生産に使われる気体や固体のバイオマ
スといったその他のバイオエネルギーについて
は、持続可能性の観点からは注目を集めていな
い。しかし、これらのバイオエネルギーの利用
が増えるにつれて状況は変わってきている。例
えば、先進国でも発展途上国でも、多くの国が
著名な国際組織と同様に、2005年のG8により発
足した国際組織グローバル・バイオエネルギー・
パートナーシップに参加している。パートナー
シップは全てのバイオエネルギーの持続可能性
基準をまとめ、自主的な国別の実施の基礎とな
る合意文書を2011年までに作ることを目指して
いる。国際標準化機構（ISO）も自主的なバイ
オ燃料の持続可能性基準作りを2010年に開始し
ているが、成果物には数年間かかると思われる。

出典：巻末注250参照
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【グリーン電力購入と自然エネルギー電力証書】
現在600万以上のグリーン電力の顧客がEU、米国、
オーストラリア、日本、カナダに存在する251。グリー
ン電力購入と電力会社のグリーン料金プログラム
は、促進政策、民間のイニシアチブ、電力会社の
プログラム、政府による購入などとあいまって成
長を続けている。グリーン電力購入の柱は、電力
会社のグリーン料金プログラム、電力規制緩和や
自由化を通じて可能となった独立系電力事業者に
よる小売り競争（「グリーンマーケティング」と呼
ばれる）、自主的な自然エネルギー証書取引の３つ
である252。市場の拡大に伴い、通常の電力に対する
グリーン電力の価格差は縮小してきている。

国によっては、グリーン電力購入とグリーン料金
制度を1990年代後半から取り入れている。EU諸国
の大半では、市場に占めるグリーン電力の割合は
依然として小さく、5％以下である。オランダは
2005年～2008年の間グリーン電力を先導していた。
これは化石燃料由来の電力への高い税制とグリー
ン電力への税額免除が一因となっている。最大時
には、オランダで300万以上のグリーン電力購入者
がいたが、上記の税制と免税措置が撤回されたた
め2007年には230万人に減少している。

ドイツはオランダを追い抜いて、EUのグリーン電
力を先導している。2008年には220万のグリーン電
力購入世帯（6.2TWh）があり、15万の企業顧客

（4.8TWh）がいると推計されている。ドイツの市
場は2006年には75万の顧客数だったことと比べる
と、近年最も急速に発展している。EU域内で大規
模なグリーン電力市場を持つ国は、他にオースト
リア、フィンランド、イタリア、スウェーデン、
スイス（2007年の顧客数は60万）、英国などがあげ
られる。EU域内でも国によっては、グリーン電力
ラベルが顧客の信頼性を高めるために導入されて
おり、ドイツでは「gruner strom」や「ok-power」、
スイスでは「nature-made star」がある。

EU域内の18カ国が、自然エネルギー証書（RECs）
の発行、譲渡、買い戻しを扱う枠組みであるEUエ
ネルギー証書システム（EECS）に参加している。
EECSはRECsと連動した「原産地証明」の発行も
始めている。これは自然エネルギー電力の発電者

に電源の由来を明らかにさせるものである（2001
年のEU指令と2004年の政令で定められた）。2006
年の67TWhの3倍となる合計209TWhの証書が2009
年中に発行された。水力発電が証書取引の主要な
発電源であり、2009年の証書の91％にのぼる（ノ
ルウェーは水力発電の主要国であり、2009年の
EECSにおける全証書発行量のうちの62％を占め
た）。加盟国と証書発行事業者数が増えるにつれて、
発電源証明の情報開示に使われる証書も急増して
いる（2009年には150TWh）。

米国では、2008年には100万以上のグリーン電力顧
客が24TWhを購入している。これは2007年の
18TWhからの増加となり、2006年の12TWhの2倍
である。家庭と小規模事業者へのグリーン電力の
小売り価格上乗せ分は1～3セント／kWhが多いが、
1セント／ kWhを下回ることもある。現在では全
米で850社以上の電力会社がグリーン料金プログラ
ムを提供している。6州以上で電力会社や電力供給
者に対して顧客にグリーン電力商品を提供するよ
う求める規則がある。米国では航空宇宙産業から
自然食品会社に至るまでの大企業の多くが、自主
的にグリーン電力を購入している。米国環境保護
庁による「グリーン・パワー・パートナーシップ」
には1200以上の企業や機関が参加しており、2009
年末時点では、毎年合わせて17TWh以上を購入し
ている。（インテルは最大のグリーン電力購入者で
あり、2009年には1.4TWhを購入している。）

他の国でもグリーン電力購入において進展が見ら
れる。オーストラリアでは90万のグリーン電力購
入世帯、3万4000の購入企業があり、2008年の購入
量合計は1.8TWhに達した。日本のグリーン電力証
書システムは2006年に58GWhを販売し、販売先の
多くは企業、非営利団体、自治体であり、個人で
の購入は少ない。日本自然エネルギー株式会社は
証書販売の最大手であり、50社以上の大企業を顧
客としている。いくつかの日本の電力事業者はグ
リーン電力基金制度を提供しており、顧客が自主
的にグリーン電力への投資を援助する制度となっ
ている。2007年には約3万5000の顧客が参加してい
た。カナダでは、電力会社や独立系販売会社を含
めた約12団体がグリーン電力の選択肢を顧客に提
供している。南アフリカでは少なくとも一企業が
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小売り客に砂糖製造時のバガスを用いたグリーン
電力を提供している。

【都市や自治体による政策】
世界中の都市や自治体政府が温室効果ガス排出量
を削減し、自然エネルギーを促進するための政策
を次々と制定している。その動機は様々であり、
気候変動対策、大気汚染の改善、エネルギー安全
保障、持続可能な地域開発などである。さらに自
治体政府は多様な役割を担うことができる。それ
は政策決定者、計画管理者、公共のインフラの管
理者、市民と企業の模範となることである。

REN21が2009年に発行した報告書、「地方自治体の
自然エネルギー政策に関する世界白書」は自然エ
ネルギーを推進するための自治体の政策と活動に
ついての概要を示しており、EU、米国、ラテンア
メリカ、オーストラリア、ニュージーランド、中国、
韓国、日本の180の都市と自治体を調査したもので
ある。その中では自治体政策を5つに大きく分類し
ている。目標設定、法的責任に基づく規制、地方
自治体によるインフラの管理、模範としての自主
的取り組みと公共調達、情報提供と普及啓発であ
る。これら5つの分類のうちでの主要な発見のいく
つかについて下記に要約する。報告書にはこれら
の政策の事例が数多く掲載されており、そのいく
つかは表R13にまとめられている253。

地域レベルで自然エネルギーを推進しているほぼ
全ての都市はなんらかの自然エネルギー目標や炭
素排出（CO2）削減の目標を設定している。調査
を行った180の自治体のうち、少なくとも140は、
自然エネルギーと二酸化炭素のいずれかあるいは
双方についての将来目標を定めている。典型的な
CO2排出削減目標は基準レベル（通常は1990年レ
ベル）から2010～2012年までに10～20％削減とい
う、京都議定書の目標に合わせたものである。
2020年やそれ以降のCO2目標値は近年増えており、
典型的には2020年までに20～40％の削減だが、
2050年までの目標を定めているところもある。一
方、将来のある時点で全面的にまたは部分的に

「カーボンニュートラル」（正味の排出量ゼロ）と
する目標値を持つ都市もある。新しい形のCO2目

標値として一人当たり排出量があり、いくつかの
都市は将来の削減をこの指標で示している254。

自然エネルギーに特化した目標値にもいくつかの
種類がある。一つは電気使用量に占める自然エネ
ルギーの割合であり、10～30％に設定している自
治体がある。自治体の中には、自治体の建築物、
車両、業務などで自治体が使用する電力に占める
割合を目標に設定しているところもある。こうし
た「自らの利用」についての目標は10％から100％
まで幅広く設定されている。他の種類の目標とし
て、エネルギー全体に占める自然エネルギーの割
合（例えば、電力だけではなく、輸送や熱も含め
たもの）、建築部門のように特定の部門でのエネル
ギーに占める割合を定めたものがある。目標値の
なかには、導入される自然エネルギーの総量を定
めたものがあり、太陽光発電や風力発電のメガワッ
ト数、太陽熱温水器の総面積などがある。

自治体の責任と権限に基づく規制には多くの種類
がある。広く採用されている要素の一つとして、
自然エネルギーを組み込んだ都市計画がある。ほ
とんどの計画は都市開発に自然エネルギーを体系
的、長期的に統合することを要請している。計画
の中には５年程度の比較的短期間なものもあるが、
多くは2020年や2030年におよび、2050年のものも
ある。調査対象となった180の自治体のうち、少な
くとも半分が自然エネルギーを組み込んだ何らか
の都市計画を持っている。

最近導入されるようになったもう一つの形式の規
制的手法は、自然エネルギーを建築基準や建築許
可に組み込むものである。いくつかの制度では太
陽熱温水器を一定規模以上の新規建築物に義務付
けている。他にも太陽エネルギーを建物の設計に
採り入れる機会を持たせるため、建築前に設計の
審査をするものがある。また、建物の設計に、自
然エネルキーを将来的に容易に設置できるような
取付け口や機能を組み込ませることもある。180の
自治体の中で、少なくとも35は、自然エネルギー
を組込んだ何らかの建築基準や許認可政策を持っ
ている。

他にも、自然エネルギーのための規制的措置が次々
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と採用されている。税制に関する権限を持つ自治
体では、自治体レベルで自然エネルギーへの税還
付や免除が可能であるが、これらは一般的ではな
い。180の自治体のうち、12だけがこうした制度を
持っていることが確認されている。住宅への導入
に対する固定資産税還付や減税が最も一般的であ
る。固有の規制措置の事例としては、米国のオレ
ゴン州にあるポートランドが挙げられる。同州で
は、市域内で販売される全てのガソリンやディー
ゼル燃料にバイオ燃料を混合しなければならない。
他の例としては、ブラジルのベティムでは全ての
タクシーにバイオ燃料利用を義務付けており、日
本では東京都が都内の大規模事業者への炭素排出
の総量規制と取引制度を定めている。

規制措置に関連して、自然エネルギーの企画立案、
規制、推進を行うために、自治体内に担当部署や
市場整備のための調整役を設置することがよく見
られる。こうした機関には規制的な機能を持たせ
たり、情報提供、研修、融資、ステークホルター
の招集、広報などを行う「市場整備」のための機
関とすることができる。多くの場合、自然エネル
ギーの推進を担当する行政部署や機関は、両方の
役割を担う。

自然エネルギーを地方自治体のインフラと業務に
採り入れるためには多くの方法がある。自治体の
インフラや業務にグリーン電力を購入することを
決定している都市もある。その一方で、自治体用
の車両や公共交通車両にバイオ燃料を購入してい
る都市もある。バイオ燃料関連の購入の場合は、
従来の車両よりも多くのバイオ燃料の混合が可能
な代替燃料車両に対する投資となる。多くの都市
では、自治体の建物、学校、病院、娯楽施設、そ
の他公共施設に自然エネルギーを設置するように
投資している。コミュニティまたは地区規模の熱
供給システムを有する都市も、バイオマス・コジェ
ネレーション工場などの自然エネルギー由来の熱
利用インフラに投資している。180の自治体の中で
は、少なくとも90の自治体が、自らのインフラと
運用に関する政策を持っている。

電力会社の運用に関しては、市民に供給を行う電
力会社に対し直接の管理権限を持っている地方自

治体は世界でもほとんどない。しかし、全面的も
しくは部分的な管轄権が存在する場合や、地方お
よび国の政府を通して間接的に地域の規制がなさ
れる場合に、自然エネルギーに関する数多くの電
力政策が可能になる。これには、固定価格買取制
度（FIT）、自然エネルギー割当基準（RPS）、ネッ
トメータリング、化石燃料由来の電力購入への炭
素税、電力会社によるグリーン電力販売が含まれ
る。固定価格買取制度（FIT）は、国家レベルでは
大変一般的で、州、県レベルではいくつかあるも
のの、自治体レベルではあまりない。しかしながら、
都市および自治体レベルで固定価格買取制度（FIT）
を検討し、この政策の実行を模索しているところ
もある。米国で最初に固定価格買取制度（FIT）を
導入した都市は、2008年のフロリダ州のゲーンズ
ビルで、2010年からはカリフォルニア州サクラメ
ントも固定価格買取制度（FIT）を開始する255。

こうした規制的措置の他にも、多くの都市では、
自然エネルギー推進の自主的な取組みを行ってお
り、民間セクターやその他の団体の模範となって
いる。デモンストレーション・プロジェクトは非
常に一般的である。エンド・ユーザーが自然エネ
ルギーを設置するための補助金や助成金、貸し付
けは、特定の国や地域では広く普及している。180
の自治体の中の少なくとも50がこうした制度を
行っている。

その他の自主的な行動として、しばしばプロジェ
クト提案を募集し、公的もしくは民間のプロジェ
クトに投資する政府投資ファンドが含まれる。ま
た、民間およびコミュニティのイニシアチブを支
援または促進する様々な手法も存在する。この分
野で増えているのは、都市が住宅所有者や事業者
に自然エネルギー投資のための低利融資を行うこ
とや、固定資産税や評価システムを通して払い戻
しを行うことである。カリフォルニア州のバーク
レイはこうしたプログラムを早期に成立させた都
市のひとつである。2009年には米国の13州が地方
自治体にこうしたプログラムを創設することを認
めるいわゆる「PACE」（クリーンエネルギーの資
産評価）優遇権限を成立させている。また、自主
的な行動という分類には、プロジェクトのために
地方自治体の土地および建物の屋上を提供したり、
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またはその開発に際して持続可能性を保つことを
条件として土地を売却する例もいくつか含まれて
いる。最後に、都市の中には、公共的なバイオ燃
料スタンドへの補助金を払うことを選択している
ところもある。それには、従来のタンクおよびポ
ンプを取り替える設備コスト、またバイオ燃料の
生産および流通のコストが含まれる。

自発的な情報提供および推進活動は、多岐にわた
る。180の自治体の多くが行っている取り組みには、
公共メディア・キャンペーンとプログラムがある。
他にも、啓発活動と受賞制度、ステークホルダー
の組織化、フォーラムおよび活動団体、研修プロ
グラム、地域のステークホルダーによる融資のア
クセス有効化、ステークホルダーが所有するプロ
ジェクトの有効活用、コミュニティの参加の障壁
除去、エネルギー監査とGISデータベース、自然エ
ネルギー潜在量の分析、情報センター、デモンス
トレーション・プロジェクトの始動と支援などが
ある。

自治体政府は資源を共有する組織に参加しており、
連携組織や支援ネットワークを通して共同宣言を
行っている。EUの「市長誓約」は2008年に始まり、
2010年始めまでにEUを中心に1600以上の都市や町
が参加している256。市長誓約に参加している都市や
町は2020年までに20％のCO2削減に同意しており、
その削減を実現するための実行計画を作成し導入
することに賛成している。2007年の12月にインド
ネシアのバリで行われた国際連合の気候変動枠組
条約締約国会議において、世界市長・自治体気候
変動防止合意が打ち上げられた。署名をした自治
体は、温室効果ガス排出量の毎年の低減と削減効
果の計測と報告、更には自然エネルギーについて
も報告することに賛同している。この協定は他の
いくつかの協定に続くものとなっている。例えば、
全米市長気候保全協定は2012年までに1990年比7％
の削減を目指しており、700以上の米国の都市が加
盟している。同様の目標を持つ団体やイニシアチ
ブは以下の通り数多くある。気候変動に関する世
界市長・首長協議会、EUソーラーシティ・イニシ
アチブ、オーストラリア・ソーラーシティ・プロ
グラム、インド・ソーラーシティ・プログラム、
全米ソーラー・アメリカ・パートナーシップ、国

際ソーラーシティ・イニシアチブ、イクレイ自治
体自然エネルギー・モデルコミュニティ・イニシ
アチブ、イクレイ気候変動防止都市キャンペーン
などである257。
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第5章. 農村地域（独立型）の自然エネルギー

自然エネルギーは、伝統的なエネルギー源に頼り
続けている何十億もの人々に、近代的なエネルギー
へのアクセスをもたらす。これは、自然エネルギー
が持つ重要な役割といえる。世界ではおよそ15億
人もの人々が未だ電気へアクセスできないでいる。
更にはおよそ26億人が日々の食事を調理するため
に木材、藁、炭、排泄物に依存し258、多くの人々が
燃焼効率の悪い焚き火で食料を加熱している。こ
のことは、世界の人口の1/3以上の人々が100年、
あるいは1000年前とほぼ同じ方法で調理している
ことを示している。照明に関しては、通常電気の
ない家庭では、照明へのエネルギー変換効率がと
ても悪い灯油ランプを使用している。通信も高価
ではあるが乾電池によって作動するラジオに限定
されている。

発展途上国の多くの農村地域では、電力系統への
接続は何十年もかかるか、あるいは経済的にほぼ
不可能である。しかしながら、今日では電力系統
システムの拡大を待たなくても、系統から送られ
て来る電力や、石炭を中心とする燃料の代わりに
なるものがある。その代わりとは、特定のエンド
ユーザーや一般的な農村地域のどちらにも供給で
きる、様々な新しい自然エネルギーシステムのこ
とである。すなわち、独立型の自然エネルギーシ
ステムの普及を加速させれば、近代的なエネルギー
サービスへの移行を早めることが可能になる。

農村地域における新しい自然エネルギーシステム
への変革
農村地域の伝統的なエネルギーから近代的なエネ
ルギーへとの変革は、家庭や小規模工業の分野に
おいて、多くの国で確実に進められている。「伝統
的」あるいは「近代的」とは、燃料の種類と共に
燃料の利用方法をも含めた言い方である。例えば、
薪を伝統的な手法であるたき火で燃やすと非常に
効率が悪くかつ高レベルの汚染物質を排出するが、
木質チップであれば、高品質の「近代的」調理用
燃料としてガス化あるいは燃焼することができ、
燃焼効率も高く汚染は少ない。家庭用の照明の場
合、灯油ランプが伝統的な照明方法であるが暗く
効率も悪い。一方電気ランプ（例えば太陽光発電

による照明）は灯油ランプやロウソクと比べると
100倍もの明るさを放つことができる259。電気照明
によって、夕方には家庭で読書や社交ができるよ
うになり、生産性も上がる。また、電気照明によっ
て、子供の学校への出席率が上げると関連付けら
れている260。

家庭用太陽光システム、数kW規模の水力発電によ
る小規模系統、太陽光送水ポンプ等の自然エネル
ギー供給源は、質の高い照明、通信、動力、冷暖
房など、近代的生活の必需品となるエネルギーを
遠隔地域にさえも供給することができる。より最
近では、バイオ燃料を中心とした発電システムの
開発も進められている。近代的な方法で提供され
る農村地域でのサービスは表3にまとめた。

残念ながら、発展途上国の農村地域における自然
エネルギー利用に関する統計は、国際的な機関に
よっても機能的に収集されていない。その結果、
発展途上国の系統のない地域での自然エネルギー
の進展を詳述するのは難しい。しかしながら、多
くの個別のプログラムや国に関する統計は存在す
る。次項では、発展途上国の遠隔地域で促進、適
用されている、より普及度の高い自然エネルギー
技術数種の傾向を解説する。
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家庭用の照明と通信
家庭用照明は農村地域の電気の中でも最も重要な
恩恵の一つである261。自然エネルギー技術の多くは、
農村世帯に高品質の照明を送るのに適している。
この技術には、ソーラーホームシステム、ピコ（1kW
以下）およびマイクロ（数kW規模）水力システム、
家庭用規模の醗酵槽によるバイオガス、ガスエン
ジンで利用できる小規模のバオイガス化装置、村
落用の小規模系統に繋ぐ太陽光と風力の複合利用
などが含まれる。新しいマイクロ照明システムも

「アフリカに明かりを（Lighting Africa）」等のプ
ログラムにおいて開発されている。家庭用照明に
必要となる電力はもともとわずかであるが、今日
普及している新しい照明技術を使えばより電力を

節約できる。

家庭用照明の改善に直接関係のある自然エネル
ギーには、ホームシステムやランタンなどのさま
ざまな太陽光システムがある。世界での実績を見
積もるのは難しいが、それでも特筆すべき成果が
いくつかみられる。バングラデシュでは過去8年間
に50万台近いソーラーシステム（多くのシステム
は50～75ワットピーク）が導入され、新しいプロ
グラムでは2012年までに130万台へ拡大させること
を目標としている262。2008年半ばに終了した中国の
再生可能エネルギー開発プロジェクトでは、40万
台以上のソーラーホームシステムが中国北西部で
販売された。販売先の多くは遊牧民で、遊牧民は
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新しい牧草地へ移動する度に、家畜の背中にシス
テムを乗せて運んでいる263。インドの新・再生可能
エネルギー省の試算では、2009年時点で50万台の
ソーラーホームシステムと70万個のソーラーラン
タンが国内で購入された264。スリランカでは約6万
台のシステムが2007年までに購入されたが、その
ほとんどが過去10年間におけるものである。

アフリカでは、ソーラーホームシステムの増加は
より緩やかである。それでも、2007年までに50万
台以上のシステムが大陸で利用されており、その
半分以上がケニアと南アフリカでの利用となって
いる265。2005年時点では、ケニアには25Wの中規模
のソーラーシステムが15万台以上存在しており、
普及も約30万世帯に達したとの報告もある266。この
2カ国を除くと、アフリカの農村地域におけるソー
ラーホームシステムの設置数は比較的少ない。

電力系統が農村地域の人口のわずか1/3にしか達し
ていないバングラデシュでは、ソーラーホームシ
ステムの販売に関して効果的な手法が適用されて
いる。2000年代始め、政府と出資者が農村地域の
エネルギー基金を設立した。販売会社とサービス
会社の16社からなるグループが、この基金を通じ
て約50万台のシステムを設置することに成功した。
このプログラムの要は、システムが高品質の基準
を満たし、技術とアフターサービスが保証されて
いる点にある。このグループにはGrameen Shakti 
やその他のマイクロファイナンス機関がいくつか
含まれている。これらの機関、および他のNGOに
よって販売が促進され、システムの質が保証され
ている。

他の具体的なプロジェクトの例としては、スリラン
カの「農村地域の経済発展のための再生可能エネル
ギープロジェクト（Renewable Energy for Rural 
Economic Development Project）」が挙げられる。
このプロジェクトもまた、消費者クレジットや、マ
イクロファイナンス機関と太陽光関連会社のネット
ワークを利用している。この販売網を通じて、太陽
光関連会社はソーラーホームシステムを販売し、オ
ペレーションと補修サービスを提供する。このビジ
ネスモデルはマイクロファイナンス機関と太陽光関
連会社間の覚書に基づいており、両者間の買い戻し

制度と消費者に対するサービスの責任を明確化する
ことが特色となっている。ソーラーホームシステム
の融資上の重要なプロジェクトパートナーであるサ
ル ボ ダ ヤ 経 済 事 業 開 発 サ ー ビ ス（Sarvodaya 
Economic Enterprises Development Service）は、
遠隔地への分散型エネルギーサービスの供給におい
てリーダー的存在でもあり、前述の手法を用いて
2002年から2006年までに7万台以上のシステムに対
して貸し付けを行った267。

家庭用の照明と同様に、通信では必要とされる電
力量はわずかなため、ソーラーホームシステムで
簡単に電力の供給ができる。中国では、50ワット
以上のソーラーホームシステムの照明に次ぐ主な
用途は、テレビを観る事である。実際に小売業者
はテレビ用としてシステムを売り込んでいる268。途
上国では蓄電池システムの多くがテレビを見るた
めに広く使われているが、最近では通信塔が普及
するにつれ、オプションとして携帯用の充電機能
が加えられてきている。

調理と熱利用
発展途上国の農村地域では、調理に利用されるエネ
ルギーのほとんどは、木材、わら、排泄物などの形
をした「再生可能なエネルギー」である。残念なが
ら、利用されているストーブは多くの場合はきわめ
て原始的で、燃焼効率も悪い。場合によってはその
結果、バイオマスの過度の利用や持続不可能な森林
管理慣行をもたらし、多くの発展途上国のバイオマ
スのストックを減らしてしまっている。

今日では改良型バイオマスストーブの次世代モデル
が工場や作業場で生産され、時には巨大な多国籍企
業によって後押しされている269。これらのストーブ
は通常5～10年以上の耐久性のある材料によって作
られており、多くが保証付きで販売されている。途
上国におけるバイオマスストーブの将来性は高い。
ストーブを市場に売り出すことの目的は、世界人口
の半分を占める最貧層に対して調理時のエネルギー
効率を高め、室内の大気汚染を減少させ、労働力や
現金による出費を抑えることである。

改良型調理ストーブ数の見積もりはさまざまである
が、世界保健機関と国際連合開発計画は、調理時に
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木材、わら、排泄物、石炭などの固形燃料に頼って
いる人々総勢30億人、140カ国を対象に調査を行っ
た270。調査によると、固形燃料を利用している人口
の1/3をわずかに下回るおよそ8億3000万人の人々
は、改良型調理ストーブを利用している（改良型調
理ストーブとは煙突付きの密閉式ストーブあるいは
囲い付きのたき火を示す）。その数は世帯数でいう
と1億6600万世帯にのぼり、内訳は中国が1億1600万
世帯、残りの東アジアが1300万世帯、南アジアが
2000万世帯、サハラ以南のアフリカが700万世帯、
ラテンアメリカでは800万世帯を超えている。

工場で生産される改良型ストーブの利用は現地生
産のストーブの利用と比べるとかなり遅れを取っ
ているが、これは企業の多くが過去5年間にビジネ
スを立ち上げたにすぎないためである。工場生産
のストーブは、現地生産のストーブより燃焼効率
は良く、耐久性も高い。過去数年前には市場に出
ていなかったにもかかわらず、およそ50万台の工
場生産のストーブが今まで販売されており、特に
広範なプログラムのあるインド、南アフリカ、ウ
ガンダ、ホンジュラス、グアテマラで販売されて
いる271。しかしながらプログラムの実施が数多く成
功しても、イニシアチブを発揮するには状況が困
難であることには変わりはない272。

ストーブが工場で生産されたり、地元で生産され
たりと幅が広がる中で、バイオガスシステムやソー
ラー調理器などの、より小規模でニッチな調理技
術も調理方法を改善する上で重要な役割を果たし
ているといえる273。バイオガスの調理への適用は発
展途上国で着実に進められているがペースは遅い。
これは原料が肥料であるために、家庭用バイオガ
スシステムが家畜所有者に限定されてしまうこと
も一因となっている。しかしながら、技術そのも
のが、およそ25年間さまざまな設計を施行してき
たことをもとに、少しずつ新たなものに変わりつ
つある。

中国には現在2500万台のバイオガスシステムがあ
り、そのうちのおよそ300万台は2009年に導入され
た274。インドでは、新・再生可能エネルギー省の最
近のデータによれは、同国には約400万台のシステ
ムが存在する275。また、ベトナムには15万台以上の

システムが存在する276。そしてネパールのバイオガ
ス支援プログラムには、民間セクター、マイクロファ
イナンス機関、コミュニティグループ、NGOが参
加し、過去10年間でバイオガスシステムが着実に導
入され、その数は20万台近くにも及ぶ277。

動力・灌漑・村落規模のシステム
通常、動力のためにエネルギーを利用する場合は、
家庭用サイズのシステムで発電される電力よりも
多くの電力が必要とされる。家庭用システムはほ
とんどのサイズに合わせて規模を拡大することが
できるが、充分な太陽光セルを設置する費用や、
大規模なバイオガス工場やマイクロ水力システム
を導入する費用は、財政的に手が出ないことがほ
とんどである。エネルギーを有効活用して機械を
動かすには、より多くの電力が必要となり、その
ためにはより大規模なシステムが必要とされる。
そこで、そのシステムがコミュニティの人々によっ
て共有され、さらに規模の経済を達成すれば、エ
ネルギーが手頃な価格となる。この様なシステム
には、マイクロ水力による小規模電力系統システ
ム、バイオマスのガス化装置と直接燃焼システム、
エンジンと発電装置を伴ったより大規模のバイオ
ガス醗酵槽が含まれる。飲料や灌漑用の揚水には、
機械式風力ポンプや太陽光送水ポンプを利用する
ことができる。

今日インドでは、およそ7000台の灌漑用太陽光送
水ポンプが存在する278。これらのシステムは、照明、
通信、調理に利用されている自然エネルギー技術
ほど数は多くないが、農村地域の収入を増やす上
で重要であるといえる。中国の農村地域の電化プ
ログラムが導入された初期の頃は、小規模及びマ
イクロ水力は孤立した地域のコミュニティでエネ
ルギーを自給自足させるために促進された。しか
しながら今日では、国内の系統が拡張するにつれ、
多くの小規模水力発電所が電力を系統に送るよう
になっている。2007年には中国で容量約50GW分の
小水力発電所が建設されたが、既存の系統に接続
されていないのは、そのうち3GW分の発電所にす
ぎない279。

村落規模の系統の一例としては、ネパールの「村落
マイクロ水力プログラム」（Nepal Village Micro 
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Hydro Program）が挙げられる。このプログラム
は30年以上にわたって低価格の技術開発を行い、コ
ミュニティが管理する行政システムの改革を進める
ことによって利益を得ている。このプログラムは着
実に拡大し、今では同タイプの発電が実現できそう
だと認められた51地区のうち、40地区、4万世帯で
導入されている280。このシステムを普及させる上で
の主な障害は、相対的にコストが高いこと、そして
住民達がコミュニティ全体でプロジェクトに協力す
る必要があることである。この問題に打ち勝つため
に、ネパールのプログラムではコミュニティが団結
し、初期の資本コストに対処できるような資金調達
メカニズムを構築した。

ブラジルでは、農村地帯で系統を利用する電化政策
の「最終段階」に達しているともいえる。国内の系
統は現在世帯の95%へ接続されたが、「全ての国民
に灯りを（Luz Para Todos）」プログラムは継続し
ている。このプログラムでは、電力系統の拡張や、
独立型のコミュニティ用あるいは世帯用システムを
利用した農村地域へのアクセスが拡大されている。
2010年までにこのプログラムを通じて、1100万人の
人々にさまざまな種類の独立型システムが提供され
た281。これは200万世帯に相当し、その多くの世帯
がブラジルの北西部に住んでいる。

独立型自然エネルギーへの資金提供における傾向
ここ数年、系統の拡張に補助金を与えることは、
単に電気や他のエネルギーサービスを拡充するも
のではないことに多くの政府が気づき始めている。
傾向としては、電気系統の拡張と独立型自然エネ
ルギーを一つのプロジェクトとして結びつける方
向に徐々に進んでいる。かつては、自然エネルギー
に融資する際の大きな問題はそのプロジェクトの
相対的な小ささであり、金融機関がローンを提供
するのを躊躇していた。民間の投資家も、問題の
ある法的枠組み、不安定な税金や補助金の制度、
地域の市場を開拓しようという地域のグループや
小売業者の不足など、同様に問題に直面していた。
しかしながら、系統をもとにした電力の融資には
こうしたことはあまり問題ではない。何故なら、
融資の規模が大きい傾向にあり、ローンも直接担
当の電力会社から組まれるためである。

独立型の電化プロジェクトに関する過去10年の傾
向によると、地元の民間あるいは国有銀行が農村
地域のエネルギープロジェクトに融資することを
条件に、多額の融資がこれらの銀行に行われてい
た。通常このような銀行や基金は、見込みのある
地域の自然エネルギーのポートフォリオを作成す
る。その一方で、プロジェクトの提案を見直したり、
新規の融資への要求に対応することもできる。そ
して銀行や基金は、世帯に直接貸し付けるのでは
なく、民間の企業、営業許可取得者、NGO、マイ
クロファイナンスグループを融資の対象とする。
ただ、融資を受けるには、農村地域の消費者に対
応する適切なビジネスプランを組み立てた後、エ
ネルギーサービスへの需要をまとめたり、プロジェ
クト用資金を申し込む必要がある。

この成功モデルはバングラデシュ、マリ、セネガル、
スリランカを含む多くの国で実施されている（補
足8を参照）。その結果、自然エネルギーの世帯用
システム、改良型バイオマスストーブ、村落ある
いはコミュニティ規模の小水力発電による系統シ
ステムの融資機関が全て同一のこともある。実際
のところ、これらの基金の多くは、最初はソーラー
ホームシステム等、本来一つの技術に特化してい
たが、徐々に他の自然エネルギーシステムや、枯
渇性エネルギーへのアクセスなどにも融資対象を
広げている。

融資方法は他にもたくさんあるが、その中でも技術
支援の助成金はかなり一般的になりつつある。この
助成金は、ソーラーホームシステムの市場開拓や、
他の近代的なエネルギーサービスへの持続可能なア
クセスをサポートするためのものであり、これに
よって民間セクターはコストを減らし、エネルギー
関連製品をより遠隔地域に販売することができるよ
うになった282。生産高ベースの助成金もいろいろあ
るが、これは技術支援と共に、農村地域用独立型エ
ネルギーサービスを供給するためのコストを部分的
に融資する283。他にも、将来的には規模の拡大が見
込まれる、革新的なパイロット・プロジェクトの融
資を支援するイニシアチブもある284。更に民間セク
ターの開発基金でも、民間が独立型エネルギーサー
ビスに取り組むことを支援している。最近では、世
間の評価も受けている大規模な電化製品製造会社
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が、会社の支援プログラムの一環として、ストーブ
や照明システムなど農村地域用の革新的なエネル
ギー機器を開発している。

ラテンアメリカで利用されているファイナンス方
法の一つとして、社会共同体一帯への助成金を供
給するプログラムの中に自然エネルギーを選択肢
として入れる方法がある。この方法で、世界銀行
はグアテマラの改良型バイオマスストーブに融資
している。こうした社会的な投資基金はコミュニ
ティ全体を支援することになるので、独立型の自
然エネルギーサービスを促進する公平な政策へと
繋がることになる。

自然エネルギーシステムの初期の資本コストは、
多くの場合世帯収入と比較すると高くつくため、
農村地域での独立型自然エネルギーの普及はゆっ
くりとしたものになっている。このシステムをもっ
と手に入れやすくするために、NGOやGrameen 
Shaktiのような優れたマイクロファイナンスグ
ループはクレジットラインを設けるようになった。
この結果、最近では数々のプログラムが成功を収
めており、このことは今後数年にわたって継続さ
れるべき望ましい傾向といえる。

最後に、多くの民間の炭素基金が、独立型エネルギー
プロジェクトを対象に炭素クレジットを積極的に提
供している。CDMと関連のある国際機関、特に世
界銀行コミュニティ開発炭素基金は、ソーラーホー
ムシステムを支援しており、最近ではバイオガスシ
ステム、改良型調理ストーブ、マイクロ水力開発、
更に他の技術にもその支援を拡大させている。この
傾向は、インドネシアのバリで開催された2008年国
連気候変動会議で改良型ストーブがCDMプロジェ
クトの対象となるとの決定がなされたことに関連づ
けられる。しかしながら、小規模なプログラムが炭
素基金の対象となるのは大変難しく、基本的な
CDMの手法を違反しない程度に簡素化する必要が
あるかもしれない。より一層の簡素化が進めば、現
在独立型自然エネルギーシステムに資金提供をしよ
うとする多くのグループは、貧困の削減と二酸化炭
素の排出量を減らすとの２つの目的を達成すること
ができるかもしれない。

補足8. マリの農村地域のエネルギー基金

マリの家庭用エネルギーと農村地域の電化に取
り組んでいる機関「AMADER」は農村地域の
電化に関し、標準的設計と独自のやり方の両方
を勧めている。この機関は農村地域の電気サー
ビスを提供するために現地の民間セクターの担
当者を決め、直接的あるいは間接的な助成金や
エンジニアリング、プロジェクトマネージメン
ト、プロジェクトの実現可能性の検討、マスター
プランについての助言を含んだサービスを提供
することに成功した。AMADERは、中小規模
の地域にも電力を供給できるように競争入札の
方法を利用し、系統に接続された世帯毎の助成
金を明確にし、入札者が最も低い価格をもとに
入札できるようにしている。

独自に始められた電化プロジェクトは個々の村
に役立つ様に小規模で、自発的なプロジェクト
である傾向が強い。現在では、AMADERは資
本コストの80%まで資金を提供し、助成金の支
払いに対処するためには地元の商業銀行を利用
する。この機関は実際には助成金の受領者を規
制し、助成金を受けるための条件として、認め
られる価格の上限を設定している。この価格は
AMADERによって開発されたサービス費用の
金融モデルをもとにしている。AMADERはさ
らにサービスの品質基準をも設けている。

マリだけが農村地域のエネルギー基金を有して
いる国という訳ではなく、途上国では基金を設
ける傾向にある。バングラデシュで農村地域の
エネルギー基金を管理しているIDCOLは、50万
台近くのソーラーホームシステムの普及に成功
し、さらに今やバイオガスや改良型バイオマス
ストーブなど他のサービスを拡大させている。
タンザニアでも、新たに2500万ドルの農村地域
の独立型電化プログラムが設立され、現在実施
されている。農村地域エネルギー機関は、農村
地域／自然エネルギーのクレジットラインの総
合的な設置を調整するために設立され、プログ
ラムの管理、新しいプロジェクトの促進、監視
と評価に関する責任も負う。
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あとがき「転換期における自然エネルギー」
ワールドウオッチ研究所
クリストファー・フレイヴィン執筆

世界白書は2005年から毎年世界の自然エネルギーの
要点を捉えている。2010年版では、「自然エネルギー
は世界経済や環境への広範囲な影響と共に転換期を
迎えている」との力強い話題を提供している。自然
エネルギーは政府の何百もの新しい政策や、加速す
る民間からの投資、過去5年間にわたる無数の技術
革新に支えられて、エネルギー市場の主流へと進ん
でいるのである285。

自然エネルギーの開発規模とそのパターンを理解す
ることは、エネルギーに対する投資額、化石燃料市
場、二酸化炭素排出量を分析する上で今まで以上に
必要とされている。

政策、技術、投資における着実な進歩は互いに補強
しあい、原子力産業の言葉を借りれば「クリティカ
ルマス」を形成している。本報告書の「市場の概要」
の章に記述されている動向はこの点を明確にしてい
る。自然エネルギーが前進しようとする勢いは、厳
しい世界不況によって世界の年間エネルギー利用量
が30年間で初めて減ったとの事実に直面しながら
も、引き続き発展を遂げたことに示されている。こ
の勢いは数年後も自然エネルギーをさらに発展さ
せ、驚くべき結果を多く生み出すであろう。

新しい産業が育成され、何百万という雇用が生み出
されるであろうとの期待は、自然エネルギーを促進
する力の一つになっている。自然エネルギー関連の
仕事は今や数カ国で何十万にも達している（「産業
の潮流」の章とP35補足4を参照）。10年以上自然エ
ネルギーの開発を行っているドイツでは、2009年に
自然エネルギー産業の雇用数が30万人となり、その
数はドイツの最大製造部門である自動車産業の雇用
数に匹敵する286。米国では、オバマ大統領が「緑の
雇用」を2008年の選挙戦の最重要項目として掲げ、
多くの州知事もこれにならった。米国議会の新しい
気候とエネルギー法案の提唱者は政策討論では通常

「気候」との言葉は言及していないが、雇用創設の
可能性については頻繁に言及している。

世界不況に対抗するため、2008年末より打ち上げら
れた大型の財政刺激策のほとんどに、自然エネル
ギーに対する多額の財政的支援が含まれている。米
国はこのおかげで更なる景気の悪化を避けることが
でき、経済刺激策の4/5をグリーン経済にあてた韓
国では新しい産業がゼロからスタートした。合計で
は、グリーン経済支援資金のうち2億ドルが自然エ
ネルギーと省エネに割り当てられた（P26の補足1
を参照）。

自然エネルギーの地政学は変化している。地理的な
多様性が増し、自然エネルギーはもはやわずか数カ
国の政治的変化に左右されるものでないとの自信は
高まり、今や新しい時代を迎えつつある。リーダー
シップもEUからアジアへ、自然エネルギーへの取
り組みを強化している国々の中でもとりわけ中国、
インド、韓国などへとはっきりと移行していること
が明らかになっている（例として、第4章「政策の
展望」とP65～P69の表R7～R9を参照）。

この変革は、「石油やガスが不足している国では自
然エネルギーの開発が経済、環境、安全保障上多く
のことをもたらす」との認識がアジアで広まりつつ
あることを反映している。世界全体からすれば、ア
ジア諸国による二酸化炭素排出量が大きいために、
これは重大な改革といえる。東アジアが低賃金によ
り世界の生産をリードし、同地域が自然エネルギー
を推進する場合、今後数年で自然エネルギー関連機
器の価格が下がることはほぼ間違いない。

近年のアジアの発展の中でも、中国が風力タービン
と太陽光発電の生産で一位になったが、政府が数々
の新しい法律や財政支援策を通じて自然エネルギー
を促進したことを考えれば必然であったといえる。
初期に一時的な問題があったにもかかわらず、中国
の2005年自然エネルギー法に含まれた重要な改革
は、他国が羨むほどのスピードと効率で実施されて
いたことが最近明らかになった。その一方で、中国
は自然エネルギー技術において製造者のみならず発
明者としても第一人者となることを目指して、研究
開発に力を入れてきた。今や中国は、クリーン技術
の特許と知的所有権で世界をリードしている。

東アジアの台頭以外でも、自然エネルギーは地理的
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な広がりを見せた。各国が政策と技術を相互に学び、
サクセスストーリーを更に改善する方法を見いだし
た結果、多くのシナジー効果が生み出された。とり
わけ、アイルランド、日本、ケニア、南アフリカは、
過去2年間で大きく前進したようである。政策案が
自然に広がっていく様は、電力の固定価格買取制度

（FIT）が急速に拡大したことに表される。この制
度を採用している州や国の数は2001年の15から、
2010年には70以上にまで拡大した（P70の表R10を
参照）。

2009年末の自然エネルギー由来の電力容量1230ギガ
ワット（GW）は世界の発電容量の25%超に相当する。
これは原子力発電容量の3倍にあたり、世界の化石
燃料発電所の容量のおよそ38%に匹敵する287（図16
参照）。

発電業者にとって、自然エネルギーは無視できない
ものとなっている。過去2年間に世界の送電網に接
続された全ての種類の新しい電力容量およそ
300GWのうち、140GWが自然エネルギーによる容
量であり、総量の47%を占めている288（図17参照）。

2008年と2009年に新設された自然エネルギー発電容
量のうち、45%を水力発電が占めた。これは、水力
発電以外の自然エネルギー発電（主に風力発電）容
量が、2年間に新設された全自然エネルギー発電容
量の半分以上を占めたということである。仮にこの
報告書で記録されているような成長率が続けば、水
力発電以外の自然エネルギーが、2015年までに世界
の新規発電所に関連する事業を独占することになる
であろう。McKinsey & Companyの2010年の予測
によれば、2010年から2020年にかけて、自然エネル
ギー技術は世界中の発電所の建設を独占し、その数
は石炭、石油、天然ガス、原子力発電全てを合わせ
た発電所の建設数を上回るであろうとしている289。

世界の発電量のうち、自然エネルギー由来の電力は
18%を占める（P13図3参照）。自然エネルギー発電
機は世界中で普及し、既に風力発電だけでも地域に
よってはかなりの電力を供給している。例えば、米
国のアイオワ州では14%、ドイツの北にあるシュ
レースウィヒホルシュタイン州では40%、デンマー
クは20%が風力発電となっている。国によっては、
ほとんどの電力が自然エネルギーから供給されてお

り、アイスランド（100%）、ブラジル（85%）、
オーストリア（62%）、ニュージーランド

（65%）、スウェーデン（54%）などがあげ
られる（P67表R8参照）。

太陽熱温水器は多くの国で温水の需要に
応え大いに役立った。特に中国は世界の
合計の70%（180GWth）を占める。中国
では温水器のほとんどが集合住宅の建物
に設置され、およそ5000万～6000万世帯、
つまり1億5000万人以上が利用している290。
世界でみると、設置済みの太陽熱温水器に
よって7000万世帯以上の需要が満たされて
いる。バイオマスの熱利用も成長し続けて
いる291。特筆すべきなのはスウェーデンで、
国全体でのバイオマスエネルギーの利用
が、石油によるエネルギーを超えている。
地熱の直接利用もまた急速に拡大してい
る。

一方、自然エネルギーであるバイオ燃料は
輸送用燃料市場に進出し、ガソリンの需要

～



─ 60 ─

に大きな影響を与え始めている。そのおかげで、米
国では特に2006年にスタートして以来、石油の消費
の低下に貢献している292。ここ数年にわたる急激な
拡大は減速したものの、輸送用バイオ燃料の生産は
2007年～2009年で58%も拡大した。2009年に世界で
生産されたバイオ燃料930億リットルによって、約
680億リットルのガソリンが代替された。その量は、
世界のガソリン生産量の5%に相当した293。

金融市場でも、自然エネルギーは今や世界中の投
資家のコンピューター画面に著しく登場している。
このことは、2009年12月にBloomberg LP.が自然エ
ネルギーを分析する会社の中では世界のリーダー
格であるNew Energy Financeの買収を決めた事に
象徴される。2009年の自然エネルギーに対する世
界の投資額は1500億ドルであった。一方、時代の
流れに逆らう石油やガス産業の年間投資額は3800
億ドルで上回っていたが、自然エネルギーへの投
資額はこれのほぼ40%に相当した294（本報告書の「投
資フロー」の章を参照）。そして、2009年の世界中

でのあらゆる形態の発電に対する投資額およそ
3200億ドルのうち、自然エネルギーは50以上%を占
めた295。

世界のトップ記事が、メキシコ湾のディープウォー
ター施設における原油流出、炭鉱事故、変動する燃
料価格によって独占されている時代に、自然エネル
ギーは希有な望ましいニュース記事となっている。
この報告書に記載されている動向は、さまざまエネ
ルギーシステムがこれから10年後には頭角を現し始
めるであろうことを暗示している。確かなことは、
もしこの明るい新しい将来を実現させたいならば、
引き続き政治のリーダーは新しい、かつ有効な政策
を成立させ、技術者や科学者は新しい技術を開発し、
事業家は投資しなければならない。しかし、こうし
た動向に注意を払うのであれば、困難な仕事も努力
も近い将来には報われると十分に楽観視することが
できる。さらに、こうした知識自体が今後の変化を
もたらすといえる。
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　【用語解説】

バイオディーゼル
ディーゼル駆動の自動車、トラック、バス他、車
両用の燃料。バイオディーゼルは、大豆、アブラ
ナ（キャノーラ）、からし菜などの油料種子作物や、
廃食用油等の他の植物油源を原料として製造され
る。また、車両以外のエンジンにも使用される。

バイオ燃料
エタノール、バイオディーゼル、バイオガスを含む、
バイオマスを原料とした燃料を幅広く指す。交通、
熱、調理、発電のために燃焼される。

バイオガス醗酵槽
照明、調理、暖房、発電に利用できるよう、動物
性廃棄物や植物性廃棄物をバイオガス（気体）に
変換する装置。

バイオマス発電、バイオマス熱利用
固形バイオマス（林業生産廃棄物、農業廃棄物、
エネルギー作物や、都市廃棄物と産業廃棄物に含
まれる有機物）による発電と熱利用。バイオガス
による発電と熱利用も含む。

資本補助金と消費者補助金
政府や電力事業者等による一回限りの補助金で、
投資の資本コストの一部を賄うものである。太陽
熱温水器や屋上太陽光発電システム等が対象とな
る。

エタノール
バイオマス（主にトウモロコシ、サトウキビ、小麦）
を原料として製造される車両用燃料で、一般車両
用では、少量の割合でガソリンに代替できる。また、
エタノール燃料に対応した車両では、純度が高い
状態で使用できる。

固定価格買取制度（FIT）
自然エネルギー発電事業者に、送電線への接続を
保証し、また、事業者が送電網を通じて販売する
自然エネルギー由来の電力に、買取価格を保証・
固定する政策。全額の買取価格を定めるか、もし
くは市場や費用に基づいた価格に固定の上乗せ額
を定めるかは、政策によって異なる。

地熱発電と地熱による熱利用
地球内部から、主に温水や蒸気の形で発生する熱
エネルギーで、発電や熱として建物、産業、農業
に利用される。

グリーン電力
一般家庭、企業、政府、製造業顧客による自主的
な自然エネルギー電力の購入。方法としては、電
力事業者や第三者の自然エネルギー発電事業者か
らの直接購入、もしくは自然エネルギー証書

（RECs）の取引による購入がある。

水力発電
水が高い位置から低い位置へ流れる際のエネル
ギーを利用した発電。貯水池を伴わない流水式の
ものと、大規模な貯水池を利用するものがある。
通常、発電容量が10メガワットを超えるものを大
型水力と呼ぶが、国によって定義は異なる。小規
模設備は、それぞれ「小」、「ミニ」、「マイクロ」、「ピ
コ」といった接頭語が、規模に応じてつけられる。

投資税額控除
自然エネルギーへの投資に対する、全額もしくは
部分的な税額控除。

次世代バイオマス
伝統的なバイオマスとは別のバイオマス利用の技
術。バイオマス・コジェネレーションの発電と熱
利用、バイオマス醗酵、嫌気性醗酵法、車両用液
体燃料等がある。

ネットメータリング
配電事業者と発電設備を持つ消費者間で双方向の
通電を可能にする制度。消費者は、電力会社から
送電される電力量のみ（総消費量̶自家発電）の
料金を支払う。買電メーターと売電メーターの二
つを設置する場合には、「ネットビリング」とも言
われる。

生産税額控除
特定施設の出資者や所有者に対する、その施設か
らの発電量に応じた年次の税額控除。
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自然エネルギー目標
将来のある時点までに達成する自然エネルギーの
目標値を、公約や政府案等の形で示すこと。法制
化によるか、規制機関や省庁によって規制される
かは国によって異なる。

自然エネルギー割当基準（RPS）
自然エネルギー義務付け、クォータ制、固定枠制
とも呼ばれる。売電量や導入容量のうち、自然エ
ネルギーによる供給の最低限の割合を義務付ける。
これを義務付けられた電力事業者等は、その割合
を満たさなければならない。

住宅用太陽光発電システム
屋上太陽光パネル、蓄電池、充電コントローラー
を一括した呼称で、電力系統に接続されていない
地域においてもある程度の電力を供給できる。

太陽熱温水器、太陽熱暖房
水を温め、タンクに貯水することで家庭用内の給
湯や暖房の利用を可能にする屋上ソーラーコレク
ターのこと。

太陽光（PV）発電用パネル、モジュール、セル
太陽光エネルギーを電力に変換するもの。太陽電
池のセルが基本単位で、モジュールやパネルへと
組み込まれ、設置される。薄膜の素材であれば、
既存の建物等の表面に膜のようにかぶせたり、建
材に組み込むことができる（建物一体型太陽光発
電（BIPV））。

取引可能な自然エネルギー証書（RECs）
証書が、自然エネルギー電力一単位（通常は1メガ
ワット時）分の発電を証明する。自然エネルギー
義務量順守を目的とした消費者と発電者間の取引
や、自主的なグリーン電力購入の手段として用い
られる。

伝統的バイオマス
未加工のバイオマス（農業廃棄物、林業生産廃棄物、
薪、動物の排泄物を含む）で、ストーブやかまど
で燃焼することで熱エネルギーを供給する。特に
農村地域で、調理、暖房、農業や産業分野での加
工等に使用される。
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　追加情報および情報源

この2010年版報告書は、2005、2006、2007、2009
年の過去の報告書に続くものである（Renewables 
2005 Global Status Report, Renewables Global 
Status Report 2006 Update, Renewables 2007 
Global Status Report, Renewables Global Status 
Report 2009 Update）。本報告書を作成するために
使用した情報源となる知識ベースは広がり続けて
おり、本報告書のもととなる過去の詳細や詳述は
これまでの報告書で参照できる。関連情報は、
2006年、2007年、2009年版の報告書の巻末注と参
考リスト、2005年版報告書とは別に発行された80
ページからなるNotes and References Companion 
Documentの注N1からN44を参照のこと。これら全
ての文書はREN21のウェブサイト、www.ren21.
netにおいて見ることができる。

本報告書において示されている世界の容量、成長、
投資の数字の大部分は厳密ではないが上位2桁の数
字はほぼ正確である。必要に応じて、仮定や成長
の傾向をもとに、対立的あるいは部分的な情報、
過去の情報からの推計が行われた。2005年版報告
書は、出版済の250以上の文献、多様な電子ニュー
スレター、寄稿者からの未出版の多くの提案書、
個人的なコミュニケーション、ウェブサイト等を
もとに執筆された。後続の報告書ほど、より多く
の情報源が追加されている。一般的に、世界規模

の情報・データを把握している単独の情報源は存
在しない。近年風力、太陽光、太陽熱、エタノー
ルなどの分野においての世界的な情報源は形成さ
れつつあるが、ほとんどの既存の情報は、ヨーロッ
パや米国といった先進国（OECD）の地域・国家
レベルのみに関するものである。世界の総計は、
個々の国の情報を積み上げ、追加し、合計して算
出されなければならない。また、発展途上国を全
体としてカバーするものはほとんどない。発展途
上国の数値は先進国のものよりも数年古いことが
多く、現在の数値は仮定および歴史的な成長率に
基づいて過去のものから推定して作成しなければ
ならい。また、容量の拡大はエネルギー生産量よ
りも推定することが容易であり、多様な形態の自
然エネルギーに共通した季節や年ごとの変化がよ
り少ない傾向にある。これらの事は本報告書がエ
ネルギーデータ（キロワット時）ではなく、容量デー
タ（キロワット）を使用している理由の一つとなっ
ている。（その他の理由として、エネルギー生産量
とは異なり容量は専ら投資に直接比例し、長期間
でみると容量に関する数値は投資の傾向により整
合する。そして発展途上国に関してはエネルギー
生産量よりも容量の数値の方が一般的に入手しや
すいということがあげられる。）正確な容量の年間
増加量は、風力、太陽光、太陽熱温水器のみ入手
可能である。
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　巻末注

1 Figure 1 shows shares of final energy consumption, which is different than shares of primary energy consumption. For 
an explanation of the differences, see Sidebar 1 on page 21 of REN21, Renewables 2007 Global Status Report (Paris: 2007), 
available at www.ren21.net. Figure 1 is based on the following data for 2008: (a) global final energy consumption of 8,400 
Mtoe including traditional biomass, which is derived from the 8,286 Mtoe for 2007 from International Energy Agency 
(IEA) Key World Energy Statistics 2009 (Paris: IEA/OECD, 2009), and then adjusted to 2008 using the 1.4% growth rate 
in global primary energy for 2008 found in BP, Statistical Review of World Energy 2009 (London: June 2009); (b) 
traditional biomass of 1,100 Mtoe (adjusted by 2 percent/year growth from 2001 estimate in J. Goldemberg and T.B. 
Johansson, eds., World Energy Assessment Overview: 2004 Update (New York: United Nations Development Programme, 
United Nations Department of Economic and Social Affairs, and World Energy Council, 2004), although there are no 
consistent global estimates for growth of traditional bio- mass); (c) hydropower of 3,170 Terawatt-hours (TWh) and 270 
Mtoe for 2008 from BP, op. cit. this note; (d) nuclear of 2,739 TWh and 235 Mtoe from BP, op. cit. this note; (e) renewables 
for 2008 adjusted from REN21 Renewables 2007 Global Status Report figures (which are 2006 figures) using capacity 
increases and additional industry data; figures calculated for 2008 are: biomass power 270 TWh, wind power 260 TWh, 
geothermal power 70 TWh, solar and other power 15 TWh, solar hot water 350 petajoules (PJ), geothermal heat 310 PJ, 
biomass heat 4,400 PJ, ethanol 1,470 PJ, and biodiesel 410 PJ. So total non-hydro renewable power generation for 2008 is 
calculated as 615 TWh, and total final energy from non-hydro renewables is calculated as 219 Mtoe. All traditional 
biomass supply is considered final energy consumption for purposes of this analysis. For heat from modern biomass, 
there is some ambiguity as to what constitutes “final energy consumption.” Typically, it includes the heat content of 
steam and hot water produced from central biomass boilers and heat-and-power plants, but analyses can vary depending 
on how building-level heating boilers are counted. Few global estimates exist for modern biomass heat consumption, 
including district heating supply and direct industry use. The IEA gives 4,000 PJ heat from modern bioenergy, per IEA, 
Renewables for Heating and Cooling (Paris: IEA/OECD, 2007), and Johansson and Turkemburg give 730 TWh(th), or 
2,600 PJ final heat in 2001, per T. Johansson and W. Turkemburg, “Policies for Renewable Energy in the European Union 
and Its Member States: An Overview,” Energy for Sustainable Development, vol. 8, no. 1 (2004), pp. 5‒24. Figures from 
the IEA and other sources suggest that biomass for final heat consumption in industry is substantial (although there are 
few published studies on this topic), and therefore renewable heating/hot water could be higher than shown in Figure 1. 
Further discussion of the different methods for calculating share of energy from renewables can be found in Eric 
Martinot et al., “Renewable Energy Futures: Targets, Scenarios and Pathways,” Annual Review of Environment and 
Resources, vol. 32 (2007), pp. 205‒39.
2 Note on treatment of hydropower: past editions of this report, starting with the original 2005 edition, have reported 
separate figures for large and small hydropower and generally treated large hydropower as separate from “new 
renewables,” which includes small hydropower. In the past, global data for “small hydropower” have been determined 
by reporting standards or definitions of individual countries, which vary by country. The most notable exceptions are 
China (less than 50 MW), Brazil and the United States (less than 30 MW), and India (up to 25 MW). In this edition, small 
hydropower is defined as less than 10 MW. Small hydro has been differentiated from large for several reasons. Small 
hydro is counted, reported, and tracked separately from large hydro in a variety of policy and market contexts around 
the world, for example, as an eligible technology for Renewable Portfolio Standards, feed-in tariffs, tax credits, and in 
portfolio tracking by financiers and development assist- ance agencies. Some policy targets (see Section 4) count only 
small hydro in calculating share of electricity from renewable and exclude large hydro from policy targets. In addition, 
many countries separate small and large hydro when tracking renewables development. Further, because it represents 
such a large portion of total renewable energy capacity on a global basis and in many individual countries, large (or total) 
hydro- power masks the dynamic growth and features of ongoing markets for wind, biomass, solar, and other “new 
renewables” if it is not separated out. At the same time, this approach to hydropower has not been without problems, 
particularly as the definition of small hydro is not globally consistent. The International Hydropower Association (IHA) 
maintains that hydro, of whatever size, should not be differentiated from other renewables and that this separation is 
contrary to the spirit of a global transition to renewable energy. Hydropower technology is fundamentally the same 
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regardless of scale, and other distinctions in hydro technology (e.g., technology types such as storage hydro versus run-
of-river) are potentially more relevant to a discussion of renewable energy and provide a scientifically based distinction. 
Unfortunately, a lack of data makes it impossible to provide details regarding developments by specific hydro 
technology.
3 Figure 2 based on data provided later in this section and in the reference tables. For full source information see: note 
66 for solar PV (grid- connected), note 80 for solar PV (utility scale), note 8 for wind power, note 145 for solar hot water/
heating, note 99 for solar thermal power, note 87 for geothermal power, and note 173 for ethanol and biodiesel 
production. In addition, some data are based on 2004 statistics that can be found in REN21, Renewables 2005 Global 
Status Report (Washington, DC: Worldwatch Institute, 2005).
4 For Figure 3 sources, see reference notes for Figure 1, op. cit. note 1. Global power capacity estimate of 4,800 GW is 
based on IEA's 4,500 GW installed in 2007, adjusted for an average growth rate of 3 percent for 2008 and 2009, per IEA, 
World Energy Outlook 2009 (Paris: IEA/OECD, 2009), p. 102. World electricity generation estimated at 20,700 TWh in 
2008, based on 2007 generation of 19,845 TWh from International Energy Agency, Electricity Information 2009, (Paris: 
OECD, 2009), adjusted by 4.4% growth for 2008 (assuming same growth rate as 2007).
5 Figure 4 and 305 GW based on data in Table R4. See Table R4 for sources, as well as endnotes throughout this section 
that provide references for specific national and global statistics.
6 Europe from Global Wind Energy Council (GWEC), “More Wind Power Capacity Installed Last Year in the EU Than 
Any Other Power Technology,” press release (Brussels: 2 February 2010); United States from American Wind Energy 
Association (AWEA), AWEA U.S. Wind Industry Annual Market Report Year Ending 2009 (Washington, DC: April 2010).
7 Li Junfeng, Chinese Renewable Energy Industries Association (CREIA), personal communication with REN21, May 
2010. 
8 Figure 5 and Table R2 derived from the following primary yearbooks for wind power: GWEC, Global Wind 2009 Report 
(Brussels: 2010) and World Wind Energy Association (WWEA), Wind Energy International 2007/2008 and World Wind 
Energy Report 2009 (Bonn: 2010). Other important sources include the European Wind Energy Association (EWEA), 
AWEA, and Chinese Wind Energy Association (CWEA). 
9 China and Figure 6 from Shi Pengfei, CWEA, personal communication with REN21, May 2010, and from sources 
provided in Endnote 8. 
10 Based on just under 200 MW installed in 2004, per Shi, op. cit. note 9; 8 GW from GWEC, op. cit. note 8. 
11 Total of 25.8 GW is completed installations, per CWEA and based on data provided by manufacturers and cross-
checked with project developers. About 3 GW was installed but not yet connected at end of 2009 due to normal testing 
and certification delays, but still counted in China's operating base for 2009. Number based on total installations and on 
grid-connected capacity from Hydrochina Corporation (official recognized by China's National Energy Administration), 
available at www.windpower.org.cn/news/news.jsp?id=335 and provided by Shi, op. cit. note 9. China's installed nuclear 
generating capacity at the end of 2009 was 21.9 GW, per “China's Nuclear Power Capacity over 21 Million KW,” People's 
Daily Online, 7 January 2010.
12 Based on data from Shi, op. cit. note 9, and from Li Junfeng and Ma Lingjuan, CREIA, personal communication with 
REN21, April 2010. Note that the 2005 market did not quite double total installed capacity but came close (from 764 MW 
at end 2004 to 1,260 MW at end 2005.)
13 AWEA, op. cit. note 6.
14 AWEA, “AWEA Releases U.S. Wind Industry Annual Market Report,” press release (Washington, DC: 8 April 2010). 
15 Electric Reliability Council of Texas (ERCOT), “Texas Posts Record Increase in Voluntary Renewable Energy Credits: 
State Exceeds Legislature's 2025 Goal 15 Years Early,” press release (Austin, TX: 14 May 2010).
16 Germany from Thomas Nieder, Zentrum für Sonnenenergie- und Wasserstoff-Forschung Baden-Württemberg (ZSW), 
Germany, personal communication with REN21, May 2010; Spain from Asociación Empresarial Eólica, 25 March 2010, at 
www.aeeolica.es/en; other Europe from EWEA, Wind in Power̶2009 European Statistics (Brussels: February 2010). 
17 GWEC, op. cit. note 8; WWEA, op. cit. note 8. Note that the Indian Ministry of New and Renewable Energy estimates 
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that 1,565 MW were installed during 2009 through 31 March 2010, with cumulative capacity exceeding 11,800 MW by the 
end of March 2010, per Government of India, Ministry of New and Renewable Energy, “New and Renewable Energy ‒ 
Cumulative Achievements as on 31.03.2010,” www.mnre.gov.in, updated 30 April 2010.
18 José Etcheverry, York University, Toronto, Canada, personal communication with REN21, April 2010; Canadian Wind 
Energy Association, “Canadian Wind Farms,” www.canwea.ca/farms/index_e.php, viewed 13 June 2010.
19 Brazil, for example, increased its installed capacity in the range of 70 percent over 2008 levels, with capacity rising 
from 414 MW in 2008 to 717 MW in 2009, per Marlon Arraes Jardin Leal, Ministry of Mines and Energy, Brazil, personal 
communication with REN21, May 2010; 2009 year-end capacity reached 766 MW, per National Electric Energy Agency, 
Generation Data Bank, www.aneel.gov.br/aplicacoes/capacidadebrasil/capacida- debrasil.asp, viewed May 2010, and 
provided by Renata Grisoli, CENBIO, personal communication with REN21, May 2010. In addition, significant capacity 
was added in Chile (60 MW added for a total of 78 MW) and Costa Rica (49.5 MW added for total of 120 MW), per 
ECLAC, Istmo Centroamericano: Estadísticas Del Subsector Eléctrico, April 2010.
20 WWEA, World Wind Energy Report 2009, op. cit. note 8. Note that the WWEA data do not include Kenya and some 
smaller players, such as Thailand, that installed wind capacity during 2009. This brings the number of countries above 
82. In addition, several countries̶including Ethiopia, Ghana, and Uganda in Africa̶have small off-grid wind systems in 
operation. Africa from Mark Hankins, independent consultant and solar project developer, Kenya, personal 
communication with REN21, May 2010; Thailand from Chris Greacen, Palang Thai, personal communica- tion with 
REN21, February 2010; Nicaragua from Organización Latinoamericana de Energía (OLADE, http://www.olade.org/siee.
html), provided by Gonzalo Bravo, Bariloche Foundation (Argentina), personal communication with REN21, March 2010.
21 Additions calculated using 577 MW added in Europe from EWEA, The European Offshore Wind Industry̶Key 
Trends and Statistics 2009 (Brussels: January 2010); 63 MW in China from Pengfei, op. cit. note 9, and from Steve Sawyer, 
GWEC, personal communication with REN21, May 2010; 1 MW in Japan from WWEA, World Wind Energy Report 2009, 
op. cit. note 8; 72 percent assumes the 373 MW installed in Europe was the only offshore capacity added in 2008; 373 MW 
in 2008 from EWEA, op. cit. this note.
22 EWEA, op. cit. note 21. 
23 “UK Offshore Wind Reaches 1 GW,” RenewableEnergyFocus.com, 28 April 2010. 
24 Sawyer, op. cit. note 21. All 34 turbines to make up the 102 MW Donghai Bridge project were installed by February 
2010. 
25  Japan from WWEA, World Wind Energy Report 2009, op. cit. note 8. 
26 EWEA, op. cit. note 21. 
27 Graham Jesmer, “US Offshore Wind Project Updates,” RenewableEnergyWorld.com, 16 December 2009; Graham 
Jesmer, “Approved! Cape Wind Gets Green Light,” RenewableEnergyWorld.com, 28 April 2010. 
28 Nao Nakanishi, “UK Small Wind Blows Strong Despite Recession,” Reuters, 20 November 2009. 
29 Number presented at 1st World Wind Energy Association, World Summit for Small Wind, Husum, Germany, 18‒19 
March 2010, provided by Stefan Gsänger, WWEA, personal communication with REN21, May 2010. 
30 Daniele Guidi and Stephanie Cunningham, Ecosoluzione, personal communication with REN21, March 2010. 
31 AWEA, AWEA Small Wind Turbine Global Market Study (Washington, DC: 2010). 
32 China data presented at 1st World Wind Energy Association, World Summit for Small Wind, op. cit. note 29. 
33 Europe from GWEC, op. cit. note 6, and from EWEA, op. cit. note 16; United States from AWEA, op. cit. note 6. 
34 Denmark from WWEA, op. cit. note 8; Spain from Asociación Empresarial Eólica, op. cit. note 16; Germany from 
Nieder, op. cit. note 16; Portugal and Ireland from Sawyer, op. cit. note 21. 
35 Germany from B. Neddermann, “Status de Windenergienutzung in Deutschland̶Stand 31.12.2009,” German Wind 
Energy Institute (DEWI GmbH). 
36 Iowa and Texas from AWEA, op. cit. note 14, and from Peter Behr, “Renewable Energy: Is Texas Writing the Book 
on Wind Power?” E&E News, 8 April 2010. 
37 Kenya from Hankins, op. cit. note 20; Ethiopia and Tanzania from Sawyer, op. cit. note 21, from “Ethiopia, French 
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Firm Sign 210m-Euro Wind Powered Electricity Project,” Ethiopian Review, 9 October 2009, and from Daniel Dickinson, 
“Wind of Change Blows in Tanzania,” BBC News  Online, 21 April 2008. 
38 North Africa and Middle East from GWEC, “Africa and the Middle East,” www.gwec.net/index.php?id=18; Latin 
America from Gonzalo Bravo, Bariloche Foundation, Argentina, personal communication with REN21, May 2010. 
39 India from Sawyer, op. cit. note 21. 
40 J. Matthew Roney, “China Challenging the United States for World Wind Leadership,” Earth Policy Release, 10 
December 2009, www.earthpolicy.org/index.php?/indicators/C49; Christian Zeppezauer and Connie Carnabuci, “A New 
Revolution: China Hikes Wind and Solar Power Targets,” Renewable Energy World Magazine, September/October 2009. 
41 AWEA, “American Wind Energy Association (AWEA) Notes Wind Industry Highlights of 2009,” press release 
(Washington, DC: 22 December 2009). 
42 Biomass power-generation capacity figures presented in this report do not include electricity from municipal solid 
waste (MSW) or industrial waste. Many sources include MSW in biomass figures, although there is no universally 
accepted definition. If MSW were included, the global biomass power generation figure might increase by at least 12 GW. 
Statistics on biomass power generation from a database by Eric Martinot with country-by-country numbers collected 
since 2004 from submissions by report contributors and individual country research, along with OECD biomass power 
generation statistics (excluding municipal waste) from IEA, Renewables Information 2009 (Paris: 2009). In general, pro- 
gress with biomass power is difficult to track globally on an annual basis.
43 IEA, “Development of Renewables and Waste in OECD Countries,” in Renewables Information, op. cit. note 42. 
44 Less developed from Lee Clair, “Biomass̶An Emerging Fuel for Power Generation,” Renewable Energy World 
North America Magazine,  January/February 2010; number of plants from 25 by 25, “Gains in Renewable Energy 
Sectors in 2009 Augur Strong Future,” blog.25x25.org/?p=1234, 31 December 2009; states and capacity from “U.S. 
Biomass Power,” in EnerG: Alternative Sources Magazine, November/December 2009, pp. 20‒21.
45 Ron Pernick et al., “Clean Energy Trends 2010” (San Francisco/Portland: Clean Edge, March 2010), p. 12.
46 Uwe Fritsche, Öko-Institut, Germany, personal communication with REN21, March 2010. 
47 Tripling of output from EurObserv'ER, “Solid Biomass Barometer,” December 2009, p. 9. Capacity has increased 34 
percent since 2003, per“Electricity from Biomass Rising in Europe,” RenewableEnergyFocus.com, 14 January 2010. 
48 “Electricity from Biomass Rising in Europe,” op. cit. note 47. Wood and wood waste account for the vast majority 
(over 76 percent in 2008) of biomass power production in Europe, followed by black liquor (16.6 percent in 2008) and 
other plant and animal wastes. Black liquor is a liquid waste by product of the paper pulping industry and is included 
with solid biomass statistics, at least in Europe. The use of wood pellets̶manu- factured from wood waste, short-rotation 
coppice, and other sources̶for electricity generation (and heat) is increasing rapidly in Europe and elsewhere, per 
EurObserv'ER, op. cit. note 47 and “World's Largest Pellet Factory Planned in U.S.,” RenewableEnergyWorld.com, 21 
January 2010.
49 “Electricity from Biomass Rising in Europe,” op. cit. note 47. 
50 EurObserv'ER, op. cit. note 47. 
51 Germany on top based on 2007 and 2008 data. Germany and Finland from EurObserv'ER, op. cit. note 47, p. 12. 
52 EurObserv'ER, op. cit. note 47, p. 10; installed capacity from German Biomass Research Centre and cited in 
EurObserv'ER, op. cit. note 47. 
53 Nieder, op. cit. note 16. 
54 Brazil from Grisoli, op. cit. note 19; Costa Rica (which doubled capacity to 40 MW in 2009) from ECLAC, op. cit. note 
19; India from Ministry of New and Renewable Energy, Government of India, op. cit. note 17; Mexico from La Comisión 
Reguladora de Energía (CRE), “Permisos para la Generación Privada 2009,” 10 March 2010, at www.cre.gob.mx/articulo.
aspx?id=171; Tanzania from Hankins, op. cit. note 20; Thailand from Greacen, op. cit. note 20; Uruguay from Bravo, op. cit. 
note 38.
55 Figure of 3.2 GW from Li, op. cit. note 7; 20 GW from Ruth Offermann, Janet Witt, and Martin Kaltschmitt, 

“Erneuerbare Energien̶Stand 2009 weltweit und in Europa,” BWK̶Das Energie-Fachmagazin, June 2010, pp. 6‒22.
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56 India 2008 generation from German Biomass Research Centre, Department of Biogas Technologies, personal 
communication with REN21, March 2010.
57 Data for 2009 from Ministry of New and Renewable Energy, Government of India, op. cit. note 17; 2012 from 
Offermann, Witt, and Kaltschmitt, op. cit. note 55.
58 Brazil's installed capacity from National Electric Energy Agency, op. cit. note 19; 2009 generation from Arraes Jardim 
Leal, op. cit. note 19.
59 Offermann, Witt, and Kaltschmitt, op. cit. note 55. 
60 Ibid. 
61 Thailand from Greacen, op. cit. note 20; Malaysia from Hanim Adnan, “Felda Tapping Biomass Waste to the Max,” 
The Star, 22 February 2010. 
62 Increase in 2008 from Offermann, Witt, and Kaltschmitt, op. cit. note 55; surpassing U.S. and liquid biomass from IEA, 
op. cit. note 43. 
63 Figure of 9 TWh from Offermann, Witt, and Kaltschmitt, op. cit. note 55; estimate of German plants and 11.7 TWh 
from German Biomass Research Centre, op. cit. note 56.
64 Offermann, Witt, and Kaltschmitt, op. cit. note 55; IEA provides a similar number (7.4 TWh) for 2007, per IEA, op. cit. 
note 43. 
65 There were 112 countries analyzed for Marketbuzz 2010 report so global total is at least this and probably far higher, 
per “Solarbuzz Reports World Solar Photovoltaic Market Grew to 6.43 Gigawatts in 2009,” Solarbuzz.com, 15 March 2010. 
66 Growth rates, addition, and total in text, as well as data in Figure 7 and Table R3 based on the following: German 
data (2005‒09) from Nieder, op. cit. note 16, and 2009 also from German Federal Ministry for the Environment, Nature 
Conservation and Nuclear Safety (BMU), “Bundestag Adopts Modification of Solar Power Feed-in Tariffs - Federal 
Environment Minister Röttgen: Amendment Ensures Further Expansion of Solar Power Generation,” press release 
(Berlin: 6 May 2010). Spain 2009 from European PV Industry Association (EPIA), “Global Market Outlook for 
Photovoltaics Until 2014” (Brussels: April 2010); note that preliminary data from the Instituto para la Diversificación y 
Ahorro de la Energía (IDAE) put 2009 additions at 100 MW and existing at 3.5 GW, per IDAE, “La industria fotovoltaica 
española en el contexto europeo” (Madrid: May 2010). Japan 2009 data from EPIA, op. cit. this note. United States 2009 
data excludes 40 MW off-grid, per U.S. Solar Energy Industries Association (SEIA), “U.S. Solar Industry Year in Review 
2009” (Washington, DC: 15 April 2010). Italy data for 2006‒08 from EPIA, op. cit. this note; 2009 from Gestore Servizi 
Energetici (GSE), “Il solare fotovoltaico: Dati statistici al 31 dicembre 2009” (Rome: 2010). Note that EPIA puts Italy's 2009 
additions at 730 MW and existing at 1.2 GW. Other estimates put 2009 additions significantly lower. (For example, Italian 
National Agency for New Technologies, Energy and Sustainable Economic Development says 574 MW added for total of 
1,019 MW, cited in EurObserv'ER, “Photovoltaic Barometer,” April 2010.) This is because they take only feed-in tariff 
systems into account (per Daniele Guidi, Ecosoluzioni, personal communication with REN21, June 2010). Korea 2008 
existing capacity was 357 MW (per Korea Energy Management Corporation (KEMCO), New & Renewable Energy 
Statistics 2008 (2009 Edition), September 2009, p. 15), with 73 MW added in 2009 (per Ministry of Knowledge and 
Economy of Korea, press release, 3 February 2010). This puts Korea's 2009 existing total at 430 MW. Other EU: based on 
EPIA 2009 additions of 5.6 GW (difference between 2008 and 2009 existing) and existing total of 16 GW. Other estimates 
for total global additions and existing capaci- ty include: 7 GW added for total of more than 21 GW, per Shayle Kann, 
Greentech Media, personal communication with REN21, April 2010. 6.4 GW added in 2009 per EPIA, “A Bright Future 
Shines on the Solar Photovoltaic Electricity Market,” press release (Brussels: 30 March 2010); note, however, that this 
estimate was made prior to release of final German data. EPIA puts the global total at 22.9 GW, but this could include off-
grid capacity, per EPIA, “Global Market Outlook...,” op. cit. this note. IMS Research put global additions at almost 7.5 GW 
in 2009, with 3.8 GW in Germany, per “Solar Is Hot: Global PV Market Tops 7 GW,” RenewableEnergyWorld.com, 13 
April 2010. Off-grid solar PV based on Eric Martinot database and Paula Mints of Navigant Consulting, who estimates 
that total off-grid PV capacity at the end of 2009 was 3.2 GW, with 360 MW added in 2009, per Paula Mints, “Off-grid 
Solar: PV Industry Survivor,” Photovoltaics World, May 2010.
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67 GWEC, op. cit. note 6. 
68 See, for example, Marketbuzz 2010 report, cited in “Solarbuzz Reports...,” op. cit. note 65. 
69 Shyam Mehta, “26th Annual Data Collection Results: Another Bumper Year for Manufacturing Masks Turmoil,” PV 
News, May 2010. 
70 Spain added an estimated 2,426 MW in 2008, per official data from Red Eléctrica Española (REE, the Transmission 
System Operator), www.ree.es, provided by Miquel Muñoz, Boston University, personal communication with REN21, 
March 2010; Germany's 3.8 GW and 9.8 GW from Nieder, op. cit. note 16, and from BMU, op. cit. note 66. Figure 8 based 
on data in Table R3; see note 66 for sources. 
71 Aaron Chew, “Germany No Longer Critical to PV Market Growth,” RenewableEnergyWorld.com, 14 May 2010. 
72 See note 66. The solar target was 363 MW per Spanish Ministry of Industry, Tourism and Trade, Plan de la Energías 
Renovables en España 2005-2010, August 2005. 
73 Italy 2008 market from Kann, op. cit. note 66; 2009 data from GSE, op. cit. note 66, and see note 66; strong growth to 
continue from“Worldwide Solar PV Market Reaches 6.43 GW in 2009,” RenewableEnergyFocus.com, 22 March 2010. 
74 Japan additions from EPIA, op. cit. note 66; rebates from Kann, op. cit. note 66. 
75 Total, California, and New Jersey from SEIA, op. cit. note 66; other states to pass 50 MW from Kann, op. cit. note 66. 
76 SEIA, op. cit. note 66. Module costs declined an estimated 40 percent relative to mid-2008, with average costs 
dropping about 10 percent, despite the shift to more labor-intensive residential applications. 
77 Czech Ministry of Industry and Trade, cited in EurObserv'ER, op. cit. note 66; EPIA, op. cit. note 66. 
78 David Appleyard, “PV Global Outlook: A Bright Future Shines on PV,” RenewableEnergyWorld.com, 4 June 2010. 
79 Belgium and France from EPIA, op. cit. note 66; China from Li, op. cit. note 7. The total of French grid-connected 
capacity by year-end includes nearly 47 MW of PV in the Overseas Department, per EurObserv'ER, op. cit. note 66. 
80 Denis Lenardic, pvresources.com, large-scale PV database, personal communication with REN21, April and May 2010. 
At the end of 2008, eight of the world's ten largest PV plants were in Spain; as of April 2010, Germany was in the lead, 
per Solarpraxis, “PV Power Plants 2010̶Industry Guide” (Berlin: 2010). Note that small rooftop systems still dominate 
the market in Germany, with large-scale projects representing only about 17 percent of total installed capacity. Paul Gipe, 

“Germany to Raise Solar Target for 2010 & Adjust Tariffs,” RenewableEnergyWorld.com, 2 June 2010.
81 Alvin B. Culaba, Professor and Director, De La Salle University and Special Technical Adviser to the Secretary of 
Energy, Manila, Philippines. “Renewable Energy in the Philippines,” presentation for Expert Group Meeting, UNESCAP-
APCTT, Bangkok, 19‒22 July 2009.
82 Hankins, op. cit. note 20. 
83 Conergy Group, “The Best Things Come in Threes: Conergy Completes Asian Triple,” press release (Hamburg: 19 
May 2010). 
84 Mints, op. cit. note 66. 
85 “Off-grid PV Back on the Map with Developing Countries,” RenewableEnergyFocus.com, 9 June 2009; “Rampura, 
India: Scatec Solar Brings Solar Energy to 32 Villages,” Solarbuzz.com, 5 February 2010. Price parity from Mints, op. cit. 
note 66. Unfortunately, a recent study found that prices for solar PV modules and systems in Africa, Asia, and Latin 
America exceed those for grid-connected PV technology in Europe; in Asia and Latin America the price difference is 
more than 20 percent, per “Off-grid PV...,” op. cit. this note.
86 In 2009, for example, the United States added about 40 MW of off-grid PV, per SEIA, op. cit. note 66. 
87 Ruggero Bertani, “Geothermal Power Generation in the World 2005-2010 Update Report,” Proceedings World 
Geothermal Congress 2010, Bali, Indonesia, 25‒29 April 2010.
88 Ibid.; 6 U.S. plants and 6 percent from Karl Gawell and Leslie Blodgett, “This Year in Geothermal Energy,” 
RenewableEnergyWorld.com, 17 December 2009. Note that according to some REN21 country contributors, another 5 
MW was added in Mexico (Odón de Buen, Energía, Tecnología y Educación (ENTE), Mexico, personal communication 
with REN21, March 2010), 30 MW in Portugal (Bento de Morais Sarmento, Direcção-Geral de Energia e Geologia (DGEG), 
Portugal, personal communication with REN21, May 2010), and 7 MW in Ethiopia (Hankins, op. cit. note 20).
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89 Bertani, op. cit. note 87. 
90 Gawell and Blodgett, op. cit. note 88. 
91 Figures of 24 countries and 10.7 GW from Bertani, op. cit. note 87; 67 TWh from International Geothermal Association 
and cited in Alison Holm et al., Geothermal Energy: International Market Update (Washington, DC: Geothermal Energy 
Association, May 2010). 
92 United States from Gawell and Blodgett, op. cit. note 88; Philippines from Philippine Department of Energy, Philippine 
Energy Plan, provided by Rafael Senga, World Wide Fund for Nature (WWF), Philippines, personal communication with 
REN21, March 2010; Indonesia, Mexico, Italy, New Zealand, and Iceland from Bertani, op. cit. note 87. 
93 Holm et al., op. cit. note 91. 
94 Ibid. 
95 Includes projects in the init ia l development phase. “US Geothermal Industry grew 26% in 2009,” 
RenewableEnergyWorld.com, 14 April 2010. Note that other, less recent sources estimated up to 6.4 GW under 
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Abdennebi, “Morocco Unveils $9 Bln Solar Power Scheme,” Reuters, 3 November 2009. 
105 “eSolar to Build 2 GW of CSP in China,” RenewableEnergyWorld.com, 12 January 2010. 
106 “CSP Plant Opens in Arizona,” RenewableEnergyFocus.com, 27 January 2010; other data from Morse, op. cit. note 99. 
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(Paris:2008), p.77;A.Brito-Meloand J. Huckerby, eds., Ocean Energy Systems Implementing Agreement -OES-IA Annual 
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122 Sonal Patel, “Ethiopia Completes Construction of Africa's Tallest Dam,” Power Magazine, 1 July 2009. 
123 See, for example, International Small Hydro Atlas at www.small-hydro.com/index.cfm?fuseaction=atlas.home; Kizito 
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p. 10. 
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152 India Development Gateway, “Rural Energy,” www.indg.in/rural-energy/technologies-under-rural-energy/energy-



─ 88 ─

production/faqs-domestic-solar-water-heating, updated May 2010. 
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dasolabrava.org.br/dasol, provided by Grisoli, op. cit. note 19. 
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per Weiss and Mauthner, op. cit. note 144. 
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Mauthner, op. cit. note 144.
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2009, per ESTIF, op. cit. note 145.
157 Weiss and Mauthner, op. cit. note 144. Austria had 301 GWth per person in 2009, per ESTIF, op. cit. note 145. 
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REN21, February 2010. 
159 Weiss and Mauthner, op. cit. note 144. 
160 REN21, op. cit. note 1. 
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163 John W. Lund, Derek H. Freeston, and Tonya L. Boyd, “Direct Utilization of Geothermal Energy 2010 Worldwide 
Review, Proceedings” World Geothermal Congress 2010, Bali, Indonesia, 25‒29 April 2010. 
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167 Holm et al., op. cit. note 91. 
168 Lund, Freeston, and Boyd, op. cit. note 163. 
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2008, at www.folkecenter.net/gb/rd/transport/biogas_for_transport/.
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Economies and Developing Countries (Paris: IEA, 2010), p. 21; IEA, Medium-Term Oil and Gas Markets: 2010 (Paris: IEA/
OECD, 2010). 
173 Figure 11 and Table R6 derived from the following: ethanol and biodiesel data from IEA, Medium-Term Oil and Gas 
Markets, op. cit. note 172, and from Claus Keller, F.O. Licht, personal communication with REN21, May 2010. Brazil 
ethanol data from DATAGRO, 2010, provided by Grisoli, op. cit. note 19. Where reported in tons, figures converted to 
liters using factors 1,260 liters/ton ethanol and 1,130 liters/ton biodiesel. 
174 IEA,Medium-Term Oil and Gas Markets,op.cit.note172.  Note that IEA biofuels data are expressed in volumetric 
terms, not in terms of energy content. 
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176 Citing John Urbanchuk, in “Ethanol Production Impacts U.S. Economy,” NAFB News Service, 15 February 2010. 
177 Causes from Arraes Jardim Leal, op. cit. note 19, and from Grisoli, op. cit. note 19; 2008 data from Brazilian Ministry 
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of Mines and Energy, “Brazilian Energy Balance,” 2009, at https://www.ben.epe.gov.br/downloads/Resultados_Pre_
BEN_2009.pdf; 2009 from DATAGRO, 2010, provided by Grisoli, op. cit. note 19. 
178 J. Goldemberg, “The Brazilian Experience with Biofuels,” Innovations (MIT Press), Fall 2009, pp. 91‒107; Denise 
Luna, “Brazil Opens World's First ethanol-fired Power Plant,” Reuters, 20 January 2010. 
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provided by Grisoli, op. cit. note 19. Europe accounted for the vast majority of this decline. Exports to Europe totaled 
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180 Arraes Jardim Leal, op. cit. note 19. 
181 IEA,Medium-TermOilandGasMarkets,op.cit.note172. 
182 Growth in 2009 from ibid; other data from European Biodiesel Board, “2008‒2009: EU Biodiesel Industry Shows 
Resilience Amid Unfair International Competition and Degraded Market Conditions,” press release (Brussels: 15 July 
2009). 
183 IEA, Medium-Term Oil and Gas Markets, op. cit. note 172. 
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185 Investment figure for small hydro counts projects less than 50 MW. For purposes of calculating annual investment 
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with significant tax exposure. Many of them took major losses due to the financial crisis of 2008 and were no longer able 
to commit to tax equity investments. This meant that renewable energy pro- ject developers and owners could no longer 

‘monetize', i.e., make use of, the Production Tax Credit (PTC), which is the support instrument at federal level in the 
United States.
187 Sidebar 2 from early 2010 unpublished data by Bloomberg New Energy Finance.
188 BTM Consult, World Market Update 2008, interim report (Ringkøbing, Denmark: March 2009); Stefan Gsänger, 
WWEA, personal communication with REN21, February 2009. The Enercon turbine blades are delivered in two parts 
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190 AWEA, AWEA Year End 2009 Market Report (Washington, DC: January 2010). 
191 Figure 13 data from BTM Consult, op.cit.note188, and from BTM Consult, World Market Update 2009, in terim 
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192 EurObserv'ER, op. cit. note 47. 
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194 German Biomass Research Centre, op. cit. note 56. 
195 Li and Ma, op. cit. note 12. 
196 Jenny Chase, Bloomberg New Energy Finance, personal communication with REN21, April 2010.
197 GermanSunfilmannouncedamergerwithNorSuninAprilof2009.NorSunhadmergedwithSontor,aQ-Cellssubsidiary,in2006. 
198 “Sector Round-Up,” New Energy Finance Monthly, December 2009, p. 4. 
199 Figure 14 and national production shares from PV News, May 2010 (Cambridge, MA: Greentech Media).
200 Sidebar 3 from the following sources: U.S. data from SEIA, op. cit. note 66; Desertec Web site, www.desertec.org.
201 Entec and BWEA, op. cit. note 109. 
202 Brito-Melo and Huckerby, op. cit. note 107. 
203 Li and Ma, op. cit. note 12. 
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204 Taylor, op. cit. note 124. This development encompasses developed and new developing markets, such as Sudan in 
2009. 
205 The Gold Star Labeling Standard in China. 
206 A thermo-siphon hot water circulating system relies on the principle that hot water rises, and does not rely on a 
pump. In such a system, the water heater must be below system fixtures in order to work. 
207 Werner Weiss, Arbeitsgemeinschaft Erneuerbare Energie - Institut für Nachhaltige Technologien (AEE INTEC), 
Austria, personal communication with REN21, April 2010; Matthias Fawer and Magyar Balzas, “Solar Industry - The 
First Green Shoots of Recovery” (Basel: Bank Sarasin, November 2009). 
208 Weiss, op. cit. note 207. 
209 The ethanol industry is driven by security, sustainability, and economic concerns, and the industry in different 
regions of the world has very different lifecycle energy balances and greenhouse gas emissions profiles.
210 “SectorRound-Up,”NewEnergyFinanceMonthly,June2009,p.8. 
211 NAFBNewsService,2010,viewed15February2010,atwww.hoosieragtoday.com. 
212 RenewableFuelsAssociation,“Statistics,”www.ethanolrfa.org/pages/statistics,viewed15April2010. 
213 “SectorRound-Up,”NewEnergyFinanceMonthly,March2009,pp.13‒14. 
214 “SectorRound-Up,”op.cit.note198,p.9. 
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216 The VEETC is currently $0.45/gallon, but the tariffis a2.5%tax plus $0.54/gallon.  The total tariff is approximately 
$0.60/gallon. RobertRapier,“The Energy Source,” http://blogs.forbes.com/energysource/author/rrapier/. 
217 European Biodiesel Board, “Statistics,”www.ebb-eu.org/stats.php,viewed15April2010.
218 Neste Oil, “Neste Oil Builds Europe's Largest Renewable Diesel Planti n Rotterdam,” press release (Espoo, Finland:2 
6May2009). 
219 The tax credit was extended retroactively for one year on March 10, 2010, per “House Passes Legislation to Extend 
Biodiesel Tax Credit,” Bloomberg News, 28 May 2010. 
220 Anselm Eisentraut, “Sustainable Production of Second-Generation Biofuels” (Paris: IEA, February 2010).
221 Fritsche, op. cit. note 46. 
222 Anselm Eisentraut, IEA, personal communication with REN21, March 2010. 
223 Ibid.; IEA Bioenergy Task 39, Commercializing 1st and 2nd Generation Liquid Biofuels from Biomass Web site, 
http://biofuels.abc-energy.at/demo- plants/projects/mapindex, viewed 24 April 2010. 
224 “DARPA Official Says Teams at $2 Per Gallon Algal Fuel, Headed for $1; Commencing Commercial Scale by 2013,” 
Biofuels Digest, 15 February 2010; Suzanne Goldenberg, “Algae to Solve the Pentagon's Jet Fuel Problem, The Guardian 
(UK), 13 February 2010. A major driver for DARPA's research and production are prices of $431/gallon for jet fuel in 
forward military areas. 
225 The sustainability criteria are driving biofuels production, and particularly second-generation biofuels production. 
Some experts have raised concerns about policies not supporting production facilities that are most sustainable and are 
in favor of greater consideration of greenhouse gas balance, land and water use, and endemic species selection. 
226 Sidebar 4 based on the following sources: estimates by UNEP 2008 (1.7 million global total) and Sven Teske and 
Greenpeace International 2009 (1.9 million global total), not including biofuels and solar hot water, adjusted by data from 
report contributors and other sources, along with estimates for biofuels and solar hot water by Eric Martinot. These 
various authors used a variety of national sources for jobs in specific industries, including CREIA 2009; Clean Edge 2009; 
Danish Wind Industry Association; German BMU 2010; GWEC 2010; WWEA 2009; Greenpeace International 2009; 
Martinot and Li 2007; Navigant 2009; Nieto 2007; REN21 2005 and 2008; Suzlon 2007; UNEP 2008; U.S. Geothermal 
Industry Association 2009; SEIA 2009; and interviews with industry experts. Brazil ethanol estimate from Labor Market 
Research and Extension Group (GEMT, ESALQ/USP). Solar hot water employment estimate uses the figure of 150,000 
for China in 2007 cited in Eric Martinot and Li Junfeng, Powering China's Development: The Role of Renewable Energy 
(Washington, DC: Worldwatch Institute, 2007), adjusted for growth in 2008‒2009, and assuming employment in other 
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countries is in proportion to China's global market share (80%). There are significant uncertain- ties associated with most 
of the numbers presented here, related to such issues as accounting methods, industry definition and scope, direct vs. 
indirect jobs, and displaced jobs from other industries (net vs. gross job creation). The greatest uncertainties occur in 
biofuels jobs estimates, where the distinction between direct and indirect jobs can be interpreted and analyzed using 
different methods and definitions; Renner, Sweeny, and Kubit (2008) estimated 1.2 million jobs from biofuels, including 
indirect jobs. See also Kammen, Kapadia, and Fripp 2004 for general discus- sion of jobs estimates. In addition, it is 
possible to estimate the number of direct jobs associated with a specific technology through the use of “employment 
factors.” For example, jobs associated with the on-shore wind industry are 15 person-years in construction and 
manufacturing per MW produced, and 0.4 jobs in operations and maintenance per MW existing, according to the EWEA 
(2009). Similar estimates for the solar PV sector are 38 person-years per MW produced and 0.4 jobs per MW existing, 
according to EPIA. These factors do not account for indirect jobs. The “employment factors” method was employed in 
analyses done specifically for the 2005 and 2007 editions of this report, which estimated 1.7 million jobs in 2004 (including 
0.9 million jobs in biofuels production) and 2.4 million jobs in 2006 (including 1.1 million jobs in biofuels production).
227 This section is intended only to be indicative of the overall landscape of policy activity and is not a definitive 
reference. Policies listed are generally those that have been enacted by legislative bodies. Some of the policies listed may 
not yet be implemented, or are awaiting detailed imple- menting regulations. It is obviously difficult to capture every 
policy, so some policies may be unintentionally omitted or incorrectly listed. Some policies may also be discontinued or 
very recently enacted. This report does not cover policies and activities related to technology transfer, capacity building, 
carbon finance, and Clean Development Mechanism projects, nor does it highlight broader framework and strategic 
policies̶all of which are still important to renewable energy progress. For the most part, this report also does not cover 
policies that are still under discussion or formulation, except to highlight overall trends. Information on policies comes 
from a wide variety of sources, including the IEA Renewable Energy Policies and Measures Database, the U.S. DSIRE 
database, RenewableEnergyWorld.com, press reports, submissions from country-specific contributors to this report, and a 
wide range of unpublished data. Much of the information presented here and further details on specific countries appear 
on the “Renewables Interactive Map” at www.ren21.net. It is unrealistic to be able to provide detailed references to all 
sources here.
228 The term “target” is used rather loosely in this section and encompasses many different types of policy processes, 
such as legislative mandates, executive or ministerial statements and programs, other types of announced goals and 
plans, and pledges made as part of international action programs (from Bonn Renewables 2004, Beijing International 
Renewable Energy Conference 2005, and Washington International Renewable Energy Conference 2008 (WIREC)). It is 
very difficult to conclusively separate and categorize targets by type across all countries.
229 Targets noted in Tables R7‒R9 for Brazil, Cape Verde, Jamaica, Kenya, Magagascar, Nicaragua, Rwanda, and 
Tunisia are pledges made publically at WIREC in March 2008, or afterward, but not necessarily backed by specific 
legislation.
230 In 2009, China modified its target for share of energy. The old target was for 15 percent share of primary energy 
from renewables by 2020. The new target is for 15 percent share of final energy from “non-fossil-fuel” sources by 2020, 
which includes nuclear power. Nuclear power was 0.3 percent share of final energy in China in 2009, but is expected to 
grow. A 15 percent share of final energy implies more total renewables than a 15 percent share of primary energy, so 
even including nuclear, the new target is likely to result in more renewables than the old target.
231 The official targets for China, based on the 2007 “Medium and Long-Term Plan for Renewable Energy Development 
in China,” are still 300 GW hydro, 30 GW wind, 30 GW biomass, and 1.8 GW solar PV. The higher numbers given in the 
text are draft (provisional) targets not yet formally adopted. China plans 100 GW of wind power development in five 
regional “bases” in Gansu, Hami, Xinjiang, and Jiangsu provinces and eastern and western Inner Mongolia. There were 
also provincial targets in China emerging, for example a 2007 target in Hainan Province for 400 MW of wind capacity by 
2015 and 600 MW by 2020.
232 Neither the United States nor Canada has a national-level policy target.
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233 Sidebar 5 data from Table R4 and Section 1. See also DIREC Web site, www.direc2010.gov.in. 
234 Sidebar 6 adapted from from IRENA Web site, www.irena.org. 
235 Table 2 from sources listed in note 227. 
236 A few feed-in policies shown in Table R10 have been discontinued so the current number of active policies is less 
than the number reported here; see notes to Table R10. There is now a large literature on feed-in tariffs with many 
sources of information; see, for example, Miguel Mendonca, Feed-In Tariffs: Accelerating the Deployment of Renewable 
Energy (London: Earthscan, 2007) and Paul Gipe's extensive data at www.wind-works.org. The current report takes a 
broad definition of feed-in tariff, but also excludes some policies that are considered minor or capped at very low levels of 
capacity (such as enabling just a few hundred small generators, as was the case for the 2008 feed-in tariff for solar PV in 
Wisconsin in the United States), as one of the defining characteristics of a feed-in tariff is guaranteed purchasing of 
power from all renew- able generators. There remain significant differences of opinion among experts as to what 
constitutes a feed-in tariff. The Netherlands MEP policy is considered a premium and classified as an energy production 
payment in Table 2. Costa Rica, Panama, Peru, and Iran may be the same, although some claim these countries have 
feed-in tariffs. Feed-in tariffs shown for some other countries might better be classified as energy production payments 
as well. Indonesia's 2002 feed-in tariff covers generators less than 10 MW (revised from 1 MW in 2006) but at low tariff 
levels and is not considered by some a true feed-in tariff. At least three countries shown in Table R10, and possibly 
others, discontinued their policies subsequent to enactment: Brazil (ending in 2010), South Korea, and United States 
(original 1978 PURPA). The total number of countries with feed-in tariffs existing as of early 2010 reflects the cumulative 
total in Table R10 minus these three discontinuations. India's national feed-in tariff from 1993 was substantially 
discontinued but new national feed-in tariffs were enacted in 2008.
237 The U.S. national feed-in law was the Public Utility Regulatory Policy Act (PURPA), although some analysts do not 
consider PURPA to have been a true national feed-in law. Several states actively implemented PURPA but most 
discontinued implementation in the 1990s. In general, feed-in tariffs vary significantly in design from country to country 
(see Mendonca, op. cit. note 236). Some policies apply only to certain technologies or maximum capacity. Most policies 
establish different tariffs for different technologies, usually related to the cost of generation, for example distin- guishing 
between off shore and on-shore wind power. Some policies also differentiate tariffs by size of plant, location/region, year 
of initial plant operation, and operational season of the year. Tariffs for a given plant may decline incrementally over 
time, but typically last for 10‒20 years.
238 The U.S. state of Washington has enacted limited feed-in tariffs for solar PV but restricts the amount of capacity 
that can be installed and is capped at $5,000/year per project. California's feed-in tariff is limited to 750 MW. Oregon's 
feed-in tariff is limited to 25 MW is considered a pilot program. Vermont's feed-in tariff is limited to 50 MW and is also 
considered a pilot program. In addition, some utilities in the U.S. states of Michigan and Wisconsin offer limited feed-in 
tariffs, but there is no state-level policy. The Australian Northern Territory had a limited feed-in tariff for a small 
number of systems in Alice Springs.
239 Some RPS policies in Table R11 may have been repealed or lapsed. Australia's policy was renewed in 2009. India had 
at least 12 states with RPS policies, and possibly as many as 16 states. Uruguay's RPS policy shown in Table 2 is 
unconfirmed and not counted in global total.
240 In the United States, there are seven additional states with policy goals that are not legally binding renewable 
portfolio standards: Alaska, Missouri, North Dakota, Utah, Vermont, Virginia, and West Virginia. Alaska enacted the most 
recent goal, 25 percent of electricity from renew- ables by 2025, in mid-2010. U.S. state policies from North Carolina Solar 
Center, Database of State Incentives for Renewables and Efficiency (DSIRE), electronic database, available at www.
dsireusa.org; and data from the Interstate Renewable Energy Council and press reports.
241 Colorado's revision occurred in 2010. In Canada, British Columbia targets 50 percent from clean energy; Alberta and 
Manitoba target 900 MW and 1,000 MW of wind power, respectively; Ontario RPS is 5 percent by 2007 and 10 percent 
by 2010; Quebec targets 4,000 MW of wind by 2015; New Brunswick RPS is 10 percent by 2016 and 400 MW of wind by 
2016; Nova Scotia RPS is 5 percent by 2010 and 20 percent by 2013; and Prince Edward Island targets 15 percent by 
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2010 (achieved) and 100 percent by 2015. Nova Scotia, in addition to its RPS, also enacted in early 2009 a new non-RPS 
target of 25 percent share of energy by 2020. There is no target in Newfoundland/Labrador.
242 Solar PV tax credits and subsidy and rebate programs vary in design. Some specify maximum size limits, such as 10 
kW. Some provide higher subsidies up to a capacity limit and lower subsidies beyond that limit. Some are capped at a 
total program monetary amount. Some apply to equipment cost but not installation cost.
243 Prior to 2009, the U.S. solar PV tax credit was capped at $2,000 per system but this cap was removed in 2009. 
244 In addition to 43 U.S. states, net metering also exists in the District of Columbia and Puerto Rico. 
245 India's national codes are initially voluntary, but will later become mandatory. 
246 China's National Development and Reform Commission issued its “Plan on Enforcement of Utilization of Solar 
Energy Heating Nationwide” in 2007, which is expected to apply to hospitals, schools, and hotels; see Martinot and Li, op. 
cit. note 226.
247 São Paulo's solar collector mandate applies to all new residences with more than three bathrooms and all industrial 
and commercial buildings. 
248 For more on the German Renewable Energies Heat Act, see Federal Ministry for the Environment, Nature 
Conservation and Nuclear Safety, “Heat from Renewable Energies: What Will the New Heat Act Achieve?” (Berlin: July 
2008). 
249 From 2017 onward, the greenhouse gas emission savings of biofuels produced in existing production plants must be 
at least 50 percent compared to fossil fuels. The greenhouse gas emissions of biofuels produced in new installations will 
have to be at least 60 percent lower than those from fossil fuels. 
250 In June 2010, the European Commission adopted a new certification scheme for sustainable biofuels, per European 
Commission, “Commission Sets Up System for Certifying Sustainable Biofuels,” press release (Brussels: 10 June 2010). 
Sidebar 7 based on the following sources: Jinke van Dam et al., Update: Initiatives in the Field of Biomass and Bioenergy 
Certification (IEA Bioenergy Task 40, April 2010), at www.bioenergytrade.org/downloads/overviewcertificationsystemsfi
nalapril2010.pdf; K. Hennenberg et al., “The Power of Bioenergy-Related Standards to Protect Biodiversity,” Conservation 
Biology, 16 December 2009; Roundtable on Sustainable Biofuels Web site, www.rsb.org; Global Bioenergy Partnership 
Web site, www.globalbioenergy.org
251 No published sources report comprehensively on green power globally, so all information must be compiled country-
by-country based on sub- missions from report contributors.
252 Renewable energy certificates in some countries may also enable utilities and other firms subject to quotas to meet 
their obligations; this is a role distinct from voluntary trading.
253 Most of the information in this section comes from REN21, Institute for Sustainable Energy Policies, and ICLEI Local 
Governments for Sustainability, “Global Status Report on Local Renewable Energy Policies,” (Paris: September 2009). The 
report provides preliminary policy informa- tion, some of which remains unverified. Subsequent versions are expected. A 
good general source of information about local policies is the Local Renewables Web Portal, http://local-renewables.org. 
For further examples and in-depth discussion see IEA, Cities, Towns and Renewable Energy (Paris: OECD, 2009).
254 At the city level, however, such target setting is complicated by industrial production, as emissions from industry 
are not necessary attributable to residents of the city.
255 Gainesville's feed-in tariff is only for solar PV and only up to a maximum limit of 4 MW across all subscribers. 
Sacramento's feed-in tariff applies to all forms of renewables up to a maximum of 100 MW. Reportedly, Sacramento's 100 
MW limit was already fully subscribed soon after the policy began in early 2010.
256 See Covenant of Mayors Web site, www.eumayors.eu. 
257 The World Mayors and Local Governments Climate Protection Agreement builds on the existing commitments of 
local governments and their associations, including the ICLEI Cities for Climate Protection Campaign, World Mayors 
Council on Climate Change, U.S. Mayors' Climate Protection Agreement, C40 Climate Leadership Group, and United 
Cities and Local Government (UCLG) Jeju Declaration. See www.iclei.org/climateagreement. The C40 Large Cities 
Climate Summit in the United States is not mentioned in the text because it is primarily aimed at helping cities finance 
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energy efficiency improvements. The Australian Solar Cities program has now selected four cities: Adelaide, Blacktown, 
Townsville, and Alice Springs. ICLEI's Local Renewables Initiative began in 2005 and aims to create a network of model 
cities, with initial activities in Europe, India, and Brazil.
258 World Health Organization (WHO) and United Nations Development Programme (UNDP), The Energy Access 
Situation in Developing Countries: A Review Focusing on the Least Developed Countries and Sub-Saharan Africa (New 
York and Geneva: 2009).
259 See Kyran O'Sullivan and Douglas F. Barnes, Energy Policies and Multitopic Household Surveys: Guidelines for 
Questionnaire Design in Living Standards Measurement Studies, World Bank Working Paper No. 90 (Washington, DC: 
World Bank, 2006). The original source for much of this work on lighting is the background study F. Nieuwenhout, P. 
Van de Rijt, and E. Wiggelinkhuizen, “Rural Lighting Services,” paper prepared for the World Bank (Petten: Netherlands 
Energy Research Foundation, 1998).
260 Shahid Khandker, Douglas F. Barnes, and Hussain Samad, The Welfare Impact of Rural Electrification: Evidence 
from Vietnam, DEC Policy Research Working Paper No. 5057 (Washington, DC: World Bank, 2009); Shahid Khandker, 
Douglas F. Barnes, and Hussain Samad, The Welfare Impact of Rural Electrification: A Case Study of Bangladesh, DEC 
Policy Research Working Paper, (Washington, DC: World Bank, 2009).
261 World Bank, Rural Electrification and Development in the Philippines: Valuing the Social and Economic Benefits, 
ESMAP Report (Washington, DC: World Bank, 2002).
262 International Development Company Limited (IDCOL) (Dhaka, Bangladesh, 2010), at www.idcol.org. 
263 World Bank, Renewable Energy and Development Implementation Completion Report (Washington, DC: World Bank, 
2009). 
264 Ministry of New and Renewable Energy, Government of India, “New and Renewable Energy Cumulative 
Achievements,” fact sheet (New Delhi: 2009). 
265 Hankins, op. cit. note 20. 
266 Kenya Bureau of Statistics, Kenya Integrated Household Budget Survey 2004/05 (Nairobi: 2005). 
267 Chandra Govindarajalu, Raihan Elahi, and Jayantha Nagendran, Electricity Beyond the Grid: Innovative Programs in 
Bangladesh and Sri Lanka,
ESMAP Knowledge Exchange Series No. 10, 2008. 
268 Voravate Tuntivate, Douglas F. Barnes, and Susan Bogach, Assessing Markets for Renewable Energy in Rural 
Areas of Northwestern China, World Bank Technical Paper No. 492 (Washington, DC: World Bank, 2000).
269 Several new types of stoves are being manufactured in factories and workshops, including Stovetec, Envirofit, 
Protos, Onil, and World stoves. 
270 WHO and UNDP, op. cit. note 258. 
271 Stove numbers from the following manufacturer Websites: www.envirofit.org, www.stovetec.net/us, www.onilstove.
com, and www.treeswater-people.org/stoves/programs/honduras.htm. 
272 GTZ has developed a Cooking Energy Compendium summarizing the last 25 years of knowledge and experience 
with markets for improved cook stoves in developing countries, per GTZ, Cooking Energy Compendium, 2009, at www.
hedon.info/GTZCookingEnergyCompendium. 
273 Worldwide experiences with solar cookers summarized in GTZ, Here Comes the Sun: Options for Using Solar 
Cookers in Developing Countries (Eschborn: 2007). The use of solar cookers depends on the purpose and cultural habits 
of those cooking, and the cooking must generally be done during daytime hours. It is quite relevant for foods that 
require slow cooking. 
274 Li and Ma, op. cit. note 12. 
275 Ministry of New and Renewable Energy, Government of India, op. cit. note 264.
276 Bastiaan Teune, “Sector Development Domestic Biodigesters in Vietnam: Practical Experiences & Call for Support,” 
background note prepared for Netherlands Development Organisation (SNV) (Hanoi: October 2009).
277 Nepal Biogas Sector Partnership, “Biogas Support Programme Achievements,” 2010, at www.bspnepal.org.np/
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achievments.htm. 
278 Ministry of New and Renewable Energy, Government of India, op. cit. note 264.
279 Li and Ma, op. cit. note 12. 
280 Sudeshna Banerjee Avjeet Singh Hussain Samad, Power and People: Measuring the Benefits of Renewable Energy 
In Nepal, draft paper (Washington, DC: World Bank, South Asia Energy, 2010). 
281 Brazil, Ministry of Mines And Energy, Luz Para Todos News Letter No. 22, 2010, at www.mme.gov.br/luzparatodos/
asp/. 
282 The Dutch-German Partnership “Energising Development,” EnDev, is an initiative to provide 6.1 million people in 
developing countries access to modern energy services by 2012. 
283 See U.K. Department for International Development (DFID) Web site, www.dfid.gov.uk. 
284 See Global Village Energy Partnership (GVEP) Web site, www.gvepinternational.org, and the Energy Strategy 
Management Assistance Program Biomass Energy Initiative in Africa, World Bank, Washington, DC. 
285 Unless otherwise noted, the statistics and other data in this section are taken from other parts of this report. Please 
see other sections and associated endnotes for full references. 
286 Federal Ministry for the Environment, Nature Conservation, and Nuclear Safety, “Development of Renewable 
Energy Sources in Germany” (Berlin: 18 March 2010). 
287 Shares and Figure 16 based on the following: see Endnote 4 for source of total power capacity; for renewable energy 
capacity see Table R4 and endnotes for specific renewable energy technologies in Section 1; nuclear capacity from 
International Atomic Energy Agency (IAEA), Nuclear Power Reactors in the World (Vienna: 2009), Table 7; fossil fuel 
capacity calculated by subtracting renewable and nuclear power capacity from total global power capacity.
288 Figure of 300 MW calculated by subtracting global power capacity in 2007 from estimated total for 2009; see 
Endnote 4. Renewable capacity additions for 2008 from REN21, Renewables Global Status Report 2009 Update (Paris: 
2009), and for 2009 from Table R4 and endnotes for specific renewable energy technologies in Section 1. Figure 17 
derived from ibid., and from IAEA, op. cit. note 287. Note that nuclear power capacity declined during 2008 and 2009 
according to IAEA.
289 Stefan Heck, Director, McKinsey & Company, presentation at Cleantech Forum, Boston, MA, 10 June 2010.
290 China had roughly 134 GWth of solar hot water collectors in 2009, which equals 190 million square meters; see Table 
R5. If two-thirds of this capacity is for households, and each household has 2‒2.5 square meters of collector area, this 
translates to roughly 50‒60 million households. A 2 square meter collector can provide hot water to a 3‒4 person family 
in China, per Ling Li, “China to Push Solar Hot Water,” China Watch (Worldwatch Institute). See also note 132.
291 See note 132. 
292 U.S. Energy Information Administration (EIA), Monthly Energy Review, June 2010. 
293 World gasoline output of 21.3 million barrels/day in 2006 from U.S. Energy Information Administration, 

“International Energy Statistics,” at http://tonto.eia.doe.gov, adjusted by 3 percent per year growth rate and converted 
to 1350 billion liters/year using 159 liters/barrel from Oak Ridge National Laboratory, “Bioenergy Conversion Factors,”
at http://bioenergy.ornl.gov. Figure of 68 billion liters/year gasoline equivalent energy of biofuels (76 billion liters/year 
ethanol and 17 billion liters/year biodiesel) using LHV conversion factors of 21 MJ/liter ethanol, 35 MJ/liter biodiesel, and 
32 MJ/liter gasoline, from Oak Ridge National Laboratory, op. cit. this note.
294 IEA, op. cit. note 1, p. 43. 
295 UNEP/Bloomberg New Energy Finance, Clean Energy Investment Trends 2010. 
296 German data (2005-2009) from Nieder, op. cit. note 16; 2009 also from BMU, op. cit. note 66. Spain 2009 from EPIA, op. 
cit. note 66; note that preliminary data from IDAE put 2009 additions at 100 MW and existing at 3.5 GW; this is 
preliminary, to be finalized in July 2010. Japan 2009 data from EPIA. United States 2009 data from SEIA, op. cit. note 66; 
excludes 40 MW of off-grid PV. Italy data for 2006-2008 from EPIA, op. cit. this note, and for 2009 from GSE, op. cit. note 
66. Note that EPIA puts Italy's 2009 additions at 730 MW and existing at 1.2 GW; other estimates put 2009 additions 
significantly lower because they take only FIT systems into account, per Guidi, op. cit. note 66. South Korea 2008 existing 
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capacity was 357 MW, per KEMCO, op. cit. note 66, with 73 MW added in 2009, per Ministry of Knowledge and Economy 
of Korea, op. cit. note 66, putting 2009 existing total at 430 MW. Other EU based on EPIA 2009 additions of 5.6 GW 
(difference between 2008 and 2009 existing) and existing total of 16 GW. Off-grid solar PV from Paula Mints of Navigant 
Consulting, who estimates that total off-grid PV capacity at the end of 2009 was 3.2 GW, with 360 MW added in 2009, per 
Mints, op. cit. note 66.
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　日本語版作成にあたって（Global Status Report 2010）

本報告書は、21世紀のための自然エネルギー政策ネットワーク（REN21）の委託を受け、世界の研究者の
協力を得て作成された「Renewables 2010 Global Status Report 」（主筆：Eric Martinot、Janet L. 
Sawin）を、環境エネルギー政策研究所の責任で日本語へ翻訳したものです。
 
REN21は2004年にボンで開催された自然エネルギー国際会議（以下RE）2004を契機として発足したネッ
トワークです。初版のGlobal Status Report 2005はRE2004のフォローアップ会議として2005年11月に開催
された北京自然エネルギー国際会議で発表され、高い評価を受けました。自然エネルギーに関する草の根
の視点からの包括的な国際レポートが存在しなかったことから、その続編が待ち望まれ、2006年改訂版、
さらに2007年版、2009年改訂版、そして2010年版へと発展しています。

環境エネルギー政策研究所は、自然エネルギーがはじめて国際交渉のメインテーマとして取り上げられた
RE2004のフォローアップに積極的に取り組んでおり、この報告書にも執筆者として貢献しています。
また当研究所所長飯田がREN21の運営委員を務めており、2007年からは事務局運営にも携わっています。

REN21（英語）http://www.ren21.net/
Global Status Report 2010（英語）: http://www.ren21.net/globalstatusreport/REN21_GSR_2010_full.pdf
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